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第 1 章　 概　 　 　 要

第 1節　 施　 設

第 1 　 敷地及び建物

　 当がんセン タ ーは名古屋市千種区鹿子殿 1 番 1 号にあり 、 敷地面積は49,788.56平方メ ート ル、 施設の建物面積は72,941.06平方メ ート

ルである 。

　 昭和63年度から 平成 7 年度にかけて病院の全面改築工事を実施し 、 平成 9 年度から 平成13年度にかけては研究所の改築工事を 実施し

た。 さ ら に平成25年度には化学療法センタ ー棟を開設し た。

1 ． 病院建物

　 病院建物は、 病棟、 特殊放射線・ 中央診療棟、 国際医学交流センタ ー・ 外来棟、 化学療法センタ ー棟に区分さ れる 。 その概要は次の

と おり である 。

　 病棟は、 鉄骨鉄筋コ ンク リ ート 造り 地下 1 階地上 9 階建である 。 地階及び 1 階はサービ ス 部門及び管理部門、 2 階及び 3 階は検査部

門及び管理部門、 4 階から 9 階ま では病室と なっている 。

　 特殊放射線・ 中央診療棟は、 鉄骨鉄筋コ ンク リ ート 造り 地下 1 階地上 5 階建である 。 地階、 2 階及び 5 階は放射線部門、 4 階は手術

部門、 3 階は臨床検査部門、 1 階は中央滅菌材料部門と なっている 。

　 国際医学交流センタ ー・ 外来棟は、 鉄骨造一部鉄骨鉄筋コ ンク リ ート 造り 地下 1 階地上 3 階建である 。 1 階は国際医学交流センタ ー

であり 、 400人収容のメ イ ンホール、 大会議室、 視聴覚室の 3 つの会議室と ロ ビ ーから 成っ ている 。 地階には薬剤部門及びカルテ・ フ ィ

ルム庫が設置さ れている 。 2 階及び 3 階は外来部門と なっ ており 、 2 階には地域医療連携・ 相談支援センタ ー及び緩和ケアセンタ ーが

設置さ れている 。

　 化学療法センタ ー棟は、 鉄骨造一部鉄筋コ ン ク リ ート 造り 地下 1 階地上 2 階建である 。 2 階はベッ ド 38床、 チェ ア22台の計60床を 有

する 外来化学療法センタ ーで、 全国的に見ても 最大規模の病床数を 誇っ ている 。 1 階には治験支援室と 臨床試験室が設置さ れており 、

治療効果向上のため、 質の高い臨床研究の実施に努めている 。

　 ま た、 こ れら の建物の接点にアト リ ウ ム（ 吹き 抜け空間） を 設けて、 安ら ぎの空間及び明る さ を 提供する と と も に、 アト リ ウ ム内を

横断する 通路を 設ける こ と によ り 、 各部門と の有機的な連携を 図っ ている 。

2 ． 研究所建物

　 研究所は、 研究所棟本館、 研究所棟北館、 生物工学総合実験棟の 3 棟から 構成さ れ、 その概要は次のと おり である 。

　 研究所棟本館は、 鉄骨鉄筋コ ンク リ ート 造り 地下 1 階地上 6 階建で、 疫学・ 予防部、 中央実験室、 腫瘍医化学部、 感染腫瘍学部、 腫

瘍免疫学部、 分子病態学部、 腫瘍病理学部、 分子腫瘍学部、 遺伝子医療研究部の各研究室の他に、 実験動物施設、 RI実験施設、 細胞

調製施設、 臨床研究室など の共同利用施設が設置さ れている 。

　 研究所北館は、 鉄筋コ ンク リ ート 造り 地下 1 階地上 3 階建で、 所長室、 副所長室、 疫学・ 予防部、 図書室、 院内保育所など が設置さ

れている 。

　 生物工学総合実験棟は、 鉄筋コ ンク リ ート 造り 地下 1 階地上 3 階建で、 中央実験室、 バイ オバンク などが設置さ れている 。
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土地・ 建物一覧

（ 単位： 平方メ ート ル）

区　 　 　 　 分 摘　 　 　 　 要 26年度末 27年度末 28年度末

土　 　 　 　 　 地 49,788.56 49,788.56 49,788.56

建　 　 　 　 　 物 72,941.06 72,941.06 72,941.06

鉄 骨 鉄 筋 コ ン ク リ ー ト 造 48,050.47 48,050.47 48,050.47

病 棟  地下 1 階、 地上 9 階、 塔屋 2 階

（ H4.2.29 竣工）

28,662.79 28,662.79 28,662.79

特殊放射線・ 中央診療棟  地下 1 階、 地上 5 階

（ H3.12.20 竣工）

12,274.96 12,274.96 12,274.96

研 究 所 棟 本 館  地下 1 階、 地上 6 階

（ H14.1.11 竣工）

7,112.72 7,112.72 7,112.72

鉄骨造一部鉄骨鉄筋コ ンク リ ート 造

国際医学交流セン タ ー・ 外来棟  地下 1 階、 地上 3 階

（ H6.3.18 竣工）

7,203.43 7,203.43 7,203.43

鉄骨造一部鉄筋コ ンク リ ート 造

化 学 療 法 セ ン タ ー 棟  地下 1 階、 地上 2 階

（ H25.5.24 竣工）

1,992.92 1,992.92 1,992.92

鉄 筋 コ ン ク リ ー ト 造 15,540.64 15,540.64 15,540.64

研 究 所 棟 北 館  地下 1 階、 地上 3 階、 塔屋 1 階

（ S58.11.22 竣工・ H14年度 改修）

3,244.43 3,244.43 3,244.43

生 物 工 学 総 合 実 験 棟  地下 1 階、 地上 3 階、 塔屋 1 階

（ S63.8.31 竣工・ Ｈ28年度改修）

2,116.03 2,116.03 2,116.03

立 体 駐 車 場   2 層建

（ H7.6.30 竣工）

6,312.07 6,312.07 6,312.07

危 険 物 倉 庫  地上 1 階 52.20 52.20 52.20

看 護 師 宿 舎  地上 4 階、 塔屋 1 階、 2 棟 3,352.33 3,352.33 3,352.33

車 庫・ 保 安 公 舎  地上 3 階 313.92 313.92 313.92

ご み 集 積 場 棟  地上 1 階 101.99 101.99 101.99

そ の 他 建 物  保管庫 47.67 47.67 47.67

コ ン ク リ ー ト ブ ロ ッ ク 造  自転車置場

（ 看護師宿舎）

24.00 24.00 24.00

軽 量 鉄 骨 造 129.60 129.60 129.60

作 業 事 務 所  地上 2 階 129.60 129.60 129.60
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第 2 　 医療情報ト ータルシステム（ ACCTIS）

　 こ のシス テムはA CCTIS（ A ichi Cancer Center Total Inform ation System ） と 称し 、患者サービ ス の向上なら びに医療業務の合理化・

省力化、 医療の質的向上、 研究・ 教育の支援等をめざし て導入さ れた。

　 平成 4 年の病棟の全面改築にあたり 、 大型コ ンピ ュ ータ によ る オーダリ ングシス テム、 医事会計シス テムを 中心と し た電算シス テム

の導入が計画さ れ、 病棟、 外来棟の完成に合わせ順次導入さ れた。

　 平成14年度の機器更新では、 今ま での大型コ ンピ ュ ータ を 核と し たホス ト /パソ コ ン連携方式から 、 各部門が独自にシス テムを持っ

た分散型コ ンピ ュ ータ シス テムである ク ラ イ アント /サーバ方式に変更し た。

　 平成22年 2 月には機器更新を 行い、 平成25年 1 月から は電子カルテを 導入し た（ 平成28年 2 月に更新）。

　 現在は、 電子カルテシス テムと 医事会計部門等の部門別シス テム（ 24シス テム） から 構成さ れている 。

　 電子カルテシス テム では検査・ 処方に係る オーダー等の業務を 電子化し たオーダリ ングシス テム機能に加え、 従来、 医師等が診察経

過を 記入し ていた紙カルテを 電子化、 電子情報と し て一括し て編集・ 管理し 、 データ ベース に記録する 。

　 各部門別シス テムは画像管理、 検体検査及び手術管理などの各部門業務を 電子化し 、 情報の蓄積、 加工利用する と 同時に、 要求さ れ

る 情報（ 検査結果等） を電子カルテや他部門に伝達する 。

　 ま た、 蓄積し たデータ （ 診療情報データ ベース ） は、 患者の診療及び臨床研究に利用する 。

主　 な　 機　 器　 構　 成

シス テム名 サーバ機種 台　 数

電子カルテシス テム

Ｒ Ｘ 2540 7医事シス テム（ 本系）

ベッ ド サイ ド シス テム

医事シス テム（ テス ト 系） Ｒ Ｘ 2540 1

病診連携（ 院外） シス テム Ｒ Ｘ 2540 1

Ｄ ＷＨ－Ｂ Ｉ Ｒ Ｘ 2540 1

物流シス テム

Ｒ Ｘ 2540 3

検体検査シス テム

放射線シス テム

病理シス テム

給食シス テム

看護勤務管理シス テム

経営支援シス テム

診療支援シス テム

手術シス テム

人事給与/服薬指導シス テム

病歴管理シス テム

病診連携（ 院内） シス テム

表示シス テム

POSレ ジシス テム

院内がん登録シス テム Ｔ Ｘ 200　 Ｓ 3 1

内視鏡シス テム　（ データ ベース ）

　 　 　 〃　 　 　 　（ DICOM）

　 　 　 〃　 　 　 　（ WEB）　

Ｒ 510

Ｒ 410

Ｒ 410

1

1

1

文書作成シス テム（ データ ベース ）

　 　 　 〃　 　 　 　  （ WEB）

Ｒ 410

Ｒ 410

1

1

文書取込シス テム（ 仮想化）

　 　 　 〃　 　 　 　  （ バッ ク アッ プ）

Ｘ 3650　 Ｍ 4

Ｘ 3650　 Ｍ 4

2

1

合    計 22

（ 平成28年度末現在）

ク ラ イ アント 機種 台　 　 数

A 744/K 493

D583/K 316

再来受付機 3

POSレ ジ 2

自動精算機 2

オート エンボッ サー 2

合　 　 　 計 818
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第 3 　 病床数

　 病床数500のう ち、 一般病床は、 1 床室33、 2 床室 2 、 4 床室86、 合計381床で、 各病床はそれぞれカーテンで区切る こ と ができ る 。

　 ま た、 4 、 5 、 6 、 7 、 8 、 9 階に特別病床（ 個室） 92床を 設け、 こ の利用者から は室料差額を 徴収し ている 。

　 こ のほかに特殊病床27床がある 。

科　 別　 病　 床

（ 平成28年度末現在）

西　 　 病　 　 棟 階 東　 病　 棟

特別病床（ 混合）  25床

　 A 室  5

　 B室  2

　 C室  18

1 床室  25室
９

　
階

特別病床（ 混合）  25床

　 A 室  5

　 B室  2

　 C室  18

1 床室  25室

一般病床  47床

　 薬物療法科、 放射線治療科

　 頭頸部外科

　 緩和ケア（ 緊急）

特別病床  3 床

　 D室  3

1 床室  6 室

4 床室  11室
８

　
階

特別病床（ 混合）  30床

　 B室  2

　 C室  28

1 床室  30室

一般病床  49床

　 消化器内科

　 消化器外科

特別病床  1 床

　 D室  1

1 床室  6 室

4 床室  11室 ７
　
階

一般病床  49床

　 消化器内科 

　 消化器外科

特別病床  1 床

　 D室  1

1 床室  6 室

4 床室  11室

一般病床  48床

　 血液・ 細胞療法科

　 泌尿器科、 放射線診断・ IVR科

特殊病床  1 床

　 バイ オク リ ーン  1

1 床室  5 室

4 床室  11室

６

　
階

一般病床  48床

　 呼吸器内科 

　 整形外科

特殊病床  1 床

　 感染  1

特別病床  1 床

　 D室  1

1 床室  6 室

4 床室  11室

一般病床  48床

　 婦人科

　 乳腺科

特別病床  2 床

　 D室  2

1 床室  6 室

4 床室  11室
５

　
階

一般病床  45床

　 頭頸部外科

特殊病床  4 床

　 小線源  4

特別病床  1 床

　 D室  1

1 床室  10室

2 床室  2 室

4 床室  9 室

一般病床  47床

　 呼吸器外科

　 呼吸器内科

　 薬物療法科

特別病床  3 床

　 D室  3

1 床室  6 室

4 床室  11室
４

　
階

特殊病床  21床

　 ICU  4

　 HCU  13

　 人工透析  1

　 セミ ク リ ーン  3

1 床室  17室

4 床室  1 室

合　 計

特別病床  92床

一般病床  381床

特殊病床  27床

計  500床

1 床室  148室

2 床室  2 室

4 床室  87室

計  237室
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第 4 　 備品・ 設備

　 平成28年度末における 備品総額は、 9,249,292,009円で、 その主なも のは次表のと おり である 。

　 なお、 平成28年度には、 医療用リ ニアッ ク 、 共焦点レ ーザー顕微鏡、 放射線モニタ リ ングシス テムなどを 整備し た。

主な備品・ 設備一覧（ 1,000万円以上）

（ 平成28年度末現在）

品　 　 　 名 メ 　 ー　 カ　 ー 型　 　 　 式 数量 備　 考

（ 病院関係）

遠隔操作式腔内治療装置 ニュ ーク レ ト ロ ン マイ ク ロ セレ ク ト ロ ンHDRシス テム 1 放射線治療

小線源ニード ルク リ ーンユニッ ト 千代田テク ノ ル TH-1400TM-2 1 放射線治療

線源確認写真撮影装置 島津製作所 CH-50（ 特） 1 放射線治療

医療用リ ニアッ ク エレ ク タ Synergy 1 放射線治療

放射線治療情報シス テム エレ ク タ MOSA IQ 01S 1 放射線治療

前立腺がん密封小線源治療支援シス テム バリ アンメ ディ カルシス テムズ VariSeed 1 放射線治療

医療用リ ニアアク セラ レ ータ ト モセラ ピ ー Hi-A RTシス テム 1 放射線治療

放射線治療位置決め装置 東芝メ ディ カルシス テムズ LX-40A 1 放射線治療

小線源確認写真撮影装置 島津製作所 Cvision PLUS 1 放射線治療

全身用エッ ク ス 線コ ンピ ュ ータ 東芝メ ディ カルシス テムズ A quilion LB TSX-201A 1 放射線治療

医療用リ ニアッ ク バリ アンメ ディ カルシス テムズ Truebeam 1 放射線治療

診断用X線装置 東芝メ ディ カルシス テムズ KXO-55S/J 4 1 放射線診断

乳房X線撮影装置 富士フ ィ ルムメ ディ カル A MULET Innovality 1 放射線診断

乳房X線撮影装置 GEヘルス ケア・ ジャ パン Senographe DS Depister 1 放射線診断

超音波診断装置 日立メ ディ コ EUB-8500（ e-com ） 1 放射線診断

X線TV装置 東芝メ ディ カルシス テムズ DBW-220A ガタ 1 放射線診断

FPD搭載CアームX線テレ ビシス テム 東芝メ ディ カルシス テム ULTIMA X-I 1 放射線診断

全身用X線CT診断装置 東芝メ ディ カルシス テムズ A quilion PRIME 1 放射線診断

フィ ルム保管棚 文祥堂 BSDエレ コ ンパッ ク 1 放射線診断

2 検出器可変型ガンマカメ ラ シス テム GEヘルス ケア・ ジャ パン Inf inia 3  Haw keye 4 1 放射線診断

デジタ ル超音波診断装置 東芝メ ディ カル A PLIO 1 放射線診断

全身用X線コ ンピュ ータ ー断層撮影装置 東芝メ ディ カルシス テムズ A quilion32 1 放射線診断

血管造影検査治療シス テム 東芝メ ディ カルシス テムズ A quilionLB/INFX-8000C 1 放射線診断

乳房組織診断装置 日立メ ディ コ マルチケアプラ チナ 1 放射線診断

多方向X線撮影装置 島津製作所 VS-20 1 放射線診断

モニタ ー読影入力シス テム 富士フ ィ ルムメ ディ カル（ 株） 放射線読影レ ポート シス テムF-Report 1 放射線診断

据置型デジタ ル式汎用X線撮影装置 富士フ ィ ルムメ ディ カル（ 株） FUJIFILM  DR BENEO 1 放射線診断

据置型デジタ ル式汎用X線透視診断装置 （ 株） 日立メ ディ コ CUREVISTA 1 放射線診断

診断用X線撮影装置 富士メ ディ カルシス テムズ KXO-80F 1 放射線診断

画像保存装置 富士フ ィ ルムメ ディ カル SYNA PSE Ver3.2.1 1 放射線診断

磁気共鳴断層撮影装置 GE横河メ ディ カルシス テム Signa HDxt 3.0T 1 放射線診断

超音波診断装置 日立アロ カメ ディ カル SSD-2000 1 放射線診断

3 D画像処理シス テム ザイ オソ フ ト 株式会社 STAT ION 2  Type1000 ネッ ト ワ ーク タ イ プ 1 放射線診断

画像取り 込み／書き 出し 装置 富士フ ィ ルムメ ディ カル株式会社 フ ィ ルムデジタ イ ザー2905M・ PD-S 1 放射線診断

マンモグラ フィ 画像診断シス テム （ 株） 東洋テク ニカ Mam m oRead 1 放射線診断

IVR-CT 東芝メ ディ カルシス テムズ A quilionPRIME/Inf inix Celeve-I INFX-8000C 1 放射線診断

放射線モニタ リ ングシス テム 日立製作所 MSR-3000 1 放射線診断

自動化学分析装置 日立ハイ テク ノ ロ ジーズ Labospect008 1 臨床検査

プレ パラ ート 保存用移動棚 イ ト ーキ EMA ガタ イ ド ウ ダナ 1 臨床検査

臓器保存用移動棚 イ ト ーキ RPGガタ イ ド ウ ダナ 1 臨床検査

自動細菌検査装置 日本ビオメ リ ュ ー A TBソ シス テム 1 臨床検査

自動細胞解析分離装置 日本ベク ト ン・ ディ ッ キンソ ン FACS Calibur 1 臨床検査

細胞自動解析装置 べク ト ン・ ディ ッ キンソ ン FACS CantoⅡ 1 臨床検査

遺伝子解析装置 アプラ イ ド バイ オシス テムズジャ パン 7900HT-Ⅱ 1 臨床検査

血液成分分離装置 フレ ゼニウ ス A S． TEC204 1 臨床検査

バーチャ ル顕微鏡シス テム アピ リ オ・ テク ノ ロ ジーズ（ 株） ScanScopeCS-Spectrum  Plus 1 臨床検査

採血業務支援シス テム 小林ク リ エイ ト i・ pres core， RinCS 1 臨床検査

マイ ク ロ ダイ セク ショ ン カールツァ イ ス PA LM 1 臨床検査

次世代シーケンサー Therm o Fisher Scientif ic Ion S 5  system 1 臨床検査

心電図データ 管理シス テム 日本光電（ 株） Prim e Vita Plus 1 臨床検査
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品　 　 　 名 メ 　 ー　 カ　 ー 型　 　 　 式 数量 備　 考

全自動血液検査シス テム シス メ ッ ク ス XN-3000+ DI-60 1 臨床検査

内視鏡下外科手術セッ ト ス ミ ス ・ アンド ・ ネフ ュ ー 特型 1 手術

集中患者監視シス テム 日本コ ーリ ン CBM-3000CN特型 1 手術

手術用顕微鏡 カールツ ァ イ ス OPMI-NEURO 1 手術

手術用顕微鏡 カルツァ イ ス メ ディ ッ ク OPMI Pentero 1 手術

プラ ズマ滅菌器 ジョ ンソ ンアンド ジョ ンソ ン ス テラ ッ ド 100 シングルド ア 1 手術

鏡視下手術用ビデオシス テム オリ ンパス メ ディ カルシス テムズ VISERA -ELITE 1 手術

腹腔・ 胸腔鏡HDカメ ラ シス テム カールス ト ルツ IMA GE 1 1 手術

手術用顕微鏡 カールツ アイ ス メ ディ テッ ク OPMI PENTERO 900 1 手術

気管支内視鏡ビデオシス テム 日立製作所 EVIS LUCERA ELITE 1 手術

内視鏡下手術シス テム アロ カ EVIS EXERA Ⅲ 1 手術

蛍光内視鏡手術シス テム エムシーメ ディ カル㈱ IMA GE 1  SPIES 1 手術

ロ ボッ ト 支援手術シス テム イ ンテュ イ ティ ブサージカル合同会社 da Vinci xi  ﾃ゙ ｭｱﾙｺﾝｿ ﾙー 1 手術

FPD搭載Cアーム型デジタ ルX線テレ ビシス テム 東芝メ ディ カルシス テムズ Ultim ax-i 1 診療

酸化エチレンガス 滅菌装置 サク ラ 精機 ΣⅡER-B09W 1 診療

酸化エチレンガス 滅菌装置 サク ラ 精機 ΣⅡER-009W 1 診療

プラ ズマ滅菌器 ジョ ンソ ン・ エンド ・ ジョ ンソ ン ス テラ ッ ド 200X 1 診療

純水製造装置 サク ラ 精機 SM-6 RO 1 診療

高圧蒸気滅菌装置 サク ラ 精機 ΣⅢR-B09W 1 診療

高圧蒸気滅菌装置 三浦工業 RG-32FVW 1 診療

自動カート 洗浄装置 サク ラ 精機 CWR-2500W 1 診療

全自動ホルマリ ン殺菌装置 ド レ ーゲル アゼプタ ー8800ダイ 1 ド ア 1 診療

上部消化管内視鏡手術総合シス テム オリ ンパス メ ディ カルシス テムズ EVIS LUCERA ELITE 1 診療

高圧蒸気滅菌装置 三浦工業 RG-32FVW 1 診療

心電図自動解析装置 フク ダ電子 FCP-800 1 診療

生体情報モニタ リ ングシス テム フィ リ ッ プエレ ク ト ロ ニク ス ジャ パン MP50 1 診療

ラ ッ ク ーンMGSシス テム 三田理化工業 RDPA 50F200-B100H 1 診療

注射薬自動払出シス テム セント ラ ルユニ VF-A A D 1 診療

純水製造装置 日本ウ ォ ータ ーシス テム MC-4000C 1 診療

内視鏡業務支援シス テム オリ ンパス Solem io ENDO VER． 3 1 診療

超音波診断装置（ 乳腺科） ジーイ ー横河メ ディ カルシス テム Voluson 730 Expert 1 診療

超音波内視鏡ビデオシス テム アロ カ SSD-A LPHA10 1 診療

超音波診断装置 アロ カ SSD-2000 1 診療

耳鼻咽喉内視鏡ビデオシス テム オリ ンパス メ ディ カルシス テムズ（ 株） VISERA  ELITE 1 診療

高圧蒸気滅菌装置 三浦工業 RG-32FVW 1 診療

自動洗浄・ 除染・ 乾燥装置 村中医療器（ 株） WD290ND 1 診療

内視鏡総合診断シス テム オリ ンパス メ ディ カルシス テムズ EVIS LUCERA ELITE 1 診療

手術室内ITVシス テム ソ ニー 特型 1 管理

ク ラ ス 100無菌病室設備シス テム 東洋 MIU-201 1 管理

ク ラ ス 100無菌病室設備 東洋 LI-30 1 管理

高圧蒸気滅菌装置 サク ラ 精機 シグマIIR-G12W 1 管理

カルテ保管庫 日本ファ イ リ ング カルテ管理シス テム 1 管理

エコ ロ ラ イ ンシス テム ホバート F 5 -1244UC 1 管理

エレ コ ンパッ ク 電動式移動棚 文祥堂 A 4 -5 特型 2 管理

電話交換機 オリ ンパス メ ディ カルシス テムズ CX-90000-M 1 1 管理

放射線管理総合シス テム オリ ンパス メ ディ カルシス テムズ MSR-3000 1 管理

感染管理シス テム セーフマス タ ー Safem aster感染管理シス テム 1 管理

大会議室映像・ 光学・ 同時通訳シス テム 日本電気 特型 1 管理

視聴覚室・ 光学シス テム 日本電気 特型 1 管理

がん診療ネッ ト ワ ーク シス テム イ ンテッ ク 特型 1 管理

モニタ リ ングシス テム 日本光電 WEP-5268 1 管理
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品　 　 　 名 メ 　 ー　 カ　 ー 型　 　 　 式 数量 備　 考

（ 研究所関係）

DNA シーク エンサ アプラ イ ド バイ オシス テムジャ パン PRISM3100 1 研究

イ メ ージングアナラ イ ザ 富士写真フ ィ ルム BAS-2500Mac 1 研究

フロ －サイ ト メ ータ ー 日本ベク ト ン・ ディ ッ キンソ ン FACS Calibur HG 1 研究

高圧蒸気滅菌装置 サク ラ 精機 FLC-009W 1 研究

動物排水処理シス テム 壽化工機 SB10500 1 研究

中央実験台等 イ ト ーキ 特型 1 研究

動物飼育設備 ダイ ダン 特型 1 研究

細胞調整シス テム 日本エアテッ ク 特型 1 研究

X線照射調整シス テム 日立メ ディ コ MBR-1520R 3 1 研究

フロ ーサイ ト メ ータ ー 日本ベク ト ン・ ディ ッ キンソ ン FACS Calibur HG 4 カラ ー 1 研究

生体分子間相互作用解析装置 ビアコ ア Biacore X シス テム 1 研究

共焦点レ ーザー顕微鏡 カールツァ イ ス LSM510MA TE-A CC 1 研究

X線照射装置 日立メ ディ コ 日立メ ディ コ ・ MBR-1520R 3 1 研究

高速遺伝子多型解析装置 アプラ イ ド バイ オシス テムジャ パン 3130X 1 -230 ジェ ネティ ッ ク アナラ イ ザ 1 研究

質量分析シス テム （ 株） エービー・ サイ エッ ク ス 4800 Plus MALDI TOF/TOF A nalyzer 1 研究

In Vivoイ メ ージング装置 Xenogen社 IVIS Lum ina Ⅱ 1 研究

高速自動セルソ ータ ー 日本ベク ト ンデッ キンソ ン FACS AriaⅢ 1 研究

次世代DNAシーク エンサー イ ルミ ナ NEXTSeq500シス テム 1 研究

レーザーマイ ク ロ ダイ セク ショ ン ラ イ カマイ ク ロ シス テムズ LMD 7 1 研究

バイ オバンキングシス テム Juppo バイ オバンク 管理シス テム 1 研究

共焦点レ ーザー顕微鏡 パナソ ニッ ク LSM800 1 研究
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主　 な　 付　 属　 設　 備

（ 平成28年度末現在）

設 備 名 設 備 機 械 数　 量 備 　 　 考

空気換気設備

医療ガス 設備

電 気 設 備

井 戸 設 備

タ ーボ冷凍機

　 　  〃

二重効用吸収式冷凍機

ヒ ート ポンプチラ ー

パッ ケージ

ガス 焚吸収式冷温水発生機

直焚式冷温水発生機

冷却搭

炉筒煙管ボイ ラ ー

小型貫流ボイ ラ ー

空気調和機

給排風機

液体酸素貯蔵タ ンク

真空ポンプ（ 吸引用）

液体窒素貯蔵タ ンク

純生空気用混合器

特高変電室

変電室

発電機

　 〃

　 〃

　 〃

発電シス テム装置

電話交換機

昇降機

無停電電源装置（ CVCF）

地下水膜ろ過装置

2

1

1

4

16

2

3

10

2

3

118

322

1

4

1

1

1

6

1

1

1

1

1

1

21

1

1

450冷凍ト ン/ 1 基

高効率450冷凍ト ン/ 1 基

450冷凍ト ン/ 1 基

355冷凍ト ン/ 4 基

60冷凍ト ン/ 1 基

200冷凍ト ン/ 1 基

7,200 kg/h（ 換算蒸発量） / 1 基

2,000 kg/h/ 1 基

2,445㎥ /ｄ （ 処理能力）

3.7 KW/ 1 台

2,445㎥ /ｄ （ 処理能力）

受電用変圧器　 2 台

変圧器　 53台（ 看護師宿舎CB含む）

ガス タ ービ ン6.6 KV  2000 KVA

コ ージェ ネレ ーショ ンガス エンジン6.6KV  610KW

ディ ーゼル　 220V  305KVA

ガス タ ービ ン　 220V  500KVA

小水力　 9 KW

内線　 2,000回線

エレ ベータ ー19台、 エス カレ ータ ー 2 台

300KVA

348ト ン/日
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第 2節　 組　 織

第 1 　 組織

運用部、 病院及び研究所の 3 部門から なり 、 平成28年度における 組織は次のと おり である 。（ 平成28年 4 月 1 日現在）
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第 2 　 人事

平成28年度における 主な役職名は次のと おり である 。

主　 な　 役　 職　 者　 一　 覧

（ 平成28年 4 月 1 日現在）

役職名 氏　 名 備考 役職名 氏　 名 備　 考

総 長 木　 下　 　 　 平 事務取扱 脳 神 経 外 科 部 長 服 部 和 良

麻 酔 科 部 長 仲 田 純 也

（ 運用部） 集 中 治 療 部 長 波多野　 　 　 潔 循環器科部長（ 兼）

運 用 部 長 後 藤 輝 夫 放射線診断・ Ｉ Ｖ Ｒ 部長 稲 葉 吉 隆

経 営 戦 略 室 長 荒 木 政 彦 放 射 線 治 療 部 長 古　 平　 　 　 毅

管 理 課 長 水　 野　 　 　 孝 外 来 部 長 堀 尾 芳 嗣

手 術 部 長 伊 藤 誠 二

（ 病院） 循 環 器 科 部 長 波多野　 　 　 潔

院 長 丹 羽 康 正 緩 和 ケ ア 部 長 小 森 康 永

副 院 長 長谷川　 泰　 久 看 護 部 長 亀 島 里 美 副院長（ 兼）

〃 岩 田 広 治 薬 剤 部 長 水 野 靖 也

〃 木 下 朝 博 栄 養 管 理 部 長 田 近 正 洋 内視鏡部長（ 兼）

〃 亀 島 里 美 医 療 安 全 管 理 部 長 木 下 朝 博 副院長（ 兼）

消 化 器 内 科 部 長 原　 　 　 和　 生 臨 床 試 験 部 長 山 本 一 仁

内 視 鏡 部 長 田 近 正 洋 医 療 情 報 管 理 部 長 岩 田 広 治 副院長（ 兼）

呼 吸 器 内 科 部 長 樋 田 豊 明 外来化学療法センタ ー長 室 圭 薬物療法部長（ 兼）

血液・ 細胞療法部長 木 下 朝 博 副院長（ 兼） 地域医療連携・ 相談支援セン タ ー長 堀 尾 芳 嗣 外来部長（ 兼）

薬 物 療 法 部 長 室 圭 緩和ケ ア セ ン タ ー長 小 森 康 永 緩和ケア部長（ 兼）

臨 床 検 査 部 長 谷田部　 　 　 恭 遺伝子病理診断部長（ 兼）

遺伝子病理診断部長 谷田部　 　 　 恭 （ 研究所）

輸 血 部 長 木 下 朝 博 副院長（ 兼） 研 究 所 長 木　 下　 　 　 平 事務取扱

頭 頸 部 外 科 部 長 長谷川　 泰　 久 副院長（ 兼） 副 所 長 関 戸 好 孝

形 成 外 科 部 長 兵　 藤　 伊久夫 疫 学・ 予 防 部 長 田 中 英 夫

呼 吸 器 外 科 部 長 坂 尾 幸 則 腫 瘍 病 理 学 部 長 欠

乳 腺 科 部 長 岩 田 広 治 副院長（ 兼） 分 子 腫 瘍 学 部 長 関 戸 好 孝 副所長（ 兼）

消 化 器 外 科 部 長 清 水 泰 博 遺伝子医療研究部長 松　 尾　 恵太郎

整 形 外 科 部 長 筑　 紫　 　 　 聡 腫 瘍 免 疫 学 部 長 葛 島 清 隆

リ ハビリ テーショ ン部長 吉 田 雅 博 感 染 腫 瘍 学 部 長 小根山　 千　 歳

泌 尿 器 科 部 長 曽　 我　 倫久人 分 子 病 態 学 部 長 青 木 正 博

婦 人 科 部 長 水 野 美 香 腫 瘍 医 化 学 部 長 稲 垣 昌 樹
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　 職員の年度別定員数及び現員数の変遷は次のと おり である 。

職　 種　 別　 職　 員　 定　 員　 数

職　 種

部　 門 総　 　 　 数 運用部 病　 　 　 院 研究所

年　 度
26

27 28
26

27 28
26

27 28
26

27 28
4 月 10月 4 月 10月 4 月 10月 4 月 10月

総 数 686 680 697 721 27 27 27 28 608 602 619 640 51 51 51 53

事 務 29 29 29 30 26 26 26 27 3 3 3 3

Ｍ Ｓ Ｗ 1 1 1 1 1 1 1 1

医 師 120 120 126 131 1 1 1 1 89 89 95 100 30 30 30 30

研 究 員 12 12 12 12 12 12 12 12

診 療 放 射 線 技 師 25 25 25 26 25 25 25 26

薬 剤 師 25 25 25 26 25 25 25 26

検 査 技 師 30 30 29 30 30 30 29 29 1

臨 床 工 学 技 士 1 1 3 3 1 1 3 3

理 学 療 法 士 2 2 2 4 2 2 2 4

言 語 聴 覚 士 0 0 0 1 1

看 護 師 402 396 400 412 402 396 400 412

看 護 助 手 3 3 3 3 3 3 3 3

給 食 関 係 職 員 19 19 19 18 19 19 19 18

病 歴 士 0 0 0 0

保 安 関 係 職 員 0 0 0 0

研 究 助 手 9 9 9 10 9 9 9 10

臨床試験コ ーディ ネータ ー 8 8 13 13 8 8 13 13

歯 科 衛 生 士 0 0 1 1 1 1

職　 員　 現　 員　 数

区　 　 　 分 26年度 27年度 28年度

総 数 653 652 686

指 定 職 1 1 1

行 政 職 （ 一 ） 47 48 48

医 療 職 （ 一 ） 84 82 92

医 療 職 （ 二 ） 90 94 97

医 療 職 （ 三 ） 393 391 411

研 究 職 38 36 37

※ 4 月 1 日時点の現員数。
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第 2 章　 管　 理　 業　 務

第 1節　 会計業務

第1 　 決算の概況

　 平成28年度の事業収益は201億8,906万円で、 前年度（ 182億9,999万円） に比べ18億8,907万円（ 10.3％） 増加し 、 事業費用は192億206

万円で、 前年度（ 177億604万円） に比べ、 14億9,602万円（ 8.4％） 増加と なっ ている 。

　 平成28年度は、 9 億8,700万円の純利益が発生し たが、 前年度純利益（ 5 億9,395万円） に比べ、 3 億9,305万円の増加と なっ ている 。

　 平成28年度末現在の累積欠損金は30億2,225万円で、 前年度末（ 40億926万円） に比べ、 24.62％の減少と なっ ている 。

損　 　 益　 　 計　 　 算　 　 書

科　 　 　 目
平成26年度 平成27年度 平成28年度

金　 　 　 　 　 額 金　 　 　 　 　 額 金　 　 　 　 　 額 前年度比 対前年度増減額

円 円 円 ％ 円

事業収益 17,165,299,091 18,299,986,505 20,189,060,456 110.3 1,889,073,951

　 医業収益 14,828,545,342 16,013,382,522 17,470,072,715 109.1 1,456,690,193

　 　 う ち一般会計負担金 919,425,000 1,022,213,000 1,077,384,000 105.4 55,171,000

　 医業外収益 2,336,753,749 2,286,603,983 2,718,987,741 118.9 432,383,758

　 　 う ち一般会計負担金 1,384,504,000 1,363,138,000 1,607,136,000 117.9 243,998,000

　 　 　 　 一般会計補助金 960,000 3,407,000 6,202,000 182.0 2,795,000

特別利益 0 0 0 ― 0

事業費用 20,380,962,272 17,706,041,066 19,202,057,984 108.4 1,496,016,918

　 医業費用 16,345,486,754 16,947,707,413 18,401,312,844 108.6 1,453,605,431

　 医業外費用 689,676,918 758,333,653 800,745,140 105.6 42,411,487

　 特別損失 3,345,798,600 0 0 ― 0

当年度純利益（ △純損失） △3,215,663,181 593,945,439 987,002,472 ― 393,057,033

貸　 　 借　 　 対　 　 照　 　 表

科　 　 　 目
平成26年度末 平成27年度末 平成28年度末

金　 　 　 　 　 額 金　 　 　 　 　 額 金　 　 　 　 　 額 前年度比 対前年度増減額

円 円 円 ％ 円

資産の部

　 固定資産 13,625,794,691 14,536,128,014 14,723,349,818 101.3 187,221,804

　 流動資産 3,068,655,600 2,945,535,672 3,381,652,988 114.8 436,117,316

　 繰延勘定 ― ― ― ― ―

資産合計 16,694,450,291 17,481,663,686 18,105,002,806 103.6 623,339,120

負債の部

　 固定負債 7,488,600,362 8,374,985,765 8,596,393,559 102.6 221,407,794

　 流動負債 3,356,434,598 3,382,499,463 4,123,210,822 121.9 740,711,359

　 繰延収益 1,513,178,580 1,424,996,268 1,326,180,786 93.1 △98,815,482

負債合計 12,358,213,540 13,182,481,496 14,045,785,167 106.5 863,303,671

資本の部

　 資本金 24,284,359,565 24,284,359,565 24,284,359,565 100.0 0

　 剰余金 1,620,372,010 5,080,000 5,080,000 100.0 0

　 欠損金 △6,218,494,824 △4,009,257,375 △3,022,254,903 75.4 987,002,472

　 病院間調整勘定 △15,350,000,000 △15,981,000,000 △17,207,967,023 107.7 △1,226,967,023

　 資本合計 4,336,236,751 4,299,182,190 4,059,217,639 94.4 △239,964,551

負債資本合計 16,694,450,291 17,481,663,686 18,105,002,806 103.6 623,339,120
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第 2 　 資本的収入・ 支出の概況

　 平成28年度の資本的収入は17億8,159万円であり 、 前年度（ 13億5,365万円） に比較し て 4 億2,794万円の増加と なっ ている 。 ま た、 資

本的支出は24億3,715万円であり 、 前年度（ 20億8,508万円） に比較し て 3 億5,207万円の増加と なっ ている 。

資本的収入及び支出

科　 　 　 目
平成26年度 平成27年度 平成28年度

金　 　 　 額 比率 金　 　 　 額 比率 金　 　 　 額 比率 対前年度増減額

円 ％ 円 ％ 円 ％ 円

資 本 的 収 入 1,067,940,481 100.0 1,353,653,080 100.0 1,781,593,584 100.0 427,940,504

企 業 債 613,000,000 57.4 864,000,000 63.8 1,113,000,000 62.5 249,000,000

他 会 計 負 担 金 439,783,000 41.2 448,175,000 33.1 653,791,000 36.7 205,616,000

他 会 計 補 助 金 0 0.0 30,000,000 2.2 0 0.0 △30,000,000

雑 収 入 15,157,481 1.4 11,478,080 0.8 14,802,584 0.8 3,324,504

資 本 的 支 出 1,818,781,562 100.0 2,085,077,751 100.0 2,437,153,682 100.0 352,075,931

建 設 改 良 費 92,155,500 5.1 43,737,750 2.1 355,428,000 14.6 311,690,250

資 産 購 入 費 870,990,739 47.9 1,169,719,751 56.1 1,079,633,667 44.3 △90,086,084

企 業 債 償 還 金 855,635,323 47.0 871,620,250 41.8 1,002,092,015 41.1 130,471,765

第 3 　 事業収益の概況

　 事業収益は、 医業収益と 医業外収益に分けら れる 。 医業収益の推移は、 平成26年度を100と し た場合、 平成27年度108.0、 平成28年度

117.8と なっ ている 。

　 なお、 医業外収益の大部分は一般会計負担金である 。

医　 　 業　 　 収　 　 益

科　 　 　 目
平成26年度 平成27年度 平成28年度

金　 　 　 　 　 額 割合 指数 金　 　 　 　 　 額 割合 指数 金　 　 　 　 　 額 割合 指数

円 ％ 円 ％ 円 ％

医 業 収 益 14,828,545,342 100.0 100.0 16,013,382,522 100.0 108.0 17,470,072,715 100.0 117.8

入 院 収 益 7,782,370,441 52.5 100.0 8,144,734,918 50.9 104.7 8,470,311,718 48.5 108.8

外 来 収 益 5,271,329,068 35.5 100.0 5,944,953,702 37.1 112.8 7,053,007,675 40.4 133.8

一 般 会 計 負 担 金 919,425,000 6.2 100.0 1,022,213,000 6.4 111.2 1,077,384,000 6.2 117.2

そ の 他 医 業 収 益 855,420,833 5.8 100.0 901,480,902 5.6 105.4 869,369,322 5.0 101.6

（ 注）「 割合」 当該年度の医業収益に対する 割合

　 　  「 指数」 収益ご と に平成26年度の金額を 100と し た割合の値
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診療報酬額診療行為別割合

区　 　 　 　 分
入院患者

区　 　 　 　 分
外来患者

26年度 27年度 28年度 26年度 27年度 28年度

% % % % % %

総 　 　 　 　 数 100.0 100.0 100.0 総 　 　 　 　 数 100.0 100.0 100.0

入　 　 院　 　 料 55.8 54.0 55.3 初 診 料 0.2 0.2 0.1

投　 　 薬　 　 料 1.3 1.4 1.2 再 診 料 1.2 1.1 0.9

注　 　 射　 　 料 4.4 5.4 3.9 投 薬 料 13.8 14.5 13.7

処置及び手術料 29.9 30.5 31.2 注 射 料 59.1 60.4 65.8

検　 　 査　 　 料 1.5 1.6 1.4 処置及び手術料 1.0 0.9 0.7

放　 射　 線　 料 3.6 3.5 3.4 検 査 料 9.5 8.9 7.5

食 事 療 法 費 2.3 2.4 2.3 放 射 線 料 11.6 10.8 8.7

そ の 他 1.2 1.2 1.3 そ の 他 3.6 3.2 2.6

第 4 　 事業費用の概況

　 事業費用は、 医業費用と 医業外費用に分けら れる 。

　 事業費用のほと んど は医業費用であり 、 その大部分は給与費及び材料費である 。 医業費用の推移は、 平成26年度を 100と し た場合、

平成27年度103.7％、 平成28年度112.6％と なっている 。

医　 　 業　 　 費　 　 用

科　 　 　 目
平成26年度 平成27年度 平成28年度

金　 　 額 割合 指数 金　 　 額 割合 指数 金　 　 額 割合 指数

円 ％ 円 ％ 円 ％

医 業 費 用 16,345,486,754 100.0 100.0 16,947,707,413 100.0 103.7 18,401,312,844 100.0 112.6

給 与 費 7,232,430,799 44.2 100.0 7,488,278,561 44.2 103.5 7,669,260,488 41.7 106.0

材 料 費 5,219,203,958 31.9 100.0 5,816,123,173 34.3 111.4 7,037,322,546 38.2 134.8

経 費 2,002,136,694 12.2 100.0 1,926,692,256 11.4 96.2 1,890,708,141 10.3 94.4

減 価 償 却 費 1,450,151,691 8.8 100.0 1,332,432,519 7.8 91.9 1,299,896,670 7.1 89.6

資 産 減 耗 費 65,587,603 0.4 100.0 37,667,113 0.2223 57.4 105,886,707 0.6 161.4

研 究 研 修 費 375,976,009 2.3 100.0 346,513,791 2.0 92.2 398,238,292 2.2 105.9

（ 注）「 割合」 当該年度の医業費用に対する 割合

　 　  「 指数」 費用ごと に平成26年度の金額を100と し た割合の値
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第 5 　 経営分析

　 総収支比率は105.1％で、 前年度（ 103.4％） に比べ1.7ポイ ント 高く なっ ている 。

　 ま た、 医業収支比率は94.9％で前年度（ 94.5％） に比べ0.4ポイ ント 高く なっ ている 。

財　 務　 分　 析　 表

区　 　 分 計　 　 算　 　 式 26年度 27年度 28年度

損
益
関
係
比
率

総 収 支 比 率（ ％）
総収益（ ＝医業収益＋医業外収益＋特別利益）

×100
総費用（ ＝医業費用＋医業外費用＋特別損失）

84.2 103.4 105.1

経 常 収 支 比 率（ ％）
経常収益（ ＝医業収益＋医業外収益）

×100
経常費用（ ＝医業費用＋医業外費用）

107.6 103.4 105.1

医 業 収 支 比 率（ ％）
医業収益 

×100
医業費用

90.7 94.5 94.9

資
産
及
び
資
本
構
成
比
率

固 定 資 産 構 成 比 率（ ％）
固定資産 

×100
 総資産

81.6 83.2 81.3

固 定 負 債 構 成 比 率（ ％）
固定負債＋借入資本金 

×100
　 　 負債資本合計

44.9 47.9 47.5

自 己 資 本 構 成 比 率（ ％）
自己資本（ ＝資本金＋剰余金－欠損金＋評価差額等+ 繰延収益）

×100
　 　 　 　 　 　 　 　 　 総資本（ ＝負債＋資本）

117.9 124.2 124.8

固定資産対長期資本比率（ ％）
　 　  固定資産　 　 　

×100
自己資本＋固定負債

111.8 114.7 116.3

固 定 比 率（ ％）
固定資産 

×100
自己資本

69.2 67.0 65.2

流 動 比 率（ ％）
流動資産 

×100
流動負債

91.4 87.1 82.0

回
　
転

　
率

自 己 資 本 回 転 率（ 回）
　 　 　 　 　 　 　 医業収益

（ 期首自己資本＋期末自己資本） × 1 / 2
0.75 0.75 0.79

固 定 資 産 回 転 率（ 回）
　 　 　 　 　 　 　 医業収益

（ 期首固定資産＋期末固定資産） × 1 / 2
1.00 1.14 1.19

減 価 償 却 率（ ％）
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 当年度減価償却費　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

×100
有形固定資産＋無形固定資産－土地－建設仮勘定＋当年度減価償却費

9.90 8.57 8.30

流 動 資 産 回 転 率（ 回）
　 　 　 　 　 　 　 医業収益

（ 期首流動資産＋期末流動資産） × 1 / 2
4.78 5.33 5.52

未 収 金 回 転 率（ 回）
　 　 　 　 　 　 医業収益

（ 期首未収金＋期末未収金） × 1 / 2
6.94 6.49 6.40
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第 2節　 図書室等の業務

第1 　 図書室の業務

　 図書室は、 毎年専門雑誌、 専門図書等の整備を図っ ている 。

　 なお、 図書室は管理規程に基づき 、 職員以外の者（ 悪性新生物に関する 調査研究を し よ う と する 者） の利用にも 供し ており 、 蔵書状

況は次表のと おり である 。

図書蔵書状況（ 受入数－除籍累計＝総数）

種　 類

年　 度
受入数

単　 　 行　 　 本 専　 門　 雑　 誌

洋 和 洋 和

昭  和  40  ～  平  成  25  年  度 70,561 11,865 18,772 28,353 11,571

平成26年度 1,058 30 742 38 248

平成27年度 980 41 643 9 287

平成28年度 1,073 56 736 17 264

除 　 籍 　 累 　 計 13,541 3,265 3,945 4,764 1,567

総 　 　 　 　 　 数 60,131 8,727 16,948 23,653 10,803

第 2 　 レジデント 業務

　 当センタ ーにおける 診療業務を 通じ 、 がん専門医を 養成する ため、 修得期間を 2 年と する 「 がんセンタ ー病院診療嘱託員（ レ ジデン

ト ） 制度」 を 昭和61年から 発足さ せた。

レ ジ デ ン ト 履修状況

区　 分 総　 数
消化器内科
コ ー ス

呼吸器内科
コ ー ス

腫瘍内科・
血 液 内 科
コ ー ス

頭頸部外科
コ ー ス

呼 吸 器 外
科・ 乳腺科
コ ー ス

消化器外科
コ ー ス

泌尿器・
婦人科・
整形外科・
形成外科
コ ー ス

放射線診断
コ ー ス

放射線治療
コ ー ス

麻 酔 科
コ ー ス

遺 伝 子
病理診断
コ ー ス

昭和61～
平成23年度

942 85 52 37 85 123 116 47 81 292 2 22

24年度 42 5 1 8 6 8 6 2 2 1 ― 3

25年度 50 6 2 10 8 10 6 2 2 2 ― 2

26年度 53 7 3 8 6 10 6 4 2 5 ― 2

27年度 48 9 2 9 3 6 5 3 4 4 ― 3

28年度 55 10 4 7 4 7 7 4 5 3 1 3

総　 数 1,190 122 64 79 112 164 146 62 96 307 3 35

（ 注） 呼吸器外科・ 乳腺科コ ース は、 平成22年度ま では胸部外科・ 乳腺科コ ース

第 3 　 リサーチレジデント 業務

　 当センタ ーにおける 研究業務を 通じ 、がん専門職員を 養成する ため、修得期間を 2 年と する 「 がんセンタ ー研究所研究嘱託員（ リ サー

チレ ジデント ） 制度」 を平成13年度から 発足さ せた。

リ サー チ レ ジ デン ト 履修状況

区　 分 総　 数
疫学・ 予防
学コ ース

腫瘍病理学
コ ース

分子腫瘍学
コ ース

遺伝子医療
研究コ ース

腫瘍免疫学
コ ース

分子病態学
コ ース

感染腫瘍学
コ ース

腫瘍医化学
コ ース

臨床研究
基礎コ ース

平成13～

平成23年度
94 7 11 6 11 11 9 16 16 7

24年度 11 2 1 3 1 2 ― 1 1 ―

25年度 16 2 1 4 2 2 1 1 3 ―

26年度 16 2 2 4 1 2 2 ― 3 ―

27年度 12 2 ― 2 2 2 1 ― 3 ―

28年度 10 2 ― 3 1 ― 2 ― 2 ―

総　 数 159 17 15 22 18 19 15 18 28 7

（ 注） 感染腫瘍学コ ース は、 平成25年度ま では腫瘍ウ イ ルス コ ース

　 　  腫瘍医化学コ ース は、 平成25年度ま では発がん制御研究コ ース
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第 4 　 医療技術者専門研修業務

　 がん専門職員の不足が、 がん対策推進のあい路と なっており 、 こ れを 解消する ため医療技術者の研修を 実施する こ と と し 、 昭和41年

度から 本格化し た。 研修の種類と し て当初、 厚生省の委託を 受けて行う 委託研修、 希望に応じ て随時行う 任意研修、 当センタ ーの計画

に基づいて行う 計画研修の 3 種類があったが、 委託研修が昭和52年で終了し 、 現在は、 任意研修、 計画研修の 2 本立てである 。

　 なお、 研修希望者は、 国内に限ら ず、 東南アジアを 始め欧米各国に及んでいる 。

研　 修　 実　 施　 状　 況

区　 　 　 　 分 総数
41～ 

17年度
18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

総　 　 　 　 数 5,623 4,554 147 124 135 108 87 81 81 86 78 74 68

委
託
研
修
（
終
了
）

総 数 496 496 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

医 師 169 169 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

診 療 放 射 線 技 師 114 114 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

臨床（ 衛生） 検査技師 71 71 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

看 護 師 142 142 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

計
画
研
修

総 数 226 206 2 1 3 3 2 1 1 2 1 2 2

医 師 141 141 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

診 療 放 射 線 技 師 13 13 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

臨床（ 衛生） 検査技 師 72 52 2 1 3 3 2 1 1 2 1 2 2

任
　
意

　
研

　
修

総 数 4,901 3,852 145 123 132 105 85 80 80 84 77 72 66

医　 　 師　（ 病　 院 ） 2,165 1,817 26 26 48 42 34 24 29 42 39 20 18

医　 　 師　（ 研 究 所 ） 998 762 41 37 15 17 17 22 22 22 15 10 18

診療放射線技師（ 病　 院） 98 87 3 3 ― 1 ― 1 ― ― 1 1 1

診療放射線技師（ 研究所） 1 1 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

臨床（ 衛生）検査技師（ 病院） 393 334 13 9 10 5 3 3 6 2 ― 4 4

臨床（ 衛生）検査技師（ 研究所） 81 63 4 3 3 3 1 ― ― ― 2 1 1

看 　 護 　 師 182 143 ― 4 4 3 1 3 4 2 2 16 ―

研 究 員（ 病 　 院 ） 25 20 ― ― ― ― ― ― ― ― ― 4 1

研 究 員（ 研 究 所 ） 100 86 ― ― ― ― ― ― ― ― ― 5 9

そ の 他（ 運 用 部 ） 5 5 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

そ の 他（ 病 　 院 ） 291 156 28 20 35 14 12 13 6 1 2 1 3

そ の 他（ 研 究 所 ） 562 378 30 21 17 20 17 14 13 15 16 10 11

第 5 　 知識普及業務

　 がんの予防啓発や知識の普及について、 新聞・ テレ ビ 等報道機関に対し 、 取材協力や資料提供等を 通し て行う と と も に、 各種団体・

個人から の依頼に基づき 施設見学への対応、 WEB・ 広報誌を通じ た情報発信等、 幅広く 行っている 。

　 一般県民を 対象と し た「 がんセン タ ー公開講座」 を 毎年開催し ており 、 平成28年度は市内の会場を 中心に 5 回開催し 、 延べ762名の

受講者があっ た（ 愛知病院でも 開催）。

　 研究所では、 5 月14日に、 所内見学や機器の説明など 、 ど のよ う な研究をし ている かを 見学する 「 研究所見学ツ アー」 を 開催し 、 29

名が参加し た。 ま た、 8 月 3 日には高校生を 対象と し た「 基礎実験体験講座」 を開催し 、 12名が参加をし て細胞ががん化する 時に起こ

る 形態の変化や様子を 、 実験を 通し て体験し た。
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第 6 　 がん患者登録及び追跡調査業務

　 当センタ ーで受診し た全てのがん患者の登録を行い、 毎年12月に登録患者の追跡調査を 行っ ている 。

　 なお、 平成27年ま での年次別患者登録数及び平成27年12月の追跡調査結果のあら ま し は、 次表のと おり である 。

年次別・ 部位別がん患者数（ 男女計） 1964－2015 ※　 平成 8 年ま では、 ICD 9 によ る 集計

がんの部位

区分

（ ICD10）

全部位
食道 
がん

胃がん
結腸 
がん

直腸 
がん

肝臓 
がん

頭頸部
のがん

肺がん
乳房 
がん

子宮 
がん

泌尿器
のがん

甲状腺
がん

悪性 
リ ンパ腫

白血病
その他
のがん

（ C00～D09） （ C15） （ C16） （ C18） （ C19～C21） （ C22）
（ C00～C14
C30～C32）

（ C33,C34） （ C50）
（ C53～C55 

C58）
（ C60～C68） （ C73）

（ C82,C84, 
C85,C96）

（ C91～C95）

昭和39年（ 1964） 65 2 18 0 2 0 11 5 10 10 2 0 0 0 5

昭和40年（ 1965） 1,437 43 506 20 58 16 109 99 167 245 19 13 15 19 108

昭和41年（ 1966） 1,606 51 549 28 68 20 145 101 207 257 19 19 23 17 102

昭和42年（ 1967） 1,525 40 525 32 62 25 136 114 156 263 24 13 21 12 102

昭和43年（ 1968） 1,485 36 448 25 49 23 125 115 191 291 23 21 23 20 95

昭和44年（ 1969） 1,572 42 488 20 68 21 131 120 203 287 19 22 26 10 115

昭和45年（ 1970） 1,566 48 437 36 62 27 124 124 222 287 21 20 21 23 114

昭和46年（ 1971） 1,639 45 438 32 59 37 149 125 228 303 21 30 26 12 134

昭和47年（ 1972） 1,659 46 427 40 70 30 155 152 242 297 20 19 29 17 115

昭和48年（ 1973） 1,494 41 390 32 73 28 116 132 190 282 12 26 31 13 128

昭和49年（ 1974） 1,366 54 348 36 61 9 114 121 225 222 14 25 29 9 99

昭和50年（ 1975） 1,427 38 375 42 65 13 100 133 214 243 9 28 35 19 113

昭和51年（ 1976） 1,330 39 353 32 92 25 66 119 205 236 12 18 36 2 95

昭和52年（ 1977） 1,286 37 327 49 85 14 62 111 201 215 8 20 24 15 118

昭和53年（ 1978） 1,400 53 347 44 76 15 70 134 232 212 15 24 23 9 146

昭和54年（ 1979） 1,370 37 339 54 49 28 84 132 243 197 12 25 39 9 122

昭和55年（ 1980） 1,386 48 335 56 72 23 68 136 290 165 15 27 31 14 106

昭和56年（ 1981） 1,371 43 327 48 73 32 51 144 304 162 16 22 31 11 107

昭和57年（ 1982） 1,353 35 297 50 70 27 69 154 320 172 10 15 30 13 91

昭和58年（ 1983） 1,420 50 301 78 86 26 72 156 300 162 12 19 38 13 107

昭和59年（ 1984） 1,378 42 309 74 69 27 65 141 333 135 7 15 32 16 113

昭和60年（ 1985） 1,515 37 303 79 78 38 88 159 370 142 15 19 53 3 131

昭和61年（ 1986） 1,440 39 323 61 75 43 68 135 336 152 9 22 54 6 117

昭和62年（ 1987） 1,424 34 278 77 75 35 76 161 341 142 15 20 38 11 121

昭和63年（ 1988） 1,456 39 283 111 61 30 86 166 352 148 6 20 40 11 103

平成元年（ 1989） 1,287 33 277 68 55 32 86 157 275 141 7 28 34 10 84

平成 2 年（ 1990） 1,317 39 252 85 75 46 98 131 247 154 9 31 40 7 103

平成 3 年（ 1991） 1,298 39 225 100 73 40 67 141 283 168 6 22 36 10 88

平成 4 年（ 1992） 1,436 53 242 100 66 36 100 173 289 178 13 42 30 6 108

平成 5 年（ 1993） 1,547 52 278 128 79 66 93 190 318 145 14 28 44 9 103

平成 6 年（ 1994） 1,593 62 289 116 90 47 104 191 324 156 27 25 46 5 111

平成 7 年（ 1995） 1,545 53 260 124 79 51 115 188 306 107 65 25 42 4 126

平成 8 年（ 1996） 1,552 56 211 103 72 56 130 208 308 107 87 31 47 8 128

平成 9 年（ 1997） 1,683 48 247 115 69 66 152 227 318 134 73 27 42 12 153

平成10年（ 1998） 1,804 63 284 129 72 73 139 257 310 151 75 32 54 7 158

平成11年（ 1999） 1,888 72 260 103 86 65 144 288 382 115 83 31 50 11 198

平成12年（ 2000） 1,900 71 260 123 64 60 181 273 340 141 80 30 65 13 199

平成13年（ 2001） 2,066 121 261 140 103 59 170 309 350 162 82 44 61 11 193

平成14年（ 2002） 2,214 120 274 152 114 63 213 335 346 148 111 47 66 10 215

平成15年（ 2003） 2,285 124 275 161 117 61 207 326 324 159 145 50 78 8 250

平成16年（ 2004） 2,382 137 307 161 115 65 223 316 330 184 143 54 55 7 285

平成17年（ 2005） 2,624 163 330 171 169 81 236 347 375 196 134 45 65 10 302

平成18年（ 2006） 2,746 165 366 189 172 67 189 365 426 203 170 67 64 13 290

平成19年（ 2007） 2,771 175 356 174 181 75 216 358 412 173 174 66 44 17 350

平成20年（ 2008） 2,625 149 359 167 159 51 174 305 423 199 171 54 34 13 367

平成21年（ 2009） 2,947 165 317 165 161 85 263 401 432 263 228 53 36 21 357

平成22年（ 2010） 3,024 180 350 191 166 98 226 415 454 244 224 53 33 12 378

平成23年（ 2011） 3,020 180 326 172 156 77 261 411 494 208 226 58 38 15 398

平成24年（ 2012） 3,031 212 354 173 179 63 268 360 507 227 189 49 28 10 412

平成25年（ 2013） 3,020 186 328 179 157 65 294 385 532 218 184 59 29 15 389

平成26年（ 2014） 2,896 200 268 171 157 69 264 451 499 200 166 54 10 5 382

平成27年（ 2015） 2,860 158 310 174 178 62 266 442 450 160 179 46 2 4 429

合　 計 94,331 4,095 16,937 4,990 4,822 2,291 7,219 11,139 16,136 9,868 3,420 1,653 1,921 577 9,263



─ 20 ─

年次別・ 部位別がん患者割合（ ％）（ 男女計） 1964－2015 ※　 平成 8 年ま では、 ICD 9 によ る 集計

がんの部位

区分

（ ICD10）

全部位
食道 
がん

胃がん
結腸 
がん

直腸 
がん

肝臓 
がん

頭頸部
のがん

肺がん
乳房 
がん

子宮 
がん

泌尿器
のがん

甲状腺
がん

悪性 
リ ンパ腫

白血病
その他
のがん

（ C00～D09） （ C15） （ C16） （ C18） （ C19～C21） （ C22）
（ C00～C14
C30～C32）

（ C33,C34） （ C50）
（ C53～C55

C58）
（ C60～C68） （ C73）

（ C82,C84,
C85,C96）

（ C91～C95）

昭和39年（ 1964） 100.0 3.1 27.6 0.0 3.1 0.0 16.9 7.7 15.4 15.4 3.1 0.0 0.0 0.0 7.7

昭和40年（ 1965） 100.0 3.0 35.3 1.4 4.0 1.1 7.6 6.9 11.6 17.1 1.3 0.9 1.0 1.3 7.5

昭和41年（ 1966） 100.0 3.2 34.2 1.7 4.2 1.2 9.0 6.3 12.9 16.0 1.2 1.2 1.4 1.1 6.4

昭和42年（ 1967） 100.0 2.6 34.4 2.1 4.1 1.6 8.9 7.5 10.2 17.2 1.6 0.9 1.4 0.8 6.7

昭和43年（ 1968） 100.0 2.4 30.2 1.7 3.3 1.5 8.5 7.8 12.9 19.6 1.5 1.4 1.5 1.3 6.4

昭和44年（ 1969） 100.0 2.7 31.1 1.3 4.3 1.3 8.3 7.6 12.9 18.3 1.2 1.4 1.7 0.6 7.3

昭和45年（ 1970） 100.0 3.1 27.9 2.3 4.0 1.7 7.9 7.9 14.2 18.3 1.3 1.3 1.3 1.5 7.3

昭和46年（ 1971） 100.0 2.7 26.7 2.0 3.6 2.3 9.1 7.6 13.9 18.5 1.3 1.8 1.6 0.7 8.2

昭和47年（ 1972） 100.0 2.8 25.8 2.4 4.2 1.8 9.3 9.2 14.6 18.0 1.2 1.1 1.7 1.0 6.9

昭和48年（ 1973） 100.0 2.7 26.1 2.1 4.9 1.9 7.8 8.8 12.7 18.9 0.8 1.7 2.1 0.9 8.6

昭和49年（ 1974） 100.0 4.0 25.4 2.6 4.5 0.7 8.3 8.9 16.5 16.3 1.0 1.8 2.1 0.7 7.2

昭和50年（ 1975） 100.0 2.7 26.3 2.9 4.6 0.9 7.0 9.3 15.0 17.0 0.6 2.0 2.5 1.3 7.9

昭和51年（ 1976） 100.0 2.9 26.6 2.4 6.9 1.9 5.0 8.9 15.4 17.7 0.9 1.4 2.7 0.2 7.1

昭和52年（ 1977） 100.0 2.9 25.4 3.8 6.6 1.1 4.8 8.6 15.6 16.7 0.6 1.6 1.9 1.2 9.2

昭和53年（ 1978） 100.0 3.8 24.8 3.1 5.4 1.1 5.0 9.6 16.6 15.2 1.1 1.7 1.6 0.6 10.4

昭和54年（ 1979） 100.0 2.7 24.8 3.9 3.6 2.0 6.1 9.6 17.8 14.4 0.9 1.8 2.8 0.7 8.9

昭和55年（ 1980） 100.0 3.5 24.2 4.0 5.2 1.7 4.9 9.8 21.0 11.9 1.1 1.9 2.2 1.0 7.6

昭和56年（ 1981） 100.0 3.1 23.9 3.5 5.3 2.3 3.7 10.5 22.2 11.8 1.2 1.6 2.3 0.8 7.8

昭和57年（ 1982） 100.0 2.6 22.0 3.7 5.2 2.0 5.1 11.4 23.6 12.7 0.7 1.1 2.2 1.0 6.7

昭和58年（ 1983） 100.0 3.5 21.2 5.5 6.1 1.8 5.1 11.0 21.2 11.4 0.8 1.3 2.7 0.9 7.5

昭和59年（ 1984） 100.0 3.0 22.4 5.4 5.0 2.0 4.7 10.2 24.2 9.8 0.5 1.1 2.3 1.2 8.2

昭和60年（ 1985） 100.0 2.4 20.0 5.2 5.1 2.5 5.8 10.5 24.5 9.4 1.0 1.3 3.5 0.2 8.6

昭和61年（ 1986） 100.0 2.7 22.4 4.2 5.2 3.0 4.7 9.4 23.4 10.6 0.6 1.5 3.8 0.4 8.1

昭和62年（ 1987） 100.0 2.4 19.5 5.4 5.3 2.5 5.3 11.3 23.9 9.9 1.1 1.4 2.7 0.8 8.5

昭和63年（ 1988） 100.0 2.7 19.4 7.6 4.2 2.1 5.9 11.4 24.1 10.2 0.4 1.4 2.7 0.8 7.1

平成元年（ 1989） 100.0 2.6 21.5 5.3 4.3 2.5 6.7 12.2 21.3 11.0 0.5 2.2 2.6 0.8 6.5

平成 2 年（ 1990） 100.0 3.0 19.1 6.5 5.7 3.5 7.4 9.9 18.8 11.7 0.7 2.4 3.0 0.5 7.8

平成 3 年（ 1991） 100.0 3.0 17.3 7.7 5.6 3.1 5.2 10.8 21.8 12.9 0.5 1.7 2.8 0.8 6.8

平成 4 年（ 1992） 100.0 3.7 16.9 7.0 4.6 2.5 7.0 12.0 20.1 12.4 0.9 2.9 2.1 0.4 7.5

平成 5 年（ 1993） 100.0 3.4 18.0 8.3 5.1 4.3 6.0 12.3 20.5 9.3 0.9 1.8 2.8 0.6 6.7

平成 6 年（ 1994） 100.0 3.9 18.1 7.3 5.6 3.0 6.5 12.0 20.3 9.8 1.7 1.6 2.9 0.3 7.0

平成 7 年（ 1995） 100.0 3.4 16.8 8.0 5.1 3.3 7.4 12.2 19.9 6.9 4.2 1.6 2.7 0.3 8.2

平成 8 年（ 1996） 100.0 3.6 13.6 6.6 4.6 3.6 8.4 13.5 19.9 6.9 5.6 2.0 3.0 0.5 8.2

平成 9 年（ 1997） 100.0 2.9 14.7 6.8 4.1 3.9 9.0 13.5 18.9 8.0 4.3 1.6 2.5 0.7 9.1

平成10年（ 1998） 100.0 3.5 15.7 7.2 4.0 4.0 7.7 14.2 17.1 8.4 4.2 1.8 3.0 0.4 8.8

平成11年（ 1999） 100.0 3.8 13.8 5.5 4.6 3.4 7.6 15.3 20.2 6.1 4.4 1.6 2.6 0.6 10.5

平成12年（ 2000） 100.0 3.7 13.7 6.5 3.4 3.2 9.5 14.4 17.8 7.4 4.2 1.6 3.4 0.7 10.5

平成13年（ 2001） 100.0 5.9 12.6 6.8 5.0 2.9 8.2 15.0 16.9 7.8 4.0 2.1 3.0 0.5 9.3

平成14年（ 2002） 100.0 5.4 12.4 6.9 5.1 2.8 9.6 15.1 15.7 6.7 5.0 2.1 3.0 0.5 9.7

平成15年（ 2003） 100.0 5.4 12.0 7.0 5.1 2.7 9.1 14.3 14.2 7.0 6.3 2.2 3.4 0.4 10.9

平成16年（ 2004） 100.0 5.8 12.9 6.8 4.8 2.7 9.4 13.2 13.8 7.7 6.0 2.3 2.3 0.3 12.0

平成17年（ 2005） 100.0 6.2 12.6 6.5 6.4 3.1 9.0 13.2 14.3 7.5 5.1 1.7 2.5 0.4 11.5

平成18年（ 2006） 100.0 6.0 13.3 6.9 6.3 2.4 6.9 13.3 15.5 7.4 6.2 2.4 2.3 0.5 10.6

平成19年（ 2007） 100.0 6.3 12.8 6.3 6.5 2.7 7.8 13.0 14.9 6.2 6.3 2.4 1.6 0.6 12.6

平成20年（ 2008） 100.0 5.7 13.6 6.4 6.1 1.9 6.6 11.6 16.1 7.6 6.5 2.1 1.3 0.5 14.0

平成21年（ 2009） 100.0 5.6 10.8 5.6 5.5 2.9 8.9 13.6 14.7 8.9 7.7 1.8 1.2 0.7 12.1

平成22年（ 2010） 100.0 6.0 11.5 6.3 5.5 3.2 7.5 13.7 15.0 8.1 7.4 1.8 1.1 0.4 12.5

平成23年（ 2011） 100.0 6.0 10.8 5.7 5.2 2.5 8.6 13.6 16.3 6.9 7.5 1.9 1.3 0.5 13.2

平成24年（ 2012） 100.0 7.0 11.7 5.7 5.9 2.1 8.8 11.9 16.8 7.5 6.2 1.6 0.9 0.3 13.6

平成25年（ 2013） 100.0 6.2 10.9 5.9 5.2 2.2 9.7 12.7 17.6 7.2 6.1 2.0 1.0 0.5 12.8

平成26年（ 2014） 100.0 6.9 9.3 5.9 5.4 2.4 9.1 15.6 17.2 6.9 5.7 1.9 0.3 0.2 13.2

平成27年（ 2015） 100.0 5.5 10.8 6.1 6.2 2.2 9.3 15.5 15.7 5.6 6.3 1.6 0.1 0.1 15.0

合　 計 100.0 4.3 18.2 5.2 5.1 2.4 7.7 11.9 17.1 10.6 3.5 1.7 1.5 0.6 10.2
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登録（ 診断） 年次別がん患者の生存数（ 男女計）　 1964－2014

経　 過　 年　 数

登録（ 診断） 年 症例数 1 年経過 2 年経過 3 年経過 4 年経過 5 年経過 10年経過

昭 和 39 年（ 1964） 65 38 33 31 26 23 15

昭 和 40 年（ 1965） 1,437 800 637 572 541 508 414

昭 和 41 年（ 1966） 1,606 963 764 673 640 613 507

昭 和 42 年（ 1967） 1,525 914 708 619 576 551 444

昭 和 43 年（ 1968） 1,485 939 746 661 617 582 472

昭 和 44 年（ 1969） 1,572 981 789 698 631 594 503

昭 和 45 年（ 1970） 1,566 1,016 802 723 670 628 535

昭 和 46 年（ 1971） 1,639 1,049 850 768 701 642 536

昭 和 47 年（ 1972） 1,659 1,103 907 820 753 713 593

昭 和 48 年（ 1973） 1,494 1,007 841 745 704 664 558

昭 和 49 年（ 1974） 1,366 948 771 686 640 599 500

昭 和 50 年（ 1975） 1,427 963 776 704 659 634 553

昭 和 51 年（ 1976） 1,330 926 759 677 640 605 506

昭 和 52 年（ 1977） 1,286 906 736 677 630 599 521

昭 和 53 年（ 1978） 1,400 985 816 746 692 655 553

昭 和 54 年（ 1979） 1,370 994 828 754 706 674 580

昭 和 55 年（ 1980） 1,386 1,011 846 779 724 688 589

昭 和 56 年（ 1981） 1,371 1,021 861 779 741 696 588

昭 和 57 年（ 1982） 1,353 999 858 774 736 707 572

昭 和 58 年（ 1983） 1,420 1,058 890 806 741 707 600

昭 和 59 年（ 1984） 1,378 1,046 883 802 753 721 614

昭 和 60 年（ 1985） 1,515 1,198 1,024 923 858 828 711

昭 和 61 年（ 1986） 1,440 1,124 974 883 835 795 667

昭 和 62 年（ 1987） 1,424 1,127 969 881 805 767 650

昭 和 63 年（ 1988） 1,456 1,163 1,013 924 876 849 738

平 成 元 年（ 1989） 1,287 1,008 883 819 784 757 641

平 成 2  年（ 1990） 1,317 1,072 925 867 824 788 685

平 成 3  年（ 1991） 1,298 1,080 943 873 826 786 684

平 成 4  年（ 1992） 1,436 1,169 1,009 935 893 858 735

平 成 5  年（ 1993） 1,547 1,253 1,086 985 938 899 764

平 成 6  年（ 1994） 1,593 1,305 1,160 1,073 1,005 966 828

平 成 7  年（ 1995） 1,545 1,259 1,095 992 931 900 759

平 成 8  年（ 1996） 1,552 1,282 1,122 1,009 966 912 777

平 成 9  年（ 1997） 1,683 1,406 1,211 1,100 1,036 993 844

平 成 10 年（ 1998） 1,804 1,466 1,285 1,174 1,107 1,052 888

平 成 11 年（ 1999） 1,888 1,537 1,324 1,219 1,148 1,102 942

平 成 12 年（ 2000） 1,900 1,575 1,367 1,264 1,185 1,119 949

平 成 13 年（ 2001） 2,066 1,673 1,482 1,362 1,269 1,204 999

平 成 14 年（ 2002） 2,214 1,819 1,572 1,409 1,314 1,252 1,051

平 成 15 年（ 2003） 2,285 1,897 1,653 1,525 1,425 1,351 1,146

平 成 16 年（ 2004） 2,382 2,012 1,721 1,573 1,489 1,418 1,221

平 成 17 年（ 2005） 2,624 2,221 1,930 1,760 1,657 1,596 1,371

平 成 18 年（ 2006） 2,746 2,342 2,064 1,919 1,813 1,753 1,517

平 成 19 年（ 2007） 2,771 2,355 2,094 1,942 1,838 1,758

平 成 20 年（ 2008） 2,625 2,288 2,073 1,928 1,805 1,726

平 成 21 年（ 2009） 2,947 2,511 2,230 2,057 1,955 1,878

平 成 22 年（ 2010） 3,024 2,604 2,294 2,110 1,991 1,920

平 成 23 年（ 2011） 3,020 2,610 2,316 2,163 2,095 2,055

平 成 24 年（ 2012） 3,031 2,621 2,329 2,190 2,156

平 成 25 年（ 2013） 3,020 2,576 2,357 2,308

平 成 26 年（ 2014） 2,896 2,547 2,471
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登録（ 診断） 年次別がん患者の実測生存率（ ％）（ 男女計）　 1964－2014

経過年数

登録（ 診断） 年 1 年経過 2 年経過 3 年経過 4 年経過 5 年経過 10年経過

昭 和 39 年（ 1964） 58.5 50.8 47.7 40.0 35.4 23.1

昭 和 40 年（ 1965） 55.7 44.3 39.8 37.6 35.4 28.8

昭 和 41 年（ 1966） 60.0 47.6 41.9 39.9 38.2 31.6

昭 和 42 年（ 1967） 59.9 46.4 40.6 37.8 36.1 29.1

昭 和 43 年（ 1968） 63.2 50.2 44.5 41.5 39.2 31.8

昭 和 44 年（ 1969） 62.4 50.2 44.4 40.1 37.8 32.0

昭 和 45 年（ 1970） 64.9 51.2 46.2 42.8 40.1 34.2

昭 和 46 年（ 1971） 64.0 51.9 46.9 42.8 39.2 32.7

昭 和 47 年（ 1972） 66.5 54.7 49.4 45.4 43.0 35.7

昭 和 48 年（ 1973） 67.4 56.3 49.9 47.1 44.4 37.3

昭 和 49 年（ 1974） 69.4 56.4 50.2 46.9 43.9 36.6

昭 和 50 年（ 1975） 67.5 54.4 49.3 46.2 44.4 38.8

昭 和 51 年（ 1976） 69.6 57.1 50.9 48.1 45.5 38.0

昭 和 52 年（ 1977） 70.5 57.2 52.6 49.0 46.6 40.5

昭 和 53 年（ 1978） 70.4 58.3 53.3 49.4 46.8 39.5

昭 和 54 年（ 1979） 72.6 60.4 55.0 51.5 49.2 42.3

昭 和 55 年（ 1980） 72.9 61.0 56.2 52.2 49.6 42.5

昭 和 56 年（ 1981） 74.5 62.8 56.8 54.0 50.8 42.9

昭 和 57 年（ 1982） 73.8 63.4 57.2 54.4 52.3 42.3

昭 和 58 年（ 1983） 74.5 62.7 56.8 52.2 49.8 42.3

昭 和 59 年（ 1984） 75.9 64.1 58.2 54.6 52.3 44.6

昭 和 60 年（ 1985） 79.1 67.6 60.9 56.6 54.7 46.9

昭 和 61 年（ 1986） 78.1 67.6 61.3 58.0 55.2 46.3

昭 和 62 年（ 1987） 79.1 68.0 61.9 56.5 53.9 45.6

昭 和 63 年（ 1988） 79.9 69.6 63.5 60.2 58.3 50.7

平 成 元 年（ 1989） 78.3 68.6 63.6 60.9 58.8 49.8

平 成 2  年（ 1990） 81.4 70.2 65.8 62.6 59.8 52.0

平 成 3  年（ 1991） 83.2 72.7 67.3 63.6 60.6 52.7

平 成 4  年（ 1992） 81.4 70.3 65.1 62.2 59.7 51.2

平 成 5  年（ 1993） 81.0 70.2 63.7 60.6 58.1 49.4

平 成 6  年（ 1994） 81.9 72.8 67.4 63.1 60.6 52.0

平 成 7  年（ 1995） 81.5 70.9 64.2 60.3 58.3 49.1

平 成 8  年（ 1996） 82.6 72.3 65.0 62.2 58.8 50.1

平 成 9  年（ 1997） 83.5 72.0 65.4 61.6 59.0 50.1

平 成 10 年（ 1998） 81.3 71.2 65.1 61.4 58.3 49.2

平 成 11 年（ 1999） 81.4 70.1 64.6 60.8 58.4 49.9

平 成 12 年（ 2000） 82.9 71.9 66.5 62.4 58.9 49.9

平 成 13 年（ 2001） 81.0 71.7 65.9 61.4 58.3 48.4

平 成 14 年（ 2002） 82.2 71.0 63.6 59.3 56.5 47.5

平 成 15 年（ 2003） 83.0 72.3 66.7 62.4 59.1 50.2

平 成 16 年（ 2004） 84.5 72.3 66.0 62.5 59.5 51.3

平 成 17 年（ 2005） 84.6 73.6 67.1 63.1 60.8 52.2

平 成 18 年（ 2006） 85.3 75.2 69.9 66.0 63.8 55.2

平 成 19 年（ 2007） 85.0 75.6 70.1 66.3 63.4

平 成 20 年（ 2008） 87.2 79.0 73.4 68.8 65.8

平 成 21 年（ 2009） 85.2 75.7 69.8 66.3 63.7

平 成 22 年（ 2010） 86.1 75.9 69.8 65.8 63.5

平 成 23 年（ 2011） 86.4 76.7 71.6 69.4 68.0

平 成 24 年（ 2012） 86.5 76.8 72.3 71.1

平 成 25 年（ 2013） 85.3 78.0 76.4

平 成 26 年（ 2014） 87.9 85.3
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第 3 章　 病　 院　 業　 務

第 1節　 概　 要

　 当部門において、 がんの診断及び診察を 行う ため、 次の診療科を 置き 、 業務を行っ ている 。

　 ＜診療科目＞消化器内科、 呼吸器内科、 血液内科、 薬物療法内科、 臨床検査科、 病理診断科、 循環器内科、 頭頸部外科、 形成外科、

呼吸器外科、 乳腺科、 消化器外科、 整形外科、 泌尿器科、 皮膚科、 婦人科、 麻酔科、 放射線診断科、 放射線治療科、 脳

神経外科、 眼科、 歯科、 緩和ケア内科　 計23診療科

　 各診療科によ る 専門外来診療が主である が、 診断困難症例や原発不明がんが疑われる 症例の診断については、 原則と し て総合診断方

式、 すなわち初診医師の指示によ り 諸検査を行い、 検査終了後関係医師団によ る 総合診断を 行い、 その治療方針及び担当部を 決定し て

いる 。

第 2節　 診断、 治療及び社会復帰業務

第1 　 外来患者状況

　 新来患者は、 開院以来（ 昭和39年12月 1 日～平成29年 3 月31日） 435,045人と なり 、 性別比率は男38.1％、 女61.9％、 住所地別では、

愛知県80.6％（ こ のう ち名古屋市43.3％）、 愛知県以外では19.4％と なっ ている 。

外　 来　 患　 者　 状　 況

区　 　 分 平成26年度 平成27年度 平成28年度 昭和39年～平成28年度

新 来 患 者 数 5,279 5,240 5,404 435,045

外 来 患 者 延 数 141,149 138,798 139,270 6,304,393

実 外 来 診 療 日 数 244 243 243 14,137

1 日 平 均 患 者 数 578.5 571.2 573.1 445.9

平 均 通 院 回 数 26.7 26.5 25.8 14.5

新　 来　 患　 者　 数（ 性　 別）

区　 　 分
平成26年度 平成27年度 平成28年度 昭和39年～平成28年度

人数 ％ 人数 ％ 人数 ％ 人数 ％

総 　 　 数 5,279 100.0 5,240 100.0 5,404 100.0 435,045 100.0

男 2,391 45.3 2,440 46.6 2,478 45.9 165,878 38.1

女 2,888 54.7 2,800 53.4 2,926 54.1 269,167 61.9

新 来 患 者 住 所 地 別 割 合

区　 　 分 平成26年度 平成27年度 平成28年度 昭和39年～平成28年度

総 　 　 　 数 100.0 100.0 100.0 100.0

愛 　 知 　 県 72.5 74.0 74.1 80.6

（ 名 古 屋 市 ） （ 34.2） （ 36.9） （ 37.9） （ 43.3）

（ そ の 他 ） （ 38.3） （ 37.1） （ 36.2） （ 37.2）

岐 　 阜 　 県 11.3 10.6 9.8 9.2

三 　 重 　 県 10.4 10.8 11.0 6.7

静 　 岡 　 県 0.9 1.0 0.7 1.0

そ の 他 4.9 3.5 4.4 2.5
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第 2 　 入院患者状況

　 入院患者は、 開院以来（ 昭和39年12月21日～平成29年 3 月31日） 235,459人と なり 、 性別比率は男52.7％、 女47.3％、 住所地別では、

愛知県75.6％（ こ のう ち名古屋市38.0％）、 その他の府県24.4％と なっ ている 。

入 院 患 者 状 況

区　 　 　 分 平成26年度 平成27年度 平成28年度 昭和39年～平成28年度

入院患者数

総 　 数 9,508 10,143 10,643 ・

繰 　 越 327 368 354 ・

新 入 院 9,181 9,775 10,289 235,459

退院患者数

総 　 数 9,140 9,789 10,301 235,117

死 　 亡 372 370 346 18,405

そ の 他 8,768 9,419 9,955 216,712

入 院 患 者 延 数 135,983 141,559 140,407 6,958,524

1 日 平 均 患 者 数 372.6 386.8 384.7 ・

平 均 在 院 日 数 13.9 13.5 12.6 ・

病 床 利 用 率 78.8 81.8 81.3 ・

死 亡 率 4.1 3.8 3.4 ・

新 入 院 患 者 数 （ 性 別 ）

区　 　 　 分
平成26年度 平成27年度 平成28年度 昭和39年～平成28年度

人数 ％ 人数 ％ 人数 ％ 人数 ％

総 　 数 9,181 100.0 9,775 100.0 10,289 100.0 235,459 100.0

男 5,230 57.0 5,476 56.0 5,811 56.5 124,200 52.7

女 3,951 43.0 4,299 44.0 4,478 43.5 111,259 47.3

入 院 患 者 住 所 地 別 割 合

区　 　 　 分 平成26年度 平成27年度 平成28年度 昭和39～平成28年度

総 数 100.0 100.0 100.0 100.0

愛 知 県 73.7 72.7 73.5 75.8

（ 名 古 屋 市 ） （ 35.0） （ 33.4） （ 33.8） （ 38.0）

（ そ の 他 ） （ 38.7） （ 39.3） （ 39.7） （ 37.8）

岐 阜 県 11.0 11.6 11.0 10.7

三 重 県 11.1 11.0 11.7 9.0

静 岡 県 0.5 0.8 0.8 0.9

そ の 他 3.7 3.9 3.0 3.9

第 3 　 社会復帰業務

　 健康医療相談では、 一般予防に関する 資料を 配付し ている 。

　 ま た、 術後患者の社会生活を サポート する ために、 皮膚・ 排泄ケア認定看護師がス ト ーマ相談を 、 乳がん看護認定看護師がリ マンマ

相談を担当し ている 。 平成 6 年度から は医療ソ ーシャ ルワ ーカーが配置さ れ、 患者・ 家族の経済的、 心理社会的相談に対応し ている 。

ま た、平成19年度から は相談支援室を 開設、平成21年度には乳腺科外来に乳がん看護認定看護師が配置さ れ、手術前のオリ エンテーショ

ンを 乳がん患者全員に行う よ う になっ た。 ま た、 入院中に乳がん術後患者全員を対象に、 退院オリ エンテーショ ン をし ている こ と も あ

り 、 乳がん術後看護相談件数は減少し た。

　 毎週月曜日には、 日本喉頭摘出者団体連合会愛友会によ る 、 喉頭がん術後患者のための発声訓練指導が行われ、 約35名の患者が参加

し ている 。

区　 　 　 分
平成26年度 平成27年度 平成28年度

件　 数 1 月平均 件　 数 1 月平均 件　 数 1 月平均

人工肛門（ ス ト ーマ） 相談 268 22.3 245 20.4 434 36.1

乳 腺（ リ マ ン マ ） 相 談 412 34.3 381 31.8 420 35.0

乳 腺 看 護 相 談 11 0.9 11 0.9 10 0.8

医 療 社 会 福 祉 相 談 4,966 413.8 6,278 523.2 6,686 557.2

　 　 内訳　 　 電話相談 3,119 259.9 4,112 342.7 4,664 388.7

　 　 　 　 　 　 面接相談 1,847 153.9 2,166 180.5 2,022 168.5

乳 腺 相 談

乳 腺
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第 4 　 放射線診断及び治療業務

1 ． 診断業務

　 平成26年度を100と し た場合、 照射回数は27年度102.1、 28年度110.9、 アイ ソ ト ープ検査件数は、 27年度103.7､ 28年度108.3、 超音波

断層撮影件数は、 27年度113.4､ 28年度120.6と なっ ている 。

放 射 線 照 射 回 数 （ 診 断 ）

直接撮影・ 方法別取扱件数

区　 　 　 分
平成26年度 平成27年度 平成28年度

件　 数 1 日平均 件　 数 1 日平均 件　 数 1 日平均

総 数 46,564 190.8 47,533 195.6 51,630 212.5

単  純  撮  影 40,524 166.1 41,545 171.0 45,641 187.8

造  影  撮  影 4,528 18.6 4,423 18.2 4,707 19.4

特  殊  撮  影 1,512 6.2 1,565 6.4 1,282 5.3

ア イ ソ ト ー プ 検 査 件 数

区　 　 　 分
平成26年度 平成27年度 平成28年度

件　 数 1 日平均 件　 数 1 日平均 件　 数 1 日平均

総 数 845 3.5 876 3.6 916 3.8

シ ン チ ス キ ャ ン 507 2.1 524 2.2 589 2.4

セ ン チ ネ ル リ ン パ 333 1.4 303 1.2 296 1.2

動    態    計    測 5 0.0 49 0.2 31 0.1

超 音 波 断 層 撮 影 件 数

区　 　 　 分
平成26年度 平成27年度 平成28年度

件　 数 1 日平均 件　 数 1 日平均 件　 数 1 日平均

総 数 3,517 14.4 3,990 16.4 4,243 17.5

甲     状     腺 267 1.1 250 1.0 290 1.2

乳           腺 667 2.7 832 3.4 890 3.7

腹           部 2,133 8.7 2,350 9.7 2,506 10.3

そ の 他 450 1.8 558 2.3 557 2.3

2 ． 治療業務

　 平成26年度を 100と し た場合、 照射回数は27年度95.5、 28年度85.6と なっ ている 。

放 射 線 照 射 回 数 （ 治 療 ）

区　 　 　 分
平成26年度 平成27年度 平成28年度

件　 数 1 日平均 件　 数 1 日平均 件　 数 1 日平均

総 数 54,098 221.7 51,671 212.6 46,281 190.5

放射線

物　 質

R A L S 49 0.2 58 0.2 116 0.5

小 線 源 17 0.1 9 0.0 14 0.1

その他

リ ニ ア ッ ク 49,032 201.0 46,481 191.3 41,020 168.8

C T 1,843 4.4 1,091 4.5 1,016 4.2

M R I 3,872 15.9 4,000 16.5 4,080 16.8

シ ミ ュ レ ー タ 45 0.2 32 0.1 35 0.1
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第 5 　 検査業務

　 一般臨床検査においては、 平成26年度の総件数を 100と し た場合、 27年度は101.1、 28年度は104.8と なっている 。

一 般 臨 床 検 査 件 数

区　 　 　 分
平成26年度 平成27年度 平成28年度

件　 数 1 日平均 件　 数 1 日平均 件　 数 1 日平均

総 数 3,043,328 12,472.7 3,077,660 12,665.3 3,190,108 13,128.0

尿 検 査 26,452 108.4 28,808 118.6 29,664 122.1

糞 便 検 査 426 1.7 354 1.5 322 1.3

血 液 学 的 検 査 949,938 3,893.2 954,917 3,929.7 984,776 4,052.6

生 化 学 的 検 査 1,612,858 6,610.1 1,632,613 6,718.6 1,693,151 6,967.7

細 菌 学 的 検 査 23,213 95.1 21,140 87.0 22,830 94.0

血 清 学 的 検 査 223,968 917.9 230,735 949.5 240,817 991.0

病 理 組 織 検 査 8,629 35.4 8,954 36.8 9,420 38.8

癌 遺 伝 子 検 査 2,223 9.1 2,250 9.3 2,494 10.3

細 胞 学 的 検 査 7,347 30.1 7,227 29.7 8,452 34.8

そ の 他　 採 血 業 務 185,991 762.3 188,279 774.8 195,891 806.1

治験処理等 2,283 9.4 2,383 9.8 2,291 9.4

機 能 検 査 件 数

区　 　 　 分
平成26年度 平成27年度 平成28年度

件　 数 1 日平均 件　 数 1 日平均 件　 数 1 日平均

総 数 25,285 103.6 28,197 116.0 24,145 99.4

心 電 図 検 査 5,065 20.8 6,698 27.6 5,272 21.7

負 荷 心 電 図 検 査 2,038 8.4 2,073 8.5 2,255 9.3

ト レ ッ ド ミ ル 検 査 843 3.5 921 3.8 1,089 4.5

ホ ル タ ー 心電 図 検査 273 1.1 216 0.9 210 0.9

心 臓 超 音 波 検 査 2,789 11.4 2,971 12.2 3,158 13.0

肺 機 能 検 査 8,944 36.7 9,497 39.1 9,863 40.6

ピ ロ リ 菌呼気試験検査 162 0.7 133 0.5 125 0.5

聴 力 純 音 検 査 116 0.5 120 0.5 165 0.7

乳 腺 超 音 波 検 査 681 2.8 825 3.4 887 3.7

骨 塩 定 量 検 査 0 0.0 0 0.0 0 0.0

血 液 ガ ス 検 査 4,374 17.9 4,743 19.5 1,121 4.6

そ の 他 検 査 0 0.0 0 0.0 0 0.0

内 視 鏡 検 査 件 数

区　 　 　 分
平成26年度 平成27年度 平成28年度

件　 数 1 日平均 件　 数 1 日平均 件　 数 1 日平均

総 数 9,878 40.5 10,281 42.3 10,575 43.5

上 部 消 化 管 5,566 22.8 5,797 23.9 5,958 24.5

下 部 消 化 管 2,617 10.7 2,684 11.0 2,703 11.1

気 管 支 210 0.9 156 0.6 183 0.8

膵 胆 管 造 影（ ERCP） 476 2.0 491 2.0 494 2.0

超音波内視鏡（ EUS） 669 2.7 766 3.2 765 3.1

超音波内視鏡下穿刺生検

（ E U S － F N A ）
340 1.4 387 1.6 472 1.9



─ 27 ─

内 視 鏡 治 療 件 数

区　 　 　 分
平成26年度 平成27年度 平成28年度

件　 数 1 日平均 件　 数 1 日平均 件　 数 1 日平均

総 数 956 3.9 1,009 4.2 1,002 4.1

食 道 E M R 17 0.1 8 0.0 14 0.1

胃 　 E M R 4 0.0 3 0.0 2 0.0

大 腸EMR、 ポ リ ペ ク 289 1.2 300 1.2 325 1.3

食 道 E S D 59 0.2 52 0.2 71 0.3

胃 　 E S D 81 0.3 84 0.3 95 0.4

大 腸 E S D 57 0.2 56 0.2 55 0.2

食 道 狭 窄 拡 張 術 148 0.6 213 0.9 146 0.6

胆 道 ス テ ン ト 留 置 術 163 0.7 179 0.7 191 0.8

乳頭切開術、 胆道砕石術 138 0.6 114 0.6 103 0.4

第 6 　 手術業務

　 部位別手術件数は、 次表のと おり である 。

手 術 件 数 （ 部 位 別 ）

区　 　 分
平成26年度 平成27年度 平成28年度

件　 数 1 日平均 件　 数 1 日平均 件　 数 1 日平均

総 数 2,805 11.5 3,002 12.4 3,140 12.9

頭 頸 部 外 科 510 2.1 526 2.2 520 2.1

呼 吸 器 外 科 350 1.4 403 1.7 378 1.6

乳 腺 科 484 2.0 459 1.9 480 2.0

消 化 器 外 科 767 3.1 820 3.4 843 3.5

婦 人 科 271 1.1 260 1.1 285 1.2

泌 尿 器 科 169 0.7 168 0.7 216 0.9

整 形 外 科 141 0.6 237 1.0 278 1.1

形 成 外 科 107 0.4 115 0.5 117 0.5

そ の 他 6 0.0 14 0.1 23 0.1

※各年度、 手術室で実施し た手術件数で、 外来手術は含ま ない。

第 3節　 看護業務

　 病棟部門の勤務体制は、 平成21年度から 7 対 1 看護体制の 3 交代制を と り 、 一般病棟では 1 看護単位当たり 、 50床を担当する も の 7

単位、 49床を 担当する も の 1 単位、 30床を 担当する も の 1 単位、 25床を 担当する も の 2 単位から なる 。 特殊病棟では、 ICU病棟の 4 床

及びHCU等の病棟の17床を 担当する も の 1 単位と なっ ている 。 夜勤体制は、 平成24年度から 12時間夜勤の 2 交代制を 導入し 5 看護単

位が実施し ており 、 年度末には 4 看護単位（ 1 単位は 2 交代と 3 交代の混合） が試行をし ている 。

　 外来診療を 担当する 外来部門、 外来での化学療法を 担当する 化学療法センタ ー、 手術を 担当する 手術部門、 衛生材料・ 器具等の滅菌

業務を 担当する 中材部門がある 。

　 その他の部門と し て医療安全室、 地域医療連携/相談支援センタ ー、 緩和ケアセンタ ー、 専従の認定看護師を 配置し ている 。

　 看護職員の配置状況は次表のと おり である 。

看　 　 護　 　 体　 　 制

区　 　 分 平成26年度 平成27年度 平成28年度

看　 護　 単　 位　 数 16 16 16

配

置

状

況

総 数 398 401 409

病 棟 部 門 311 313 314

外 来 部 門 26 30 31

化 療 セ ン タ ー 20 17 18

手 術 部 門 26 29 29

中 材 部 門 1 1 1

そ の 他 14 11 13

職
　
種

総 数 398 401 409

看 護 師 395 398 406

看 護 助 手 3 3 3
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第 4節　 薬剤業務

　 平成26年から 平成28年ま での薬剤業務の状況は次表のと おり である 。

薬　 　 剤　 　 業　 　 務

区　 　 　 　 　 　 　 分
平成26年度 平成27年度 平成28年度

総　 数 1 日平均 総　 数 1 日平均 総　 数 1 日平均

処　 方

枚　 数

総 数 76,590 219.3 78,765 224.9 82,268 235.8

外 来 7,004 28.7 7,000 28.8 7,522 31.0

入 院 69,586 190.6 71,765 196.1 74,746 204.8

剤　 数

総 数 149,053 440.9 156,003 459.0 169,506 500.6

外 来 23,907 98.0 23,660 97.4 26,320 108.3

入 院 125,146 342.9 132,343 361.6 143,186 392.3

延剤数

総 数 1,232,441 3,914.9 1,284,571 4,067.1 1,365,204 4,309.0

外 来 396,171 1,623.7 403,050 1,658.6 413,523 1,701.7

入 院 836,270 2,291.2 881,521 2,408.5 951,681 2,607.3

治 験 処 方 枚 数

総 数 1,073 4.2 1,074 4.3 972 3.9

外 来 952 3.9 982 4.0 908 3.7

入 院 121 0.3 92 0.3 64 0.2

注　 射

枚　 数
（ 患者人数）

総 数 97,619 302.2 97,348 301.6 99,460 310.5

外 来 25,593 104.9 25,777 106.1 27,630 113.7

入 院 72,026 197.3 71,571 195.5 71,830 196.8

剤　 数

総 数 419,369 1,254.1 407,913 1,225.3 423,163 1,282.2

外 来 77,368 317.1 80,091 329.6 89,333 367.6

入 院 342,001 937.0 327,822 895.7 333,830 914.6

薬 剤 管 理 指 導 数
人 数 6,392 26.2 6,604 27.2 4,866 20.0

算定件数 8,257 33.8 8,397 34.6 6,390 26.3

外来患者指導
常用薬調査 人 数 4,042 16.6 5,107 21.0 5,254 21.6

窓 口 指 導 件 数 316 1.3 228 0.9 219 0.9

外 来 抗 が ん 剤
調 製 数 ＊ 1

調製件数（ 患者数） 15,446 63.3 15,782 64.9 17,020 70.0

調 製 本 数（ 剤 数 ） 26,846 110.0 26,419 108.7 28,639 117.9

外 来 抗 が ん 剤
（ 治 験 ）

調 製 数 ＊ 2

調製件数（ 患者数） 975 4.0 996 4.1 1,252 5.2

調 製 本 数（ 剤 数 ） 1,276 5.2 1,199 4.9 1,517 6.2

入 院 抗 が ん 剤

（ 治験を 含む）
調 製 数 ＊ 3

調製件数（ 患者数） 8,258 22.6 8,893 24.3 8,894 24.4

調 製 本 数（ 剤 数 ） 11,593 31.8 12,697 34.7 12,648 34.7

　 麻薬処方せん枚数 7,846 21.5 8,032 21.9 8,875 24.3

　 麻薬注射せん枚数 18,534 50.8 19,416 53.0 18,409 50.4

　 Ｔ Ｄ Ｍ実施件数 163 0.4 142 0.4 135 0.4

 ＊ 1 　 外来患者指導関連は、 調剤科窓口で薬剤師が実施し た分のみを 計上

 ＊ 2 　 外来抗がん剤調製数は、 薬剤師が調製し た分のみを 計上

 ＊ 3 　 外来抗がん剤調製数（ 治験） は、 薬剤師が調製し た分のみを計上（ ＊ 2 の外数）

 ＊ 4 　 入院抗がん剤調製数（ 治験を含む） は、 薬剤師が調製し た分のみを 計上

 ＊ 5 　「 1 日平均」 の欄は、 外来は診療日数、 入院及び入院が含ま れる も のは年間日数で除し た数値と し 、 総数は外来の 1 日平均と 入

院の 1 日平均を 合算し た数値。
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第 5節　 給食業務

　 平成24年度から 平成28年度ま での患者給食の状況は、 次表のと おり である 。

患 者 給 食 実 施 状 況

区　 　 　 分 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

入　 院　 患　 者　 延　 数 149,650 144,191 135,983 141,559 140,407

給　 食　 数

（ 配膳延食数）

総 　 数 301,545 287,760 274,200 288,334 291,474

一 般 食 276,670 261,011 240,388 256,580 266,845

特 別 食 24,875 26,749 33,812 31,754 24,629

第 6節　 輸血部管理業務

　 平成26年度から 平成28年度ま での輸血部管理業務は、 次表のと おり である 。

輸　 　 血　 　 状　 　 況

1 ． 血液使用量  （ 単位： 単位）

区　 　 　 分
平成26年度 平成27年度 平成28年度

総　 数 月平均 総　 数 月平均 総　 数 月平均

自 己 血 液 434 36.2 216 18.0 124 10.3

全 血 液 0 0 0 0 0 0

赤 血 球 液 4,520 376.7 4,332 361.0 4,342 361.8

他 の 赤 血 球 製 剤 34 2.8 0 0 0 0

凍 結 血 漿 940 78.3 902 75.2 1,046 87

血 小 板 10,505 875.4 8,315 692.9 9,660 805.0

2 ． 検査件数  （ 単位： 件）

区　 　 　 分
平成26年度 平成27年度 平成28年度

総　 数 月平均 総　 数 月平均 総　 数 月平均

ク ロ ス マ ッ チ 2,722 226.8 2,488 207.3 2,343 195.3

血 液 型 （ A B O ） 6,982 581.8 7,155 596.3 7,472 622.7

Ｒ Ｈ 因 子 6,982 581.8 7,155 596.3 7,472 622.7

間 接 ク ー ム ス 試 験 3,051 254.3 3,144 262.0 3,316 276.3

抗 体 ス ク リ ー ニ ン グ 6,332 527.7 6,518 543.2 7,059 588.3

直 接 ク ー ム ス 試 験 20 1.7 23 1.9 28 2.3

（ 注）　 ・ 全血液製剤は血液200m lを 1 単位、 成分製剤は血液200m lを由来する 成分を 1 単位と する 。

　 　 　 ・ 血液型（ A BO）、 RH因子、 間接ク ームス 試験については平成25年度よ り 集計方法を変更し た。

　 　 　 ・ 他の赤血球製剤： 解凍赤血球、 洗浄赤血球等
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第 4 章　 研　 究　 業　 務

第 1節　 概　 　 要

　 当がんセンタ ーにおいては、 がん患者の診断治療を 行う のみなら ず、 がんの研究機関と し ての研究業務も 設置目的に含ま れており 、

病院部門における 臨床医学的研究と 、 研究所部門における 基礎医学的研究と 相ま っ て、 当センタ ーの機能を 発揮し ている が、 その研究

体制は、 病院における 課題別研究、 研究所における 部別研究、 病院及び研究所両部門によ る 共同研究並びにプロ ジェ ク ト 研究の四つに

大別さ れ、 各研究テーマの研究が実施さ れている 。

第 2節　 研究業務

第1 　 病院部門の研究業務

　 病院における 研究は、 診断、 治療を 通じ ての臨床研究である こ と はいう ま でも ないが、 課題別研究の形式を と っ ている ので、 その課

題に関係する 医師群等によ っ て行われている 。

　 こ れら の研究には、 課題別研究費が充てら れる が、 その研究課題は次表のと おり である 。

　 ま た、 こ れら の研究の成果は愛知県がんセンタ ーと し て全国のある いは地方の各学会に発表し ている 。

病院各部門における研究課題

（ 平成28年度）

研　 究　 課　 題 研　 究　 員

1 がん治療における イ ンタ ーベンショ ナル・ ラ ジオロ ジーの応用についての研究 稲葉　 吉隆　 他　 10名

2 治療感受性と 再発リ ス ク によ る 乳癌術後補助療法の選択に関する 研究 岩田　 広治　 他　 4 名

3 臨床検査における 各種癌診断手法の改善、 開発 谷田部　 恭　 他　 7 名

4 骨軟部悪性腫瘍における ゲムシタ ビ ンと ド セタ キセル併用療法についての検討 筑紫　 　 聡　 他　 3 名

5 病理細胞診断における 分子腫瘍診断法の研究 谷田部　 恭　 他　 3 名

6 ト モセラ ピ ーを用いた強度変調放射線治療の臨床応用 古平　 　 毅　 他　 3 名

第 2 　 研究所部門の研究業務

　 当部門における 定型的な研究単位は部であり 、 その構成はおおむね部長 1 名、 室長 2 名、 研究員 2 名、 研究助手 1 ～ 2 名であり 、 総

計 9 部によ り 研究所を 構成し ている 。

　 ま た、 研究課題についても 、 こ れら の室ご と にそれぞれ研究テーマを 受け持っ ている が、 必ずし も 独立し て研究を 行う のではなく 、

部門において相互に有機的な連携を はかり 研究を行っ ており 、ま た「 部」 においても 他部と 密接な連携を 保ち研究業務を実施し ている 。

　 こ れら の研究に要する 経費には、 人当研究費が当てら れ、 その研究課題は次表のと おり である 。 ま た、 文部科学省の委託によ る 研究

も 実施し ている 。 こ れら の研究の成果を 全国ある いは地方の各学会に発表し ている 。
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研究所における部別研究課題

（ 平成28年度）

部　 　 　 名 研　 究　 課　 題

疫学・ 予防部
1 　 がん対策の企画・ 評価に必要な地域がん登録資料を 活用し た、 がんの流行と 転帰の分析研究

2 　 効果的ながん予防法の開発およ び効果評価に関する 行動科学的研究

腫瘍病理学部 ─

分子腫瘍学部
1 　 肺がんの発症・ 進展機序の解明と 分子標的療法の探索

2 　 中皮腫の発がん機序の解明と 細胞生物学的研究

遺伝子医療研究部
1 　 がん罹患リ ス ク ・ 予後を 決める 遺伝子と 環境要因の組合せの解明、 並びに予防・ 医療への応用

2 　 造血器細胞の分化・ 増殖に関与する 遺伝子の血清学的、 分子生物学的研究

腫瘍免疫学部
1 　 腫瘍抗原の免疫学的、 分子生物学的検索

2 　 免疫診断及び免疫治療の前臨床的及び臨床的研究

感染腫瘍学部
1 　 がんにおける シグナル制御破綻機構の解明およ び治療戦略創出への応用

2 　 細胞間コ ミ ュ ニケーショ ンによ る がん進展メ カニズムの解明

分子病態学部

1 　 がんの発症・ 悪性化における 微小環境の役割の解明

2 　 転移の分子メ カニズムの解明と 予防・ 治療標的の探索

3 　 がん悪液質の病態生理解明と 治療戦略の基盤構築

腫瘍医化学部
1 　 がん細胞周期における 新規キナーゼカス ケイ ド

2 　 新し い中心体及び細胞間接着制御因子群の機能解析

中央実験室 1 　 食道がん、 頭頸部腫瘍の分子遺伝学的研究

第 3 　 病院・ 研究所両部門間共同の研究業務

　 病院、 研究所両部門が共同し て行う 当研究は、 共同研究員によ っ て行われる が、 その研究課題は次表のと おり である 。

1 ． 病院・ 研究所両部門による共同研究課題

研　 究　 課　 題 研　 究　 員

1 悪性中皮腫の原因遺伝子の同定と 臨床応用 関戸　 　 好孝　 他　 6 名

2 頭頸部癌症例対照 伊藤　 　 秀美　 他　 4 名

3 遺伝子多型を 含めた乳がんリ ス ク 予測モデリ ング 松尾　 恵太郎　 他　 4 名

4 すい臓がんに結合する 高親和性抗体の樹立 葛島　 　 清隆　 他　 7 名

5 上咽頭がん組織に感染し たEBウ イ ルス ゲノ ムの解析 長谷川　 泰久　 他　 1 名

6 大腸がん転移抑制遺伝子の同定およ びその機能解析 佐久間圭一朗　 他　 5 名

2 ． プロジェ クト 研究課題

研　 究　 課　 題 研　 究　 員

1 ganp遺伝子多型の非遺伝散発性乳癌発症及び悪性進展への寄与の検討 権藤　 なおみ　 他　 3 名

2 大腸がん転移抑制遺伝子の同定およ びその機能解析 佐久間圭一朗　 他　 5 名

3
HER 2 陽性胃癌患者のリ キッ ド バイ オプシーによ る ト ラ ス ツ マブ耐性機序の解明と その克服法

の検索
谷口　 　 浩也　 他　 5 名

4 悪性リ ンパ腫の治療効果・ 予後に関与する 遺伝子変異の探索 加藤　 　 春美　 他　 3 名
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第 4 　 受託研究

　 当センタ ーでは、 医薬品、 医療機器等の品質、 有効性及び安全性の確保等に関する 法律に基づく 医薬品の製造販売承認申請等の際に

必要と さ れる 資料の収集のために行われる 臨床試験（ 治験等） 及び医薬品の製造販売後調査等を 受託し ている 。

　 受託は「 愛知県がんセンタ ー中央病院受託研究取扱要綱」 に基づいて実施し ている 。

　 受託状況は次表のと おり である 。

年　 　 度 26年度 27年度 28年度

受　 託　 件　 数 194 209 211

委託者数 （ 実数） 39 42 44

第 5 　 特許の状況

　 当センタ ーでは「 愛知県試験研究機関の知的財産戦略推進方針」 に基づき 、 県民の健康の推進や医療の向上など を目的と し た知的財

産の創出を 推進し ている 。

　 特許の状況は以下のと おり であり 、 平成16年度から は外国出願も 行っ ている 。

　 ま た、 企業への技術移転にも 努めており 、 6 件の実施許諾契約を締結し ている 。

区　 分 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

発明件数 2 5 5 5 1

出願件数 3 5 3 4 2

登
録
件
数

年度当初 18 27 32 25 29

新規 9 5 4 5 4

権利消滅 0 0 11 1 2

年度末 27 32 25 29 31

実
施
許
諾
件
数

年度当初 4 4 5 5 5

新規 0 1 0 0 1

満了・ 解約 0 0 0 0 0

年度末 4 5 5 5 6

（ 注） 出願件数には外国出願、 国際（ PCT） 出願を含む。

第 6 　 科学研究費補助金獲得状況

　 平成26年度から 平成28年度ま での科学研究費補助金の獲得状況は、 次表のと おり である 。

年　 度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

件　 　 　 数 122件 138件 153件

（ 注） 分担金の配分を 受けた研究分担者も 含む。

第 7 　 民間企業等との共同研究

　 当センタ ーが、「 愛知県がんセンタ ー共同研究取扱規程」 に基づいて民間等と 行っ ている 共同研究の実施状況は、次表のと おり である 。

年　 度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

件　 　 　 数 23件 58件 73件
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第 5 章　 国際交流業務

　 昭和39年の開院以来、 愛知県がんセンタ ーで築かれたがんの診断・ 治療・ 研究に関する 実績は、 国内はも と よ り 国際的にも 高く 評価

さ れている 。 さ ら に積極的にこ れら の成果を世界に伝え、 ま た、 外国の情報を収集する ために、 さ ま ざま な形で医学の国際交流を深め

ている 。

　 因みに、 平成28年度における がんの診断、 治療に係る 国際協力活動は、 受入れ 5 件、 派遣49件、 合計54件であり 、 その概要は、 次の

と おり である 。

がんの診断、 治療等に係る国際協力活動状況一覧

1 　 受入状況

目　 的 国　 名　 等 部　 署　 等 期　 　 間 備　 　 考

任意研修 タ イ 消化器内科部 28.4.1 ～29.3.31 医療技術研修

任意研修 タ イ 消化器内科部 28.9.15～29.3.31 医療技術研修

任意研修 バングラ デシュ 遺伝子医療研究部 28.10.1 ～29.3.31 疫学研究研修

任意研修 タ イ 消化器内科部 28.11.1 ～29.3.31 医療技術研修

国際会議 オラ ンダ

韓国・ 中国

台湾・ カナダ

遺伝子病理診断部 29.3.24～29.3.25 BluePrintⅡ

PD-L 1 コ ンセンサス 会議

2 　 派遣状況

目　 的 派　 遣　 者 派　 遣　 先 期　 　 間 備　 　 考

研究発表 放射線診断・ IVR部
  レ ジデント 　 長谷川貴章

カナダ
バンク ーバー

28.4.4
　 ～28.4. 9

米国IVR学会2016

情報収集及び

意見交換（ 討議）

消化器内科部

  部長　 原　 　 和生

ミ ャ ンマー

ヤンゴン

28.4.5

　 ～28.4.8

ロ ーカルEUSワ ーク ショ ッ プ

情報収集及び

意見交換（ 討議）

遺伝子医療研究部

  部長　 松尾恵太郎

マレ ーシア

サバ

28.4.8

　 ～28.4.12

乳がん国際コ ン ソ ーシアム 定例会

議

研究発表 遺伝子医療研究部

  部長　 松尾恵太郎

アメ リ カ

ニュ ーオリ ンズ

28.4.15

　 ～28.4.22

米国癌学会総会2016

研究発表 疫学・ 予防部

  室長　 伊藤　 秀美

  リ サーチレ ジデント
  中川　 弘子

アメ リ カ

ニュ ーオリ ンズ

28.4.16

　 ～28.4.20

米国癌学会学術総会2016

研究発表 分子腫瘍学部

  連携大学院生　 田中　 広祐

アメ リ カ 28.4.16

　 ～28.4.20

A A CR   107th   A nnua l   M eeting 

2016

研究発表 放射線治療部

  部長　 古平　 　 毅

イ タ リ ア

ト リ ノ

28.4.29

　 ～28.5.3

欧州放射線腫瘍学会

研究発表 分子腫瘍学部

  部長　 関戸　 好孝

イ ギリ ス

バーミ ンガム

28.4.30

　 ～28.5.6

iM ig 2016

情報収集 遺伝子医療研究部

  部長　 松尾恵太郎

アメ リ カ

デンバー

28.5.13

　 ～28.5.19

科学編集者会議2016

情報収集及び

意見交換（ 討議）

消化器内科部

  医長　 水野　 伸匡

アメ リ カ 28.6.2

　 ～28.6.8

A SCO 2016

情報収集及び
意見交換（ 討議）

血液・ 細胞療法部
  医長　 山本　 一仁

デンマーク
コ ペンハーゲン

28.6.8
　 ～6.13

European Hem atology 
A ssociation 21st CONGRESS

研究発表 放射線診断・ IVR部
  医長　 佐藤　 洋造

  レ ジデント 　 守永　 広征

アメ リ カ
ボス ト ン

28.6.8
　 ～28.6.14

世界IVR腫瘍学会2016

研究発表 遺伝子病理診断部
  部長　 谷田部　 恭

アメ リ カ
ニュ ーヨ ーク

28.6.10
　 ～28.6.15

T h e F l e i s c h n e r   S o c i e t y 2016 
A nnual Meeting

研究発表 疫学・ 予防部
  主任研究者　 尾瀬　 　 功

韓国
ソ ウ ル

28.6.17 26th  Seoul  International  Cancer 
Sym posium
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情報収集及び

意見交換（ 討議）

消化器内科部

  部長　 原　 　 和生

シンガポール 28.7. 1

　 ～28.7.2

2 nd　 A EG subcom m ittee 

m eeting  2 nd annual retreat A EG 
m eeting

情報収集及び

意見交換（ 討議）

消化器内科部

  医長　 肱岡　 　 範

ロ シア

モス ク ワ

28.7. 7

　 ～28.7.10

Endoscopic Ultrasound Theretical 

and Practical Couyse

研究発表 遺伝子医療研究部

  部長　 松尾恵太郎
  リ サーチレ ジデント

  正岡　 寛之

イ ギリ ス

マンチェ ス タ ー

28.7. 8

　 ～28.7.13

ヨ ーロ ッ パ癌学会2016

研究発表 分子腫瘍学部
  主任研究員　 村上　 優子

中国
香港

28.7.24
　 ～28.7.29

Gor d on   R esear ch   Con fer ence, 
genom ic  instability

研究発表 放射線診断・ IVR部
  部長　 稲葉　 吉隆

ス ペイ ン
バルセロ ナ

28.9. 9
　 ～28.9.16

欧州IVR学会2016

研究発表 消化器外科部

  医長　 植村　 則久

シンガポール 28.9.18

　 ～28.9.22

第15回国際食道疾患学会議（ ISDE 

2016）

情報収集及び

意見交換（ 討議）

消化器内科部

  部長　 原　 　 和生
  医長　 奥野のぞみ

ハンガリ ー

ブタ ベス ト

28.9.21

　 ～28.9.25

EUS国際超音波内視鏡検査学シン

ポジウ ム

研究発表

研究発表

研究発表

放射線治療部

  部長　 古平　 　 毅

放射線治療部

  レ ジデント 　 小出雄太郎

放射線治療部

  レ ジデント 　 伊藤　 　 誠

アメ リ カ

ボス ト ン

アメ リ カ

ボス ト ン

アメ リ カ

ボス ト ン

28.9.24

　 ～28.9.30

28.9.24

　 ～28.9.30

28.9.24

　 ～28.9.30

米国放射線腫瘍学会

米国放射線腫瘍学会

米国放射線腫瘍学会

情報収集及び

意見交換（ 討議）

遺伝子病理診断部

  部長　 谷田部　 恭

アメ リ カ

ニュ ーヨ ーク

28.9.30

　 ～28.10.3

IA SLC PD-L 1 に関する 会議

研究発表 放射線診断・ IVR部

  医長　 佐藤　 洋造

  レ ジデント 　 金原　 佑樹
  レ ジデント 　 守永　 広征

韓国

ソ ウ ル

28.10. 6

　 ～28.10.9

アジア消化管IVR学会2016

情報収集及び
意見交換（ 討議）

消化器内科部
  医長　 水野　 伸匡

デンマーク
コ ペン ハーゲン

28.10. 7
　 ～28.10.12

ESMO 2016

情報収集及び

意見交換（ 討議）

消化器内科部

  部長　 原　 　 和生

タ イ

バンコ ク

28.10.10

　 ～28.10.11

1 st  join  m eeting  betw een  Siriraj 

GI   Endoscopy  Center  &   Nagoya 
University Hospital.

A dvanced in GI Endoscopy

研究発表 内視鏡部

  部長　 田近　 正洋

オース ト リ ア

ウ ィ ーン

28.10.15

　 ～28.10.21

UEGW2016

研究発表 疫学・ 予防部
  リ サーチレ ジデント  

  中川　 弘子

モロ ッ コ
マラ ケッ シュ

28.10.19
　 ～28.10.21

The  38th  A nnual  Conference  of 
the  International  A ssociation  of 

Cancer Registr ies

研究発表 放射線診断・ IVR部

  レ ジデント 　 長谷川貴章

韓国

ソ ウ ル

28.10.27

　 ～10.30

アジア腫瘍学会2016

情報収集及び
意見交換（ 討議）

消化器内科部
  部長　 原　 　 和生

アイ ルラ ン ド 28.11.14
　 ～28.11.15

EUS  M edical  A dvisory   Board  in 
Galw ay, Ireland

情報収集及び
意見交換（ 討議）

消化器内科部
  部長　 原　 　 和生

中国
上海

28.11.19
　 ～28.11.20

第 9 回新華医院学会

研究発表 遺伝子病理診断部

  部長　 谷田部　 恭

韓国

ソ ウ ル

28.11.23

　 ～28.11.24

2016 KA LC Fall Conference

研究発表 放射線診断・ IVR部

  レ ジデント 　 長谷川貴章

アメ リ カ

シカゴ

28.11.27

　 ～12.2

北米放射線学会2016

研究発表 遺伝子医療研究部

  部長　 松尾恵太郎

韓国

ソ ウ ル

28.12. 2

　 ～28.12.3

韓国疫学会総会2016
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情報収集及び

意見交換（ 討議）

血液・ 細胞療法部

  医長　 山本　 一仁

アメ リ カ

サンディ エゴ

28.12. 2

　 ～28.12.8

A m erican  Society  of  Hem atology 

（ A SH）  58th  A nnual  M eeting   &  
Exposition

情報収集及び

意見交換（ 討議）

遺伝子病理診断部

  部長　 谷田部　 恭

オース ト リ ア

ウ ィ ーン

28.12. 3

　 ～28.12.8

IA SLC  17thW orldConference  on 

LungCam cer 2016

研究発表 放射線治療部

  技師　 磯村　 康己

タ イ

バンコ ク

27.12. 9

　 ～27.12.12

国際医学物理学会議

研究発表 放射線治療部

  技師　 清水　 秀年

タ イ

バンコ ク

27.12. 9

　 ～28.12.12

国際医学物理学会議

情報収集 内視鏡部

  医長　 田中　 　 努

アメ リ カ

アリ ゾナ

29.1.31

　 ～29.3.31

Mayo clinic 研修

情報収集及び

意見交換（ 討議）

遺伝子病理診断部

  部長　 谷田部　 恭

アメ リ カ

デンバー

29.1.8

　 ～29.1.11

CA P/I A SLC/A M P   M olecu la r 

Guidelines

情報収集及び
意見交換（ 討議）

遺伝子医療研究部
  室長　 伊藤　 秀美

キプロ ス 共和国
リ マソ ール

29.1.8
　 ～29.1.13

乳がん国際共同コ ン ソ ーシアム 定
例会議

情報収集及び
意見交換（ 討議）

血液・ 細胞療法部
  医長　 山本　 一仁

フ ラ ンス
パリ

29.2.16
　 ～29.2.20

M E D I 4 7 36 -N H L -001   G l o b a l 
Investigator Meeting 

情報収集及び

意見交換（ 討議）

消化器内科部

  部長　 原　 　 和生

ミ ャ ンマー

ヤンゴン

29.2.27

　 ～29.3.2

Yangon w orkshop &  Live dem o

情報収集及び

意見交換（ 討議）

遺伝子病理診断部

  部長　 谷田部　 恭

アメ リ カ 29.3.2

　 ～29.3.6

IA SLC Pathology  Panel Meeting

情報収集及び

意見交換（ 討議）

消化器内科部

  医長　 肱岡　 　 範

  レ ジデント 　 渋谷　 　 仁

モス ク ワ 29.3.5

　 ～29.3.8

「 膵胆管器官の疾患を持つ患者の治

療における 、 診断と 手術の内視鏡

検査のた めの 革新的な テ ク ノ ロ
ジー」

情報収集及び
意見交換（ 討議）

消化器内科部
  医長　 肱岡　 　 範

  レ ジデント 　 鳥山　 和浩

ス ペイ ン
バルセロ ナ

29.3.8
　 ～29.3.12

ENET S

情報収集及び
意見交換（ 討議）

消化器内科部
  部長　 原　 　 和生

深州 29.3.9
　 ～29.3.12

4 th South China EUS sum m it
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第 6 章　 部　 門　 紹　 介

第 1節　 病　 　 院

消化器内科部

　 消化器内科部では、 内視鏡部と 共に消化器疾患（ 食道、 胃、 十二指腸、 大腸、 肝臓、 胆嚢・ 胆管、 膵臓） の診療を行っ ており 、 なか

でも 肝胆膵腫瘍性疾患の診断と 治療を 専門にし ている 。 原発不明癌の診断や、 健診で腫瘍マーカ高値が指摘さ れた患者さ んの精密検査

など も 主に消化器内科が担当し ている 。

（ 1 ） 最高の技術と 最新の知識によ る 質の高い医療を 提供する こ と

（ 2 ） 納得のいく 丁寧な説明を 行い、 患者さ んが満足でき る 医療を 提供する こ と

（ 3 ） 医療ス タ ッ フ が密に連携し 充実し たチーム医療を 提供する こ と

を 目標に行っ ている 。

　 平成28年度の入院患者数（ 延べ） の疾患別内訳は、 胆道癌80例、 膵癌260例など であっ た。 と く に膵疾患に関連する 患者さ んのご紹

介を 非常に多く いただいており 、 中部地方では診療実績が最も 多い施設である 。

　 平成28年度の内視鏡検査・ 治療に関する 診療実績は、 内視鏡的膵管胆管造影検査（ ERCP） 490例、 観察目的の超音波内視鏡（ EUS）

810例、 超音波内視鏡下穿刺吸引法（ EUS－FNA ） およ びそれを 応用し た手技（ EUS－FNA ） 480件だった。 こ れら の超音波内視鏡を 用

いた診断やそれを 応用し た治療法に関し ては、 日本の先駆け施設であり 、 全国でも 屈指の件数を 誇っ ている 。（ 消化管癌に関連する 内

視鏡的治療の診療実績は、 内視鏡部の部門紹介を参照し て頂き たい。） 切除不能進行/再発癌においては、 常に患者さ んの状態を考慮し

た上で、 も っ と も 適し た治療法（ 化学療法や放射線治療など ） を 提供し ている 。 膵癌に対する 薬物治療も 全国ト ッ プレ ベルの診療実績

を 誇っている 。 ま た、 全国のがんセン タ ーと 協力し て癌に関する 研究を 推進し ており 、 新規抗がん剤に関する 治験薬も 提供し ている 。

こ れら の貴重な研究の成果は、 国内外の学会発表、 論文発表など を通じ て積極的に公表し ている 。

　 最後に、 当科では医師の教育にも 力を 入れており 、 国内外を 問わずレ ジデン ト 、 短期見学を受け入れている 。 平成28年度は国内レ ジ

デント 8 名、 外国人レ ジデント 3 名を 受け入れ、 胆膵癌の診断と 治療に関する 教育を行っ た。

　 今後も 消化器癌のス ペシャ リ ス ト と し て精進し ていく 所存である 。

内視鏡部

　 当部は平成17年 4 月に開設さ れた。 内視鏡検査・ 内視鏡治療の高度専門化に伴い、 消化器内科部のス タ ッ フ の一部を内視鏡検査・ 治

療の専任と し 、 消化器内視鏡のさ ら なる 発展を 目的と し て立ち上げら れた。 当初 3 名でス タ ート し たス タ ッ フ も 、 平成28年 4 月から は

5 名と なっ ている 。 実際の診療は消化器内科部・ 内視鏡部が一体と なっ て行っ ている が、 内視鏡部は、 おも に食道・ 胃・ 大腸など の消

化管のがんを 担当し ている

　 内視鏡部では、 主に消化管がんの内視鏡診断と 治療およ び消化管がんの化学療法を 担当し て いる 。 内視鏡診断においては、 NBI

（ narrow   band  im age） やFICE（ Flexible  spectral  Im aging  Color  Enhancem ent） など の新し い画像強調診断法も 積極的に取り 入れ、

食道がん・ 胃がん・ 大腸がんなどの消化管のがんの早期発見に力を入れている 。 さ ら に、 がんと 診断さ れた病変に対し ては消化管造影

検査や色素を 散布し た内視鏡検査、 拡大内視鏡や超音波内視鏡などを 用いてがんの広がり や深達度診断を 精密に行っている 。 ま た、 患

者の苦痛のないよ う に鎮静剤や経鼻内視鏡用の細径内視鏡を適宜使用し て行いる 。 鎮静剤の使用に関し ては、 年々希望者が増加し てお

り 、 現在では半数以上の方が利用し ている 。 副作用の増加も 懸念さ れる が、 その対策と し て血圧や酸素飽和度など が常時モニタ リ ング

でき る 生体モニタ ーを 使用し 、 安全に十分に配慮し て行っ ている 。 内視鏡治療においては、 低侵襲で機能温存に優れた内視鏡的粘膜下

層剥離術： ESD（ endoscopic subm ucosal dissection） を 食道・ 胃・ 大腸の早期がんに対し て積極的に導入し ている 。

　 平成28年度の診療実績は、上部消化管内視鏡検査5,958件、下部消化管内視鏡検査2,703件である 。 その中で内視鏡治療は、食道EMR（ 内

視鏡的粘膜切除術） 14件、 食道ESD（ 内視鏡的粘膜下層剥離術） 71件、 胃ESD  95件、 大腸ESD53件、 大腸EMR325件、 内視鏡的消化

管狭窄拡張術146件、 PEG（ 内視鏡的胃瘻造設術） 51件等であっ た。 平成15年に当部ではESDを 導入し たが、 当初40件弱であっ たESD

件数は、 26年度には200件を 超え、 こ の10年余り で 5 倍と なっ た。 ESDは、 以前では外科手術の適応であった病変も 切除可能になる 侵

襲の少ない安全な治療法で、 今後も 増加する こ と が予測さ れる 。 内視鏡部は、 消化器癌に対し て質の高い適格な診断を 行い、 消化器外

科、 頭頚部外科、 薬物療法部、 放射線治療部と 連携し 、 カンフ ァ レ ンス 等を介し て最適な治療を 決定し ている 。 そし て内視鏡治療、 化

学療法、 そし て食道癌に対し てはさ ら に放射線治療を 加えた化学放射線療法を 行っ ている 。

　 研究面では、JCOG（ 日本臨床腫瘍グループ） の消化器内視鏡グループに属し ている が、他のグループ（ 食道癌、胃癌、消化器内視鏡、

大腸癌） の臨床試験にも 参加し ている 。 独自のも のと し て消化管早期胃癌の内視鏡診断能の向上にむけた取り 組みや胃癌のバイ オマー

カーである HER 2 の化学療法の影響、 家族性大腸腺腫症の術後のサーベイ ラ ン ス など について研究を 行い、 国内外での発表、 論文発

表を 行っ ている 。
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呼吸器内科部

　 呼吸器内科部では、 肺がん、 胸膜中皮腫を はじ めと し た呼吸器腫瘍の診断と 内科的治療を担当し ている が、 ①肺がんを 確実に診断、

併せて治療方針の決定に必要な遺伝子診断を院内で短期間に施行②遺伝子診断結果に基づき 最も 有効な最新の治療法の提供③温かく 優

し い医療を モッ ト ーに毎日の診療を行っ ている 。

　 診断では、 難治がんである 肺がんの患者さ んに超音波気管支内視鏡検査（ EBUS） で組織採取を 行い診断を 確定、 遺伝子異常の検出

を 行っ ている 。 気管支から のアプロ ーチ不能の場合にはCTガイ ド 下生検（ 放射線診断部施行） や消化管から の超音波内視鏡検査（ 消

化器内科施行） を行い、 確実な病気の診断およ び肺がんの遺伝子検査を 行っ ている 。 現在では肺がんの治療は遺伝子検査を 施行し 、 そ

の結果に基づいて行われる が、 呼吸器内科部では、 遺伝子病理診断部と 密接に連携し 短期間で遺伝子診断を 確定し 、 すみやかに治療を

開始し ている 。

　 肺がんの治療は、 外科手術、 化学療法、 放射線療法が 3 本柱と さ れている が、 内科治療の占める 割合が大き く なっ ている 。 その理由

は早い時期よ り 肺がんは転移を する こ と が多く 、 全身療法と し ての内科治療が多く の症例に必要になる ためである 。 放射線治療が適応

になる 場合には放射線治療部と 、 手術に関し ては呼吸器外科部と 密接に連携を と り 、 最善の治療を 目指し た集学的治療を 行っ ている 。

進行肺がんに対する 標準的治療法は十分確立さ れたも のではないが、 呼吸器内科部では厚生労働省肺がん研究班（ JCOG） や西日本が

ん研究機構（ WJOG） のメ ンバーと し て治療法の開発を目指し た臨床研究を 行っている 。 ま た、 がん薬物療法専門医によ る 専門性の高

い、 繊細で患者さ ん本位の医療が行える よ う に心がけ、 エビデンス に基づいた標準的治療を 迅速かつ確実に提供する と と も に、 臨床治

験では、 有望な分子標的薬や免疫治療薬を いち早く 患者さ んに提供し ている 。 現在、 4 番目の柱と し て免疫療法が始ま り 、 免疫を介し

てがん細胞を 攻撃する 免疫療法の開発が急速に進み劇的な効果も 見ら れ今後の発展が期待さ れている 。

　 基礎研究面では、 肺がんの発生や増殖のメ カニズムについて急速に知見が蓄積さ れ、 がん細胞の増殖を抑える 分子標的薬によ る 新し

い治療法も 開発さ れている 。 呼吸器内科部では、 患者さ んに最新で最良の治療を提供する と と も に、 基礎研究で得ら れた成果を いち早

く 臨床に還元し ていき たいと 考えている 。

血液・ 細胞療法部

　 血液・ 細胞療法部は、 当センタ ー設立当初よ り 開設さ れていた血液化学療法部が、 平成15年 4 月 1 日の組織改編によ り 名称変更さ れ

た部門であり 、 悪性リ ンパ腫、 白血病、 骨髄腫など の造血器腫瘍に対する 化学療法、 抗体療法など の薬物療法と 、 自家も し く は同種造

血幹細胞移植併用の大量化学療法など の細胞療法を専門と する 診療科である 。 造血器腫瘍に対する 化学療法、 新薬治験など の薬物療法

から 移植ま で全ての治療法に対応し ている 。 外来診療は新患、 再来と も に毎日行っ ており 、 入院治療は 6 西病棟を中心に、 癌の化学療

法、 移植療法、 疼痛治療に精通し た看護ス タ ッ フ と と も に行っ ている 。 化学療法（ 特に、 初発例の化学療法）、 抗体療法は、 最近では

でき る 限り 外来治療で実施する こ と を 原則と し ている 。

　 基本方針と し て、 医学的に十分な根拠（ エビ デンス ） と 各種ガイ ド ラ イ ン・ 臨床実績に基づいた最適で最新の治療法を治療方針と し

て、 ど の患者さ んにも 、 症例・ 病状に対応し たき め細かい適切な治療を 、 個々の医師の判断のみでなく 診療科と し て責任を 持っ て提供

でき る よ う にし ている 。

　 日本臨床腫瘍研究グ ループ（ Japan  Clinical  Oncology  Group， JCOG）、 日本成人白血病治療共同研究グ ループ（ Japan  A dult 

Leukem ia  Study  Group， JA LSG） など の多施設共同研究に積極的に参加し 、 JCOG試験では多く の試験の研究代表者や研究事務局を

務めており 、 わが国における 造血器腫瘍の診断・ 治療研究の推進に主導的な役割を 担っている 。 ま た、 近年、 造血器腫瘍に対する 新薬

の開発が活発化し ており 、 当部でも 数多く の治験を 積極的に進めている 。 さ ら に臨床検査/遺伝子病理診断部や研究所など と 共同し て

臨床病態研究やト ラ ン ス レ ーショ ナルリ サーチを推進し ている 。

薬物療法部

　 近年のがん治療における 薬物療法（ 抗がん剤治療） の進歩は著し く 、 がん薬物療法の専門家（ 腫瘍内科医） が化学療法を 実施し てい

く こ と の必要性が叫ばれている 。 私ど も は 6 名のス タ ッ フ と 4 名のレ ジデント の計10名が、 がん薬物療法の専門家と し て少数精鋭で積

極的に治療を 行っている 。

　 診療領域は、 食道癌、 胃癌、 大腸癌と いった消化管癌の化学療法、 化学放射線療法を中心に、 その他、 原発不明癌、 頭頸部癌、 胚細

胞腫瘍、 乳癌、 肉腫など の固形がんに対する 化学療法を行っている 。 最近では新薬の第Ⅰ相試験や、 各種癌の免疫チェ ッ ク ポイ ント 阻

害薬の早期臨床試験に力を入れている 。 外来診療は新患、再来と も に毎日行っており 、入院治療は 4 西と 8 西病棟を 中心に行っ ている 。

最近の抗がん剤治療は外来治療が主と なっ ている が、 入院での治療に関し ては、 癌の薬物療法・ 疼痛治療・ 緩和医療に精通し た医師、

薬剤師、 看護師、 ス タ ッ フ 、 MSWら と 共に診療に当たっ ている 。

　 当科で行う 薬物療法はエビ デンス およ び最新の知見に基づいて治療を 行っ ており 、 がん専門病院と し て他科（ 消化器外科、 呼吸器外

科、 消化器内科、 放射線診断・ IVR部、 放射線治療部、 病理部など ） と 緊密な連絡を 取り 、 総合的な医療を 提供し ている 。 基本的に確

立さ れた標準的化学療法を行っ ている が、 さ ら に優れた治療法の開発を 目指し た臨床研究（ JCOGの公的臨床試験やWJOGの臨床試験、

企業主導の治験、 院内ある いは専門数施設での自主研究など） にも 積極的に取り 組んでいる 。 ま た標準的治療が確立さ れていないがん

種や一般的な治療が無効になっ てし ま っ た場合には、 新規抗がん剤や分子標的薬剤など の臨床試験を 行い、 新し い治療法や新薬の開発

に努めている 。
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　 当科はがん薬物療法を提供する と と も に、 院内での外来化学療法、 入院化学療法が安全かつ適正に遂行さ れる ために主導的な役割を

担っ ており 、 化学療法チームを 組織し ている 。 県のがん診療連携拠点病院と し て、 特にがん薬物療法の地域のリ ーダー、 引いては日本

のリ ーダーと し て新たな治療開発に積極的に取り 組んでいる 。

臨床検査部

　 臨床検査部は 2 科 8 部門から なり 、 がんセンタ ーの基本理念及び臨床検査部の理念に基づき 、 がん専門病院の診療を支える 精度の高

い検査結果を 提供し ている 。 ま た、 臨床から の要望に応え診察前検査や時間外緊急検査に対応し た体制を 構築し ている 。

　 血液検査部門では、 血球数算定検査、 凝固・ 線溶検査、 骨髄検査の他に白血病や悪性リ ンパ腫を 対象と し た細胞表面抗原解析を 行っ

ている 。 腫瘍細胞に特徴的な表面抗原を 検出する こ と で、 診断およ び治療に伴う 残存腫瘍の追跡に役立っ ている 。

　 生化学・ 血清検査部門では、 生化学的ある いは免疫学的手法によ る 各種分析装置を使用し 、 血中の各種物質を精度よ く 迅速に測定し

ている 。 こ れら の結果によ り 疾患の状態を把握する こ と ができ 、 診断、 治療、 経過観察に役立っ ている 。 特に腫瘍マーカー検査は、 が

んの診断、 進展状況や治療効果の判定に不可欠と なっ ている 。

　 一般検査部門では、 尿一般検査（ 蛋白質、 糖、 潜血など ） や尿沈渣（ 尿中の細胞成分や固形成分の同定）、 便の潜血検査や胸水・ 腹

水などの穿刺液の検査を行っ ている 。

　 生理検査部門では、 主に手術前やがんの化学治療前後の心肺機能評価を 目的と し た心電図検査、 運動負荷試験、 心臓超音波検査、 肺

機能検査を 実施し ている 。 ま た乳腺超音波検査・ 聴力検査・ ピ ロ リ 菌呼気試験など も 行っ ている 。

　 病理検査部門では、 生検組織・ 手術摘出臓器の病理組織標本作製と 術中迅速検査を行っ ており 、 必要に応じ て凍結組織の保存や捺印

標本によ る 検査検体の適性の確認など を 実施し ている 。 それら の検体を 用いて原発不明がんや転移性がんの鑑別、 がん関連遺伝子産物

や関連ウ イ ルス の検索、 悪性リ ンパ腫などに対する 免疫組織学的検索など を実施し 、 診断から 治療方針の決定に重要な役割を 果たし て

いる 。

　 遺伝子検査部門では、 腫瘍における 遺伝子変異を 様々な方法を 用いて検出し 、 確定診断の補助ある いは分子標的薬の効果予測検査と

し て、 診断、 治療の場に大き く 貢献し ている 。 ま た、 新規分子標的薬の治療効果予測検査の要望に迅速に沿える よ う 、 検体の保存にも

重点を置き 、 更なる 検査項目の拡充を 図っている 。

　 細胞診検査部門では、 尿、 婦人科材料、 体腔液、 喀痰など を 対象と し た通常の細胞診の他に手術中の胸腔ある いは腹腔洗浄液の迅速

検査、 超音波内視鏡下での迅速検査で診療支援を行っ ている 。 穿刺吸引細胞診ではベッ ド サイ ド に技師が赴き 標本を作製、 婦人科領域

で液状細胞診標本作製を導入する など 新し い検査技術を積極的に取り 入れ、 診断精度向上に貢献し ている 。 ま た、 細胞検査士の資格取

得を 目指す技師を対象と し た計画研修生を受け入れ、 後進の育成にも 力を 入れている 。

　 細菌検査部門では、 抗がん剤投与や骨髄移植など で免疫機能の低下し た患者さ んの感染症に留意し 検査を 実施し ている 。 ま た、 院内

感染対策チームの一員と し て血液培養や無菌材料から の菌検出状況、 耐性菌の検出状況を 提供し 、 抗菌薬の適正使用やアウ ト ブレ ーク

（ 集団発生） を防ぐ ための一翼を担っ ている 。

遺伝子病理診断部

　 遺伝子病理診断部は、 外来・ 入院部門を持たない特殊な診療科である 。 そのため、 患者さ んと は直接接する 機会はないが、 診断に関

わる 重要な三つの診断業務（ 病理組織診断、 細胞診、 遺伝子診断） を 行っ ている 。 その内容は、 生検で腫瘍の性質を判断し 臨床医師に

伝え、 治療が効果的に行われている かを 第三者的な目で判断する 重要な役割を 果たす部である 。

　 こ の重要な業務について、 中央病院のみなら ず、 愛知病院も 含めた、 愛知県がんセンタ ー全体の病理診断を 担い、 安全、 的確で迅速

な診断を 遂行する こ と を通じ て医療の質を高める こ と を目標と し ている 。

1 ． 病理組織診断

　 平成28年は、 中央病院約8,800件、 愛知病院3,000件の病理診断を 行っ ている 。 そのほと んど が腫瘍性疾患であり 、 件数が同等の一般

病院と く ら べて作業量はその数倍にのぼる 。 術中迅速検査数が多いのも 特徴であり 、 年間述べ2,000件・ 一日平均延べ 8 ～ 9 件を こ な

し ている 。 ま た、 細分化、 専門化が進む各科の要求に対応する ため、 高度で専門化さ れた病理診断を 遂行し ている 。 こ のほか、 免疫組

織化学法も 開発当初よ り 積極的に取り 入れ、 原発不明がんや転移性腫瘍の診断、 造血器腫瘍の診断、 腫瘍の悪性度診断に役立てている 。

ま た、 遺伝子診断のための組織固定包埋方法の開発や穿刺細胞診から のセルブロ ッ ク 標本の作成も 平行し て行っている 。

2 ． 細胞診

　 平成28年には、 中央病院約6,300件、 愛知病院約1,200件の細胞診のう ち、 診断医に回る 件数は半数以上であり 、 さ ら にその約半数近

く が偽陽性以上を 占める 。 すなわち全体と し ておよ そ 1 / 4 の症例が偽陽性も し く は陽性であり 、 がんセンタ ーの特徴を 良く 表わし て

いる 。 特に乳腺腫瘍の細胞診は年約1,000件前後を 占める と と も に、 手術適応、 術式決定について重要な情報を 提供し ている。 細胞診

は簡便で、 迅速な診断法であり 、 必要な場合には検体採取当日の報告も 積極的に行っている 。 さ ら に、 臨床医と のその場での細胞量の

チェ ッ ク や詳細な臨床情報交換を通じ て、 診断精度を 上げる 試みも 行っ ている 。

3 ． 遺伝子診断

　 当部の特徴の一つと し て、 院内で多数の遺伝子解析を施行し ている こ と を挙げる こ と ができ る 。 国内でも 高い水準を誇り 、 肉腫の診

断はも と よ り 、 分子標的療法の効果予測（ 肺癌における EGFR－TKIs、 大腸癌における セツ キシマブ、 乳癌・ 胃癌における ト ラ ツ ズマ
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ブなど ） を 中心に行っ ている 。 こ れら の結果について年間2,300件のレ ポート を 提出し ている 。 こ の実績から 、 多数の見学者や研修者

を 受け入れる と 同時に、 こ れら の結果を も と にし た研究成果は海外でも 高く 評価さ れている 。

輸血部

【 沿革】

　 昭和39年のセンタ ー設立時に、 輸血関連検査と 輸血用血液製剤の一元管理を 担う ため、「 血液管理部」 が創設さ れた。 輸血関連法の

整備に伴い、 輸血製剤は「 特定生物由来製品」 と 位置づけら れ、 医療環境の変遷の中で、「 輸血部」 と 改称し 、 機能が拡充さ れ、 現在

に至る 。

　 当施設は、 日本輸血・ 細胞治療学会の認定医制度指定施設であり 、 専門職育成の責務も 担う 。 扱う 輸血製剤数は、 手術・ 化学療法件

数に相応し 多く 、 県立病院の中で唯一、 知事の委嘱のも と で、 愛知県合同輸血療法委員会の一員と し て、 社会的責務も 果たす。

【 実績・ 現在の取り組み】

　 がん専門病院と し て「 良質で安全な医療」 の提供のため、病院各部門と 協力し 、「 適正かつ安全な輸血療法」 に必要な業務を遂行する 。

　 平成28年度の人員体制は、 木下朝博部長（ 兼副院長）、 田地浩史医長（ 兼血液・ 細胞療法部、 学会認定医）、 及び、 早川英樹技師（ 学

会認定技師）、 片岡裕子技師にて構成さ れる 。 生命に直結する 業務であり 、 責任と 業務負担の集中を 避け、 複数の技師によ る 精確・ 安全・

迅速な検査と 適正な製剤管理が要求さ れる 。 平成13年から 、 時間外緊急輸血業務は、 臨床検査部技師の当直体制にある 。

　 平成14年に導入し た全自動輸血検査装置を、 平成26年11月に、 オーソ 社製A uto Vue  Innova  IIに更新し た。 平成28年 2 月に、 輸血管

理シス テムを 、 富士通九州シス テムズBLA D V 7 に更新し 、 効率化・ 適正化を 進めた。

　 貴重な献血製剤の適正使用に取り 組み、 平成28年 4 月よ り 、 保険診療と し て、「 輸血管理料I」 に加えて「 適正使用加算」 の算定が可

能と なった。

【 輸血療法の目的】

　 輸血療法の目的は、 血液中の赤血球や血小板など の細胞成分や、 血漿成分に含ま れる 凝固因子など の蛋白質成分が、 量的に減少・ 機

能的に低下し た時に、 不足し た成分を 補充し 、 臨床症状の改善を 行う こ と である 。

【 特定生物由来製品の管理】

　 法律によ り 、 特定生物由来製品に関し て、 1 ） 適正使用、 2 ） 患者への説明、 3 ） 使用記録の作成・ 保存、 4 ） 情報の提供、 5 ） 副

反応・ 感染症報告が、 規定さ れる 。

【 安全への取り組み】

1 ）『 愛知県がんセンタ ー中央病院 輸血マニュ アル』 を策定し 、 こ れに基づいた輸血療法を 行う 。

2 ） 院内研修会を開催し 、 医療事故防止、 特定生物由来製品と し ての血液製剤、 輸血手順、 使用指針、 副反応対策に関する 院内教育を

行う 。『 輸血部だよ り 』 を 発行し 、 院内情報発信を 行う 。

3 ） 電子カルテ機能を 活用し 、 輸血業務の電子化（ 患者・ 製剤認証、 記録等） を 推進する 。

4 ） 輸血後感染症リ ス ク に対し 、 患者輸血カード 発行と 、 遡及調査に備え、 検体を 凍結保管する 。

【 各業務内容】

1 ） 輸血製剤の確保

　 照射赤血球濃厚液－LR・ 新鮮凍結血漿－LRを 院内保管する 。 手術時にはType  &   Screenを 積極的に活用し 、 在庫管理の適正化と 業務

の合理化を 進める 。 照射濃厚血小板－LRは有効期限が採血後 4 日間と 短く 、 必要時に血液センタ ーから 供給を 受ける 。

2 ） 輸血製剤の保管・ 管理

　 輸血製剤毎に定めら れた適正な保管条件を満たし た専用保管庫を 完備し 、庫内温度記録装置と 、異常発生時の遠隔通報装置を 備える 。

移植用造血細胞は、 液化窒素補助を備えた超低温冷凍庫（ －150℃） に保存する 。

3 ） 輸血検査の実施

　 輸血検査には、 血液型検査、 交差適合試験（ ク ロ ス マッ チ）、 抗体ス ク リ ーニン グ検査など がある 。 緊急時や特殊検査の際には、 熟

練し た専任技師の技術を要する 。

4 ） 緊急輸血体制の確保

　 予見不能な危機的大量出血に際し て、 患者の救命を優先し 、 現場医療ス タ ッ フ と の連携を 緊密に行い、 可能な限り 迅速に、 適正な輸

血製剤の確保に努める 。 学会『 危機的出血への対応ガイ ド ラ イ ン』 に準拠し 対応する 。

5 ） 院内における輸血療法の指導

　 院内研修会・ 輸血委員会を 通じ 、「 適正かつ安全な輸血療法」 の普及に努める 。 学会認定医・ 認定技師が、 輸血療法に関する コ ン サ

ルテーショ ンに対応する 。

6 ） 自己血輸血の推進

　 待機的外科手術において、 適正な実施管理体制のも と で、 安全性の高い、 貯血式自己血輸血を推進する 。

7 ） 輸血委員会の運営

　 病院の各部門・ 医療安全管理部・ 運用部の実務担当者が共同し て、 輸血業務に関する 課題を 提起・ 共有し 改善に努める 。
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8 ） 造血幹細胞採取および移植への協力

　 臨床工学技士が、 造血細胞移植学会ガイ ド ラ イ ンに基づき 、 末梢血幹細胞採取・ 分離を 行い、 輸血部にて保管を 行う 。

9 ） 日本赤十字血液センターとの協力

　 輸血に関する 情報収集・ 輸血副反応の原因究明の他、 抗HLA 抗体など の特殊検査や、 稀な血液型の輸血製剤の供給など、 臨床的要

請に応じ て、 日本赤十字血液センタ ーと 密接に連携する 。

頭頸部外科部

　 頭頸部外科部は、 平成29年 7 月現在、 診療を行っ ている のはス タ ッ フ 7 名 （ 長谷川泰久　 副院長兼部長、 花井信広、 鈴木秀典、 西川

大輔、 萩原純孝、 小出悠介、 別府慎太郎　 各医長） およ びレ ジデント 3 名（ 寺田星乃、 小栗恵介、 西川大祐） である 。

　 原則、 入院患者 1 名に対し てス タ ッ フ と レ ジデント がそれぞれ 1 名ずつ計 2 人で担当し 、 診療に従事し ている 。

　 外来は、月曜日から 金曜日の週 5 日に新患と 再来外来を 、ま た水曜日にはセカン ド オピ ニオン外来を 行い（ 今後、変更の可能性あり ）、

検査については、 月曜午後と 水曜午後に生検等を、 ま た月曜午後と 金曜午前に頸部超音波検査を 行っ ている 。

　 頭頸部外科部で対象と し ている 疾患と し ては、 口腔癌、 咽頭癌、 喉頭癌、 甲状腺癌、 鼻・ 副鼻腔癌、 唾液腺癌が一般的である が、 頭

蓋底や縦隔へ進展し た症例も 多く 治療を 行っ ており 、 いずれも 全国ト ッ プレ ベルの症例数と 成績を 収めている と 自負し ている 。

　「 頭頸部」 の特徴と し て 1 ） 呼吸、 発声、 摂食、 嚥下など に密接に関連し ている 、 2 ） 視覚、 聴覚、 平衡覚、 嗅覚、 味覚の感覚器を

含む、 3 ） 衣服で覆われない露出部分が多く 病変が容易に目につく 等があり 疾患の悪化、 場合によ っ ては治療自体がQOLの低下を 招

く 可能性がある 。 頭頸部外科部では、 根治性と QOLの保持をバラ ンス よ く 保つこ と を常に意識し ながら 日々努力し ている 。

　 最近では、 機能温存希望にて外科的手術を 希望せず化学放射線療法など の非外科的治療を希望する 患者さ んも 増加し ている 。 外科的

治療を行う 際にも 低侵襲と 機能温存を 念頭に置き 、 癌及び患者の年齢など の個性に応じ た治療法を 考慮し ている 。 平成28年度の手術例

は、 520例であっ た。

　 教育面では、 レ ジデント は、 毎年全国各地から 応募があり 出身地が様々である が、 ス タ ッ フ と と も にチームの一員と し て毎日忙し い

臨床の場を 機能的に取り 組み、 ま た、 日本耳鼻咽喉科専門医と 日本頭頸部がん専門医の専門医研修施設と し て認定さ れ、 頭頸部外科領

域のよ り よ い医療が行える 指導的な立場になれる 人材育成を 目指し 、 臨床と 研究の両者の教育を 行っ ている 。

　 研究面では、 頭頸部領域における JCOG班に積極的に参加し 臨床治療も 多く 行っ ている 。 当院オリ ジナルの研究と し て、 咽喉頭癌に

対する 経口的切除術によ る 機能形態温存、 各種治療法の予後予測因子の研究など を 行っている 。

　 ま た、 日々の臨床の問題点の解決を テーマにし た研究も 多数行い、 全国学会等で積極的に発表、 論文によ る 投稿と 公開を 行っ ている 。

平成28年度の業績は、 学会及び研究会発表が50件、 論文が欧文 9 篇と 邦文13篇の22篇であった。

　 今後も 患者さ んの利益につながる よ う 、 臨床、 教育、 研究を 日々努力し 続けていき たい。

形成外科部

　 がんの治療では手術によ る 根治性が求めら れる が、 それと 同時に手術後の生活の質（ QOL） の維持や社会復帰も 求めら れる。 形成

外科部では、 再建を 行う こ と によ っ て手術によ ってやむを得ず切除さ れてし ま った部位の傷をふさ ぎ、 失われる 機能や形態を なる べく

も と に近づける こ と によ り 手術後の生活の質向上を 目指し ている 。

　 当院の特徴と し て、 他科と 共同で手術を行う こ と が多く 、 口腔癌や咽頭癌切除後や乳房切除後、 四肢・ 体幹の腫瘍切除後に、 体のさ

ま ざま な部位から 皮膚・ 皮下組織、 筋肉、 骨、 腸など を移植する 再建手術を行っている 。

　 舌癌によ り 舌を切除さ れた場合でも 、 大腿部や腹部の皮膚を 含めた組織（ 遊離皮弁） を 移植する こ と によ り 、 残った舌の動き を 妨げ

ず、 ある 程度の食事や会話を する こ と が可能と なる 。 ま た、 乳房再建では、 一人一人の希望に合わせた再建を こ こ ろがけ、 乳癌術後の

生活の質が、 手術前と 比較し てなる べく 保たれる よ う 手術を 行っ ている 。

Ⅰ） マイ ク ロ サージャ リ ー（ 顕微鏡下手術） を 用いた再建

　 皮弁と は、「 血流のある 皮膚・ 皮下組織や深部組織」 を 移植する 手術方法である 。 皮弁は、 付着し た栄養血管を 通じ て豊富な血流が

ある ため、 移植先の状態が多少不良でも 創治癒が早く 、 強度と 柔軟性を 兼ね備え、 移植部への適合性も 良好である 。 ま た、 移植部位の

欠損にあわせて形態を 形成でき る 。

　 遊離皮弁によ る 再建術は、顕微鏡下の血管吻合技術を 必要と する 。 2016年 4 月～2017年 3 月の 1 年間に128件のマイ ク ロ サージャ リ ー

を 用いた再建を行っ た。

Ⅱ） 乳房再建

　 乳癌手術後の乳房再建は、 主に 2 通り の再建方法がある 。 腹部や背部の皮膚や皮下脂肪等の自家組織を 用いる 方法と 、 イ ンプラ ント

によ る 人工物を用いた方法である 。 それぞれ特徴があり 、 患者の希望や適応に添っ た方法が選択さ れている 。

　 年々再建を 希望する 患者は増加傾向にあり 、 当科では平成28年には207件の乳房再建関連手術を おこ なっ た。 ま た、 当院の特徴と し

て乳癌切除と 同時に再建を 行う 一次再建例の割合が約40％に達し た。 今後も 、 乳腺科を はじ め他科、 多職種によ る チーム 医療によ り 、

よ り よ い再建を提供し ていき たい。

Ⅲ） 瘢痕や変形に対する 治療、 創治癒遅延に対する 治療

　 手術後の傷跡や変形の修正や、 ケロ イ ド の治療など も 行っ ている 。 ま た、 褥瘡に関し ても 、 褥瘡対策チームの一員と し て治療や予防
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対策に関わっ ている 。

Ⅳ） リ ンパ浮腫に対する 治療

　 乳癌や婦人科疾患後等の手術後の合併症のひと つに二次性リ ンパ浮腫がある 。 治療の第一選択と し てリ ンパド レ ナージや弾性着衣の

装着などの複合的治療が行われる 。 それら 治療に抵抗性の場合、 リ ンパ管静脈吻合術やリ ンパ節移植術など 再建外科的手技を 用いた外

科治療にも 取り 組んでいる 。

　 平成28年12月よ り 形成外科医がリ ンパ浮腫外来を担当し 専門看護師と と も に治療に当たっ ている 。

呼吸器外科部

　 2016年 4 月現在　 4 名のス タ ッ フ と 3 名のレ ジデント で診療し ていま す。 部長： 坂尾幸則、 医長： 坂倉範昭、 黒田浩章、 水野鉄也と

大学から 派遣し て頂いた 3 名のレ ジデント です。

　 2016年の手術総数は396例、 原発性肺癌切除例は295例と いずれも 呼吸器外科部門開設以来最多と なり ま し た。 こ れも ひと えに皆様か

ら のご紹介・ お力添えの賜物である と 感謝し ており ま す。 私ど も は、 なる べく 多く の患者さ んを診る こ と のみなら ず、 がん医療の質向

上と いう 点にも 心を砕いており ま す。 本年も 以下の 4 点を 重点目標に掲げて診療致し ま す。 何卒宜し く お願い申し 上げま す。

1 ） 地域・ かかり つけ・ 紹介医の先生方と の連携強化

2 ） 低侵襲手術（ 胸腔鏡手術・ ロ ボッ ト 手術） の安全かつ積極的展開

　 　 本年は今ま での完全胸腔鏡手術に加え、 ロ ボッ ト （ ダビンチ） 手術を 開始予定です。

3 ） 早期肺癌への積極的縮小手術（ 区域切除やＣ Ｔ マーキングによ る 楔状切除）

4 ） 重症例への対応と 医療安全向上

　 2016年の手術関連死亡は 0 でし た。 がん専門病院である が故にがん以外の併存疾患や合併症への診療の質低下が生じ ないよ う に一層

の努力と 工夫を 行いま す。 同時に、 がん専門病院の弱点を 理解し た上での緊密な病病連携が必須だと も 考えており ま す。

　 2016年も 大変多く の患者さ んを ご紹介頂き ま し た。 こ こ に改めて御礼申し 上げま す。 呼吸器外科部は未診断の患者さ んや切除不能の

患者さ んについても “ 呼吸器科” の窓口と し て積極的に診療さ せて頂いており ま す。 当然ながら 手術適応の有無から 当科で判断可能で

すので、 肺・ 縦隔の腫瘍疑いの患者さ んに関し てと り あえず……と いう 感覚でご相談いただければ幸いです。 常に誠意ある 対応に心が

けま す。

　 今後と も 、 患者さ ん目線に立っ て最善・ 最良の医療を安全に提供する こ と を使命と し て精進し て参り ま す。 本年も 何卒宜し く お願い

申し 上げま す。

乳腺科部

　 平成28年度は岩田広治、 澤木正孝、 服部正也、 吉村章代、 石黒淳子、 小谷はる る ,権藤なおみのス タ ッ フ 7 名と 、 レ ジデント 4 名（ 片

岡、 岩瀬、 大西、 杉野） の体制で診療にあたっ た。 乳腺科の特徴は外来診療がメ イ ンであり 、 手術や全身状態の悪い方の入院など特殊

な場合を 除き 、 化学療法など も すべて外来で行っ ている 。 一日の外来患者数が100人を 超える 日も 多く 、 術後の抗がん剤治療が終了し

た患者さ んに対し ては、近隣の開業医と の連携を 積極的に進めている 。 乳腺科は、乳癌の診断から 手術、薬物療法、再発治療ま で、ト ー

タ ルに乳癌診療を担当し ている 。

　 診断では、 石黒、 吉村がマンモグラ フ ィ 読影資格のＡ 判定を も ち読影を 担当、 超音波検査は検査技師が毎日午後に行っている 。 マン

モグラ フィ 検診の普及に伴い、 非触知病変の確定診断の重要性が増し てき た【 ス テレ オガイ ド 下マンモト ーム生検： 95例、 超音波ガイ

ド 下マンモト ーム生検： 185例】。 非触知乳がんの低侵襲な診断（ 細胞診、 マンモト ーム生検） に努める こ と によ り 、 平成28年は乳癌手

術患者の約12.7% が非浸潤癌であっ た。

　 手術は、 平成28年の乳癌手術患者数が434人と 昨年同様であり 、 105例（ 全摘症例の37.5% ） に同期再建手術が行われ、 日本でも 有数

の同時再建の症例数である 。 同時再建手術の増加に伴い温存率は35% と 安定し た数字に落ちついている 。 センチネルリ ンパ節への微小

転移の症例ま で腋窩郭清省略の適応を 拡大し たこ と で平成27年は温存術群では90％、 乳房切除群でも 72.5％で郭清省略さ れている 。

　 薬物療法に関し ては、 術前化学療法症例数は定着し た感があり 、 平成28年は61例の方に施行さ れた。 術後薬物療法に関し ては世界的

なエビ デンス に基づき 当院の独自の治療指針を 作成し 、 地域の先生方の好評を得ている 。 再発治療では、 様々な関連科（ 整形外科、 放

射線治療部、 放射線診断部、 脳外科、 循環器科など ） と 密な連携を 保ちながら 、 co-m edicalと も 連携し 、 チームアプロ ーチを 実践し て

いる 。 術前、 術後、 再発治療を 通じ 、 日本ある いは世界と の共同試験と し て、 多数の治験、 臨床試験に参加し ている 。 平成28年は認定

遺伝カウ ン セラ ーが毎日勤務する 体制を 整え、 すべての手術患者の家族歴聴取を 実施し て、 遺伝カ ウ ン セリ ン グ の件数も 増加し た。

BRCA 1,2異常の患者さ んには、 リ ス ク 低減乳房切除術を 臨床研究と し て開始し 、 平成28年末ま でに10例に施行し た。 再発患者・ 術後

の患者では治験（ PA RP阻害剤） への登録も 開始さ れ、 患者さ んへの治療選択の幅が広がっ ている 。

　 こ のよ う な日常業務で忙し い毎日である が、 乳癌学会を はじ めと する 各種関連学会にはス タ ッ フ 、 レ ジデント 共に積極的に発表し 高

い評価を得ている 。 今後も 、 東海地区の乳癌診療・ 研究の中心施設と し て、 日本・ 世界をリ ード する 臨床研究の拠点と し て乳腺科は日々

努力を し ている 。
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消化器外科部

　 消化器外科部は、消化管及び肝胆膵領域の悪性腫瘍を 診療対象と し てき た。 平成28年度のス タ ッ フ は食道外科（ 安部哲也、植村則久、

川上次郎）、 胃外科（ 伊藤誠二、 三澤一成、 伊藤友一）、 大腸外科（ 小森康司、 木下敬史、 大城泰平）、 肝胆膵外科（ 清水泰博、 千田嘉毅、

夏目誠治） で、 さ ら にレ ジデント 7 名（ 赤澤智之、 大内晶、 筒山将之、 細井敬泰、 重吉到、 林大介、 田中秀治） が加わり 診療・ 研究に

あたった。 ま た、 消化器内科部、 内視鏡部、 放射線診断部、 薬物療法部や診療所、 他病院の医師と の連絡を 密にし 、 速やかな手術治療

だけでなく 術前術後化学療法、 放射線治療など の集学的治療を 積極的に行った。

　 診療面では手術枠の有効利用に努め、 1 年間に880件の手術を 行っ た。 こ れは当院の全身麻酔手術件数の 3 分の 1 にあたる 。 ま た、

病院全体と し て浸透し てき ている チームケア、 ク リ ニカルパス の充実を 図り 、 合併症や医療過誤のおき にく いシス テム作り に努めてい

る 。 研究面においては、 学会発表138件（ う ち英文 4 件）、 論文発表54編（ う ち英文35編） であっ た。

　 食道グループは85例の食道切除術を 行なっ た。 手術待機期間は手術単独では 3 －4 週間程度、 術前化学療法施行例では待機期間はほ

と んどなく 手術が可能と なっ ている 。 根治的放射線化学療法後サルベージ手術や局所高度進行食道癌に対する 術前化学（ 放射線） 療法

後手術、 胃切除後食道癌に対する 切除再建など も 積極的に行っ ている。 ま たcT 3 N 0 -1 ま での食道癌に対し ては鏡視下手術（ 胸腔鏡

下食道切除術， 腹腔鏡下胃管作成術） も 行い、 安全で低侵襲な手術治療の提供も 行っている 。

　 胃グループは173例の胃癌手術を 行なった。 StageⅠの胃癌を中心に、 患者さ んに負担の少ない手術と し て腹腔鏡下手術（ 幽門側胃切

除、 全摘、 噴門側胃切除） を 積極的に行っている 。 よ り 進行度の高い患者さ んに対し ては、 高度リ ンパ節転移症例に対する 術前化学療

法＋大動脈周囲リ ン パ節郭清を 伴う 外科的切除、 腹膜転移高危険群例に対する Paclitaxel腹腔内化学療法など 、 病態に合わせた集学的

治療の開発も 積極的に行っ ている 。

　 大腸グループは333例の手術を 行なっ た。 肛門を 温存する 術式（ ISR）、 側方郭清、 骨盤内臓全摘術など 専門病院でし かでき ない手術

を 積極的に行っている 。 ま た腹腔鏡下手術であっ ても 、 開腹手術と 比較し ても 遜色ない根治度を重視し た徹底し た拡大（ D 3 ） 郭清を

行っ ており 、 最近では高度な技術を 必要と する 腹腔鏡下側方郭清も 取り 組んでいる 。 特に直腸癌手術症例数が多く 、 その成績は全国レ

ベルを 凌駕し ている （ 大腸癌全国登録の 5 年生存率がⅢa期： 65% 、 Ⅲb期： 47% である のに対し 、 当院はⅢa期： 83% 、 Ⅲb期： 61% ）。

さ ら に、 他院では手術不能と さ れた再発手術（ 仙骨合併切除骨盤内臓全摘術など ） も 積極的に行っ て おり 、 再切除のR 0 率は62% 、

R 0 症例の 5 年生存率は43.3% と 非常に良好な成績を 得ている 。

　 肝胆膵グループは183例の手術を 行なっ た。 膵癌は難治癌の最たる も のである が、 切除例に対する 術後補助化学療法の進歩によ り そ

の治療成績は徐々に改善さ れてき た 。 2000年代に入っ てゲムシタ ビン （ GEM） によ る 術後補助化学療法が確立さ れ、 さ ら にその後S 1

内服の成績（ 術後 2 年生存率： 70％、 2 年無再発生存率： 49％） がGEMを 大き く 上回り 、 2013年膵癌診療ガイ ド ラ イ ンでは、 S 1 によ

る 術後補助化学療法が標準治療と なっ た。 一方で治癒切除不能、 ま たは切除不能症例の予後は未だ極めて不良なため、 術前化学（ 放射

線） 療法の研究が進めら れている 。 当科でも 切除不能進行膵癌に対し 化学療法を施行し た結果、 腫瘍が縮小し 、 その間に遠隔転移の出

現し なかっ た症例には積極的に根治を 目指し た手術を 行っている 。 ま た、 治癒切除が得ら れる かど う かの境界（ borderline  resectable）

症例に対し ては、 治癒切除率を あげる ために抗がん剤と 放射線照射を 行っ た後に切除を行う 臨床試験を施行中である 。

　 4 診療グループと も にJCOGを 始めと する 多施設の共同臨床試験に積極的に参加し 、 手術や化学療法のエビ デンス 作り に取り 組んで

いる 。

整形外科部

　 整形外科部は外来部整形外科から 平成15年 6 月よ り 整形外科部と し て独立し 、常勤 2 名と レ ジデント 1 名で診療と 研究を 行っ ていた。

平成26年よ り 常勤医が 1 名増員の 3 名と なり 、 平成28年11月よ り さ ら に 1 名増員の 4 名と なり 診療体制が確立し た（ 現在は常勤医： 筑

紫聡　 吉田雅博　 小澤英史　 林卓馬の 4 名で行っ ている ）。 診療は主に原発性骨軟部腫瘍の診断と 治療およ び各種癌の転移性骨腫瘍の

管理と 治療を 行っている 。 平成28年度の手術件数は年間277件（ 平成26年度141件、 平成27年度237件） と 大幅に増加し ている 。

　 当院での手術治療は国内外で得ら れたエビ デンス に基づく 標準的治療を 基本と し ている 。 腫瘍切除後の再建には、 積極的な皮弁形成

や加温処理骨や鎖骨移植など の新たな方法を 導入し 、 術後合併症の軽減やよ り 良い機能の獲得を 目指し ている 。 名古屋大学、 愛知県が

んセンタ ー愛知病院、 名古屋記念病院と 多施設共同研究を行い、 新たな術式の治療成績を 報告し ている 。

　 進行性や転移性の原発性骨軟部腫瘍患者に対し ては、 薬物療法部と サルコ ーマカンフ ァ レ ンス を 定期的に開催し 、 新規抗癌剤や分子

標的薬など によ る 治療を行い生存率の向上を 目指し ている 。

　 当科外来で圧倒的に多いのは各種癌の骨転移である が、 放射線治療や骨修飾薬を 中心に、 当該の各科と 連携し ながら それら の治療法

向上にも 力を 入れている 。 特に病的骨折や脊髄麻痺は患者のQOLを 著し く 損なう ため、 積極的な手術治療介入を 行っている 。

　 以前よ り 継続的に放射線診断部と 共同でMRIを用いた骨軟部腫瘍疾患の質的診断法の研究を行っ ている 。 現在化学療法や放射線療法

の効果判定においての有用性を 検証中である 。

　 我々の専門領域である 肉腫は悪性腫瘍全体の 1 % 程と 発生頻度が低く 、 希少がんと 位置づけら れている 。 肉腫の希少性と 病理組織の

多様性と 他科を含む集学的治療が必須である ため、 治療成績の向上にはその集約化や多施設共同研究の必要性が指摘さ れている 。 当科

では厚生労働省日本臨床腫瘍研究班（ JCOG） や骨軟部肉腫治療研究会（ JMOG） と いっ た多施設共同研究グループの一員と し て活動し 、

肉腫の標準的治療の確立に寄与し ている 。 現在JCOGでは「 骨肉腫術後化学療法における イ フ ォ ス フ ァ ミ ド 併用の効果に関する ラ ンダ

ム 化比較試験」「 高悪性度非円形細胞肉腫に対する adriam ycin、 ifosfam ideによ る 補助化学療法と gem citabine、 docetaxelによ る 補助化
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学療法と のラ ンダム 化第Ⅱ/Ⅲ相試験」 に参加し ている 。 平成26年の 6 月には愛知県・ 三重県・ 岐阜県・ 静岡県を 中心と する 多施設共

同研究グループ「 東海骨軟部腫瘍コ ンソ ーシアム」 を 立ち上げた。 平成28年10月に中部地区で初めてサルコ ーマセンタ ーを 開設し 、 肉

腫治療の標準的治療の確立およ び先進治療の開発を目指し ている 。

リハビリ テーショ ン部

　 平成18年にがん対策基本法が成立し 、 平成22年に入院中のがん患者に対し てがんリ ハビ リ テーショ ン料の算定が新設さ れており 、 が

んリ ハビリ テーショ ン は新し い分野のリ ハビリ である 。

　 がん患者が治療を受ける 際に機能障害を 生じ る こ と が予想さ れる ため、 早期から リ ハビ リ テーショ ンを行う こ と で機能低下を 最小限

に抑え、 回復を 図る 取組を 評価する こ と が重要と なる 。 がんリ ハビ リ テーショ ンの適応は、 病期に関し てはがん発症から 末期ま でで、

癌腫の関し てはほぼ全がん患者が対象と なっており 、 がんセンタ ーに入院し ている ほぼ全症例が対象と なる 。

　 開胸、 開腹手術後の呼吸器リ ハビリ で術後の呼吸器合併症が減少する 。 前立腺がん患者の放射線療法、 内分泌療法中に運動療法を 行

う と 有害事象が軽減する 。 頸部リ ン パ節郭清後の副神経麻痺に対する 運動療法はQOLを 向上さ せる 。 乳がん患者の術後肩関節の運動

指導は肩の機能が改善し リ ンパ浮腫の発症リ ス ク も 軽減さ せる 。 化学療法や放射線療法を 受けた患者に対する 有酸素運動は身体機能や

QOLを 改善さ せる 。 呼吸困難を 有する 肺がん患者の呼吸器リ ハはA DLを 改善する 。 こ れら はがんリ ハ推奨グレ ード Ａ と なっ ており 、

がんリ ハビ リ は重要な役割を 担っ ている 。

　 リ ハビリ に関わる ス タ ッ フ は、 平成27年ま ではリ ハ医が 1 名、 理学療法士が 1 名であっ たが、 平成28年には理学療法士が 2 名増員さ

れ、 平成29年には作業療法士、 言語聴覚士が 1 名ずつ増員予定、 平成30年には理学療法士が 2 名増員予定、 平成31年には作業療法士、

言語聴覚士が 1 名ずつ増員さ れる 予定と なっており 、 充実し たがんリ ハビ リ が期待でき る 。

　 がんリ ハビ リ の病院と 回復期リ ハビ リ 病院と の大き な違いは、回復期リ ハは脳卒中など 比較的病状が安定し て症例を 対象と し ており 、

理学療法、 作業療法、 言語療法を 組み合わせて合計で 6 単位以上毎日行う 。 こ れに対し て、 がんリ ハは予防的から 末期ま での病期や癌

腫が多彩であり 、 1 人 1 人の病状や精神状態によ ってリ ハビリ の内容が異なり 、 体力面から も 1 日 2 単位が限度である 。

　 現在定期的に行っている リ ハビ リ は、 平成28年から 開始し た食道がんの呼吸器・ 運動器リ ハ、 来年から は乳癌のリ ンパ節郭清し た肩

関節の運動器リ ハ、 再建を要し た頭頚部癌の言語・ 嚥下リ ハを 行う 予定にし ている 。

　 全身状態が悪い場合はベッ ド サイ ド リ ハビリ が主と なる が、 全身状態が安定し ていれば、 明る い広々と し た場所にリ ハビ リ 室を確保

し て、 ま すま す充実し たリ ハビ リ を行っ て行き たいと 考えている 。

泌尿器科部

　 泌尿器科は、 ス タ ッ フ 2 名、 レ ジデント 1 名、 計 3 名で診療を 行っている 。

　 平成28年度の手術件数は200例と 前年度と 比較し て約20％増加し た。

　 手術の内訳は、 腎、 尿管、 副腎に関わる 手術と し て、 根治的腎摘除が11例（ 腹腔鏡下 7 例、 腹腔鏡下小切開 1 例、 開腹 3 例）、 腎部

分切除が 7 例、 腎尿管全摘除が 8 例、 腹腔鏡下副腎切除が 3 例であった。

　 前立腺に関わる 治療と し て、 ロ ボッ ト 支援腹腔鏡下前立腺全摘除が49例　 密封小線源永久挿入療法が15例、 強度変調放射線治療

（ IMRT： 総照射量78グレ イ ） が46例、 前立腺全摘除後の再発に対する 放射線治療が 7 例であっ た。

　 膀胱に関わる 治療と し て、 経尿道膀胱腫瘍切除術が55例（ 初回切除47例、 second切除 8 例）、 膀胱全摘除 3 例（ 回腸導管 2 例、 尿管

皮膚瘻 1 例）、 精巣に関わる 治療と し て、 精巣高位切除 2 例、 後腹膜リ ンパ節郭清が 1 例であった。

　 その他の治療、 検査と し て、 前立腺多数箇所生検29例であっ た。 手術診療の特徴と し て、 ロ ボッ ト 手術、 腹腔鏡手術など の低侵襲手

術、 腎部分切除など の機能温存手術が増えてき ている 。

　 診断面の特徴は、 前立腺がんに対し て経会陰的な系統的前立腺多数箇所生検を導入し 、 他施設と 比較し て高い正診率を実現し てこ と

である 。 治療面での特徴は、 最新型手術支援ロ ボッ ト da  Vinci  X iを 使用し たロ ボッ ト 支援腹腔鏡下前立腺全摘除や、 放射線治療部と

協力し て行う 強度変調放射線治療（ IMRT： 総照射量78グレ イ ）、 ヨ ウ 素125密封小線源永久挿入療法が提示でき る こ と であ る。 ま た、

根治的前立腺全摘術後の局所再発に対し ても 、 放射線治療（ 総照射量66グレ イ ） を 第一選択と し て行っ ている こ と も あげら れる 。

　 ゆえに、 前立腺がんに対し ては、 保険診療で施行可能な、 すべてのオプショ ンが提供可能である 。

　 平成27年度から ロ ボッ ト 支援手術用の手術用ロ ボッ ト 機器da  Vinciの最新型Xiを 導入し 、 平成28年度は、 前立腺癌に対し てロ ボッ ト

支援前立腺全摘術が49例と 大幅に増加し た。 平成29年度よ り 、 腎機能の温存を目的と し た腎部分切除と し て、 ロ ボッ ト 支援腎部分切除

を 導入予定である 。

婦人科部

　 婦人科部のス タ ッ フ は、 現在 5 名（ ス タ ッ フ 3 名、 レ ジデント 2 名）、 今年中には、 ス タ ッ フ 2 名増員の予定である 。 年間の症例数

が多く 、 一人当たり の手術経験数も 多く 、 修練を積んだ医師が充実し てき ている 。 ま た、 コ メ ディ カルス タ ッ フ と も 協力し チーム医療

を 大切にし 、 患者さ んが安心し 、 納得し て診療をう けら れる よ う 努力し ている 。

　 診療は、 女性性器に発生する 悪性腫瘍の診断・ 治療を行っており 、 主に取り 扱う 疾患は子宮頸がん・ 子宮体がん・ 卵巣がんで、 平成

28年の初回治療症例数は各々99（ 内上皮内癌25） 例・ 62例・ 46例で、 こ れ以外に外陰がんや腟がん 4 例であっ た。 医師数あたり では、



─ 44 ─

国内有数の婦人科悪性腫瘍の症例数であり 、 現在、 東海地方の中核病院である 。 手術施行数においては、 子宮頸部円錐切除術が59例、

広汎子宮全摘術41例、 子宮頸部上皮内腫瘍の子宮全摘術（ 腹式、 腟式）、 外陰がん（ 肉腫、 パジェ ッ ト 病含む） の手術や、 再発癌の骨

盤全摘など 外科的切除を外科、泌尿器科、整形、形成外科と 連携し て行っ ている 。 現在、子宮体がんの腹腔鏡手術や子宮頸がんのロ ボッ

ト 手術も 行っ ている 。 ま た、 遺伝性腫瘍においては、 遺伝性乳がん卵巣がん症候群の方にたいし て予防的卵管卵巣切除術も 開始し た。

手術だけでは根治的治療が困難な症例や、 再発症例においては、 化学療法や放射線治療を 適応に応じ て組み入れ、 集学的治療を行っ て

いる 。 当科では、 手術や化学療法を 中心に行い、 放射線治療は放射線治療部と 連携し て行っている 。 放射線治療は、 子宮頸がんの中で

も 進行症例や手術後の再発ハイ リ ス ク 症例、 およ び患者の背景や意向に沿い行っている 。 放射線治療時にはその効果を高める ために積

極的に化学療法を併用し 、 進行癌の治療成績向上に努めている 。 化学療法は、 主に子宮体がんや卵巣がんの手術後追加治療と し て使用

し 、 進行症例に対する 手術前化学療法も 積極的に行っ ている 。 難治性がんや稀少がんにおいて十分な説明と 同意を 得た上で延命を 目的

と し た化学療法や新規治療薬（ 免疫療法など ） の臨床試験を 行っ ている 。 日常診療以外の研究では、 平成28年度当院から の学会報告は

6 件、 英語論文報告 4 件である 。 ま た日本臨床腫瘍研究グループ（ JCOG） や婦人科悪性腫瘍化学療法研究機構（ JGOG） など の主催

する 臨床試験や新規薬剤の治験に積極的に参加し ている 。

脳神経外科部

　 愛知県がんセンタ ーの脳神経外科は長年にわたり 名古屋大学脳神経外科から の非常勤医師によ る 外来診療のみを 行ってき たが、 平成

28年 3 月に常勤科と し て脳神経外科部が設立さ れた。 愛知県がんセンタ ーの常勤診療科と し ては最も 若い科である 。

　 発足後間も なく 、 手術機器を 中心と する 診療機器やス タ ッ フ などの診療環境の整備が追いついておら ず、 残念ながら 脳神経外科と し

て十分な機能を果たせていない。

　 こ のよ う な環境の中で、 ま ずは院内のニーズに応え、 他科で治療中のがん患者さ んに発生し た中枢神経系の様々な問題に対応する こ

と と 、 脳外科手術が可能な診療環境を 整えてゆく こ と が当面の課題と さ れる 。 そし て、 ま ずは主と し て転移性脳腫瘍を対象と し て、 そ

の外科治療の診療環境を整えてゆき 、 整備が進むにつれ将来的には、 良性・ 悪性を 含めた原発性脳腫瘍も 診療対象と し てゆく 方針でい

る 。

　 がん専門病院の脳神経外科と し て、 それに向けて鋭意整備を 進めて行く と こ ろである 。

　 平成28年度のス タ ッ フ は、 部長　 服部和良　 診療分野： 脳神経外科一般、 サブス ペシャ リ ティ ： 下垂体腫瘍である 。

麻酔科部

　 麻酔科部は手術麻酔管理を 行っている 。 麻酔科医は外科系医師と 協力し て全身管理や痛みの緩和を 行い、 安全な手術環境の提供に努

めている 。 外科的手技は、 生体にと っ て大き な侵襲であり 、 こ れを可能な限り 緩和し 、 痛みや出血、 有害な神経反射など から 、 患者さ

んを 守る こ と が麻酔科医の大切な役割である 。

　 麻酔科の特徴と し て、 他科医師と 共に治療を 行う 機会が多く 、 チーム医療を 行う こ と が求めら れる 。 手術中に重大な事態が生じ た場

合、 外科系医師や手術室看護師と コ ミ ュ ニケーショ ンをと り 、 患者さ んにと っ て最善と 考えら れる 方針を 選択し て実施し ている 。

　 ま た、 必要に応じ て集中治療室での重症患者さ んの管理についてコ ンサルテーショ ンを 受け、 外科系医師や集中治療室看護師と 一緒

に治療方法を 検討し たり 、 処置の応援を 行っ ている 。

　 手術総件数は約3,000件であ る 。 平成28年度は、 常勤ス タ ッ フ 6 名に増員と なり 、 名古屋大学およ び藤田保健衛生大学から の応援、

フ リ ーラ ンス の麻酔科医の雇用、 さ ら に外科系レ ジデント の協力で、 手術件数を伸ばし ている 。

　 麻酔法は静脈麻酔薬、 揮発性吸入麻酔薬、 鎮痛薬、 筋弛緩薬を 組み合わせ、 患者さ んの状態に併せて選択し ている 。 麻酔の質の向上

（ 十分な鎮痛と 穏やかな麻酔覚醒） を 目標と し 、 超音波ガイ ド 下神経ブロ ッ ク も 積極的に行っ ている 。 年度末には最新型の超音波装置

S IIも 導入さ れた。

　 外科系ス タ ッ フ から は、 通常の手術枠増加に加えて長時間手術枠増加の要望も ある 。 予定外に延長し た場合は外科系医師の応援を 要

請する こ と も ある が、ほと んど の症例を 麻酔科管理で行う こ と が可能になっ ている 。 今後も 麻酔科ス タ ッ フ 増員を 図り つつ、マンパワ ー

を 効率よ く 活かすよ う にも 務めていく 。

　 待遇改善が麻酔科医確保において大き く 寄与し ている 。 今後は希望のある 心臓麻酔や小児麻酔、 集中治療等の研修体制確立が課題で

ある 。

　 当院で、 手術件数を 維持・ 増加し 、 質の高い周術期管理を提供する ためには、 帰属意識の高い常勤麻酔科医の人員充足が重要である 。

待遇改善や最新の医療機器導入を継続し て図っ ていく 計画である 。

集中治療部

　 集中治療部は、 平成21年 4 月から 診療科と し て開設さ れた。 内科系、 外科系を問わず呼吸、 循環、 代謝そのほかの重篤な急性機能不

全の患者を 24時間体制で管理し 、 よ り 効果的な治療を 行う こ と を 目的と し ている 。

　 つぎの患者を集中治療管理の対象と し ている 。

1 ． 集中管理を必要と する 術後患者

2 ． 大量化学療法、 骨髄移植を 受けク リ ーンルームでの管理を 要する 患者
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3 ． 心タ ンポナーデなど のoncologic em ergencyの患者

4 ． 一般病棟で急変し 全身管理を 必要と する 患者

　 病床は愛知県がんセンタ ー中央病院の 4 階東病棟にあり 、 集中治療室（ ICU： intensive  care  unit） 4 床、 高度治療室（ HCU： High 

care unit） 17床から なっている 。 集中治療室は術後回復室を高度にし たも のである 。 主に全身麻酔によ る 外科手術後の患者が、 容態が

安定する ま で入室し 高度医療を 受ける 。 ほぼ 2 ： 1 看護体制（ 1 名の看護師が 2 －3 名の患者を 担当） と なっ ている 。 高度治療室は集

中治療室と 一般病棟の中間の病床で、 集中治療室から 一般病棟へ移動する ま での病床と し て利用さ れている 。

　 運営診療形式は、 各診療科が独自に利用する 主治医制を と っ ている 。

　 集中治療認定看護師、 およ び急性重症患者看護専門看護師が中心と なり 、 院内研修会、 勉強会を 開催し ている 。 よ り 安全で高度な周

術期管理を 集中治療室、 高度治療室から 一般病棟ま で行える 体制を 常に整えている 。

放射線診断・ IVR部

　 平成18年に放射線診断部から 、 放射線診断・ IVR部へと 部署名が変更になり 、 当初よ り 力を 入れてき たIVRの名前を 全面に押し 出し 、

その活動内容を 鮮明にし ている 。

　 平成28年度のメ ンバーは医師11名（ 部長以下 6 名のス タ ッ フ と 5 名のレ ジデント ） と 診療放射線技師15名であり 、 放射線診画像診断

業務と IVR業務に尽力し 、 カンフ ァ レ ンス 等を 通じ て全病院的に活発な活動を 行う と と も に、 臨床試験・ 治験にも 協力し ている 。 ま た、

診療科と し ては、 IVRが治療の中心と なる 非切除肝細胞癌症例を担当し ている 。

　 放射線画像診断業務と し ては、 と く にCTおよ びM Rへの需要が年々増加し て おり 、 年間23,000件以上の検査と 読影を 行っ ている 。

CTは多列検出型装置（ MDCT） が 2 台（ 64列と 80列） 稼働し ており 、 特にMDCTで得ら れる ボリ ュ ームデータ はMPR画像や 3 D画像

へと 応用さ れ、 臨床的にも 有用である 。 MRは 3 T 装置が 1 台のみの稼働である が、 CT同様にボリ ュ ームデータ が得ら れる よ う になり 、

病変部の詳細な観察が可能と なっ ている 。 こ れら の機器の発達がも たら し た大量のデータ を 効率よ く 処理し 、 臨床の場へ還元する には

モニタ ー診断やフ ィ ルム レ ス 化と いっ た環境の設備が必須であり 、 当院でも PA CSが導入さ れている 。 平成26年度のPA CSサーバーの

更新によ り 画像データ 保存容量が増設さ れ、 他院から の持込み画像保存も 永年化と なっ ている 。 一方、 PET検査は、 がんの存在診断

のみなら ず、 治療効果の診断にも 有用と さ れ、 がん診療には欠かせないも のである が、 PET 装置が当院にはないため、 敷地内に開設

さ れている 東名古屋画像診断ク リ ニッ ク に委託し 連携し ている 。

　 IVR業務と し ては、肝細胞癌に対する IVR治療を 主体と し て、全体と し て年間2,000件以上の種々のIVRによ る 検査・ 治療を行っ ている 。

大腸癌に対する FOLFOX、 FOLFIRI療法と いっ た全身化学療法の導入を 契機に、 外来化学療法が普及し 、 ま た終末期の在宅医療が浸

透し てき たこ と によ り 、 中心静脈ポート の需要が増加し 、 その設置件数は平成20年以降、 年間400件を 超えている 。 さ ら に、 IVRによ

る がん緩和医療やサポート ケアにも 対応し ている 。

放射線治療部

　 当科では1960年代に愛知がんセンタ ー名誉総長高橋信次先生が開発さ れた当時と し ては画期的な「 高精度放射線治療」 である 原体照

射法を 当初よ り 臨床応用し 、 以来頭頸部がん・ 婦人科がん・ 前立腺がん・ 肺がん・ 食道がんに優れた治療効果と 安全性を 報告し てき た。

近年治療技術や計画コ ンピ ュ ータ の革新的な進歩によ り 三次元放射線治療や定位放射線治療、 強度変調放射線治療など の高精度放射線

治療は急速に臨床に浸透し ている が、 こ れら 最先端放射線治療の基礎は当院で長い実績を も つ原体照射法に端を発し ている と いっても

過言ではない。

　 現在当院では外部照射装置（ リ ニアッ ク 2 台、 ト モセラ ピ ー 1 台）、 小線源治療（ RA LS  セレ ク ト ロ ン 1 台、 密封小線源治療； イ リ

ジウ ム、 ヨ ード ） を主たる 治療手法と し て年間900名程度の新規患者治療を 行っ ており 、 全国でも 有数の治療件数を 誇っ ている 。 ま た

頭頸部がん・ 子宮がんに代表さ れる 根治的な放射線治療を 行う 患者は当科で化学療法を含む包括的治療を行っ ている 。

　 高精度治療の代表的手法である 強度変調放射線治療は「 究極の放射線治療」 と 呼ばれ複雑な形状の病変にたいし て正確な放射線投与

が可能になる と 同時に、 周辺の正常組織の放射線をき わめて少なく する こ と を可能にする 。 ト モセラ ピ ーは強度変調放射線治療の専用

機であり 、 治療精度が優れている 。 ま た、 CT撮影装置を 内蔵し 、 治療毎に正確な位置確認を 行い、 経過中の病変や臓器の移動・ 形状

の変化を確認し こ の画像情報を 元に高いレ ベルの治療精度管理を 行う 。 現在頭頸部がん・ 前立腺がんの強度変調放射線治療を 中心に行

い、 骨盤部腫瘍への強度変調放射線治療、 肺定位照射も 適応し ている 。 ま た2017年度よ り リ ニアッ ク 一台を 高精度治療機True beam へ

更新し てすべてのリ ニアッ ク で強度変調放射線治療を 行い件数を 増加する 予定である 。

　 当科の特徴と し て頭頸部がんの症例が豊富なこ と があげら れる 。 強度変調放射線治療だけでなく 、 動注療法、 分子標的薬剤併用など

様々な治療手技を用い機能温存を 重視し た個別化治療によ る 個々の治療に対応し ている 。 頭頸部がんは発声、 嚥下、 呼吸など の重要な

機能を 担当する 臓器である こ と に加え、 形態を 温存し て治療する こ と が美容的、 精神的に満足度の高い治療ができ る 利点がある 。 昨今

患者さ んから のニーズの大き いいわゆる 低侵襲治療の代表的治療の一つである 。

　 ト ッ プレ ベルのがん専門病院に要求さ れる 高品質のがん治療の基盤治療の一つと し て当科の放射線治療は大き く 貢献し ている 。 高品

質な集学的治療に重要な役割を 果たすのみなら ず、 がん治療に本質的な役割を 担う 緩和治療の根幹を 支える 重要な役割も 担っ ている 。

今後も 当科の放射線治療は当院の日常臨床およ び新し い治療開発に大き く 貢献し ていく と 思われる 。
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外来部

　 外来部所属の診療科と し ては、 皮膚科、 眼科の 2 診療科で、 糖尿病外来（ 平成24年10月開始）、 遺伝カウ ンセリ ン グ外来も 平成26年

度から 外来部管轄である 。 皮膚科は、平成27年10月よ り 森真弓実先生が常勤医（ 但し 子育て支援プロ グラ ム の時短勤務） と し て着任、火、

木、 金曜日に森先生、 水曜日に代務の横田先生、 眼科は金・ 午後のみ代務の立川先生が外来診療を 行い、 名古屋大学や名古屋医療セン

タ ーなど と 連携し ている 。 看護外来は、 平成24年 1 月24日から 外来通院中の患者およ び家族を対象と し て、 がんに関連し た解決困難な

苦痛や悩みに答える こ と を 主目的に患者支援を 実施し ている 。

　 外来部は、 全診療科の初診患者さ んや再診患者さ んが外来診療に満足し ていただける よ う にする こ と 、 かかり つけ医や地域の病院と

当院の各診療科と の医療連携がス ムーズに行える よ う に院内外の調整を 行う こ と が重要である 。 入院診療は手術や手のかかる 診断・ 治

療が中心になり 、 通常診断と 多く の内科治療は外来診療に軸足を 移し てき ている 。 外来で精密検査や化学療法など を受ける 患者さ んに

対し て、 各診療科間の横断的で効率的な診療を 行える よ う にする こ と 、 外来カンフ ァ ラ ン ス を充実さ せる こ と 、 医療連携シス テムを 確

立する こ と に力を注いでいる 。

　 平成25年 1 月15日の電子カルテシス テム稼働と 3 月から の初診患者の内服薬確認は医療の安全と 質の向上に寄与し ている 。 平成26年

には 4 月に画像データ の取り 込み専用部署設置、 6 月に外来ク ラ ーク 導入、 8 月にリ サーチコ ンシェ ルジュ によ る 病院包括同意書の説

明・ 同意書の取得の開始、 12月に検査・ 手術等に関する オリ エンテーショ ンの中央化を実施し た。 平成27年10月16日から の医療連携室

の土曜日半日の稼働や平成28年 2 月の電子カルテ更新に伴う 地域医療連携部門シス テム導入で、 初診予約取得の改善（ 申し 込み翌日の

初診予約が増加中） など 、 外来診療の形態が少し ずつ変化し てき ている 。

　 平成19年に通常診療と 分離し た枠で運用する よ う にし たセカンド オピ ニオン 外来は今では月間平均約100－110件程度実施さ れる よ う

になり 、 その内約 2 －3 割が初診と し て再度紹介さ れている 。 初診の事前予約率は約90% 以上、 紹介率は約95% 以上に達し 、 再来診察

の予約も ほぼ浸透し た。 がん患者さ んの診察は時間通り に行う のは難し く 、 待ち時間対策は永遠の課題である 。 待ち時間の有効活用と

し て呼び出し パネルを 介し た情報提供や各診察受付など に参考図書など を 設置し 、 平成28年度には希望者に携帯電話にメ ッ セージを 表

示し 待ち合い場所診察室前でなく ても よ いよ う にし たが、 抜本的な解決が困難な状況が続いている 。

循環器科部

　 当センタ ー循環器科部は、 日本循環器学会認定循環器専門医師 1 名によ る 診療体制である 。 主な循環器科部の診療業務内容を下表に

示す。 当センタ ー循環器科部の特色と し て、 がん漢方診療を 行っ ている 。

【 当センタ ー循環器科部の主な業務内容】

1 ． 悪性腫瘍に伴う 循環器疾患の診療

2 ． 化学、 放射線、 手術療法などのがん治療における 循環器病学的支援

3 ． がん漢方治療

　 次に、 当センタ ー循環器科の特徴的な業務について紹介を する 。

1 ） 悪性腫瘍と血栓

　 　 当科で扱う こ と が多いのが血栓症である 。 冠動脈をはじ め、 下肢、 上肢、 頸動静脈、 肺動脈、 心室内など 様々な部位に血栓が生じ

る 。 めずら し い冠静脈洞血栓症も 多く 経験し ている 。 悪性腫瘍には血栓症の合併が多く 、 治療に使う 抗血栓症薬のフォ ンダパリ ヌ ク

ス ナト リ ウ ムは名古屋地区では当センタ ーでの使用量が一番多いら し い。 初めて、めずら し い冠静脈洞血栓症の治療を行っ た時には、

確立さ れた治療法の報告がなく 苦労し た。 今では、 多く の経験から 、 ど こ に静脈血栓症ができ ても 適切な対応ができ る 。

2 ） 化学療法後の手術対策

　 　 化学療法では、 様々な心血管系に対する 影響がある 。 分子標的薬など の新薬にも し っ かり 心毒性がある 。 化学療法後の手術では、

冠攣縮、 血栓、 心不全など に対する キメ 細かい対策を し ている 。 こ れによ り 、 当センタ ーの術中心事故を 非常に少なく し ている も の

と 自負し ている 。

3 ） 漢方治療

　 　 中国 4 千年の歴史。 漢方も 2 千年前の傷寒論でほぼ完成し ている わけだが、 がんへの応用の歴史は浅い。 わから ないこ と が非常に

多い。 エビ デンス も 乏し い。 し かし 、 がん漢方薬を使っ てみる と 、 確かな手ごたえを 実感する 事が、 多々ある 。 抗がん剤に比べれば、

漢方薬の副作用ははる かに少ないし 、 安価であり 、 薬局やネッ ト でも 簡単に購入でき る 。 効果を ある 程度、 証明し た研究や実験結果

も ある 以上、 使っ てみたく なる のは人情だ。

　 　 がん漢方に関し て、 一般薬のよ う に確立さ れた使用方法の明文化さ れたも のはない。 がん漢方の成書を いろいろ読んでみても 、 失

敗談ややっ てはいけない事の書いてある 本は少ない。 要する に、 漢方薬のがんへの応用に関し てわから ない事、 はっき り し ない事が

多すぎる わけだ。 し かし 、 がん漢方を 長年行っている と 、 使っ てよ い事、 いけない事を 経験する 。

　 　 漢方薬は、 がんに効く 事も 効かない事も ある が、 恐ろし い事に、 がんを悪化さ せる こ と がある 。 使い方は一般的な漢方の使い方と

違って難し く はないが、 使い方を 間違えないよ う にし なければなら ない。 愛知県がんセンタ ーでがん漢方診療を 行っている と 、 患者

さ んが自己判断で購入し たがん漢方薬には、 問題が散見さ れる 。 当科では、 漢方でやっ てはいけない事、 やってよ い事の基本を 示す

事によ って、 誤っ た漢方治療を避けら れる よ う 指導し ている 。 がん漢方は癌治療に効果があり 、 その魅力は計り 知れない。 患者さ ん

の不利益を 避けながら 、 がん漢方を 実践する 事にお役に立てたら あり がたい。
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緩和ケア部

　 診療活動

　 H26年 4 月の緩和ケアセンタ ー設立後、厚労省の基準を満たすための整備が連日、急ピ ッ チで進めら れている 。重点目標は以下の 4 つ。

①外来およ び入院患者の苦痛のス ク リ ーニングを実施する こ と によ り 、 よ り 多く の患者によ り 早い緩和ケアの提供を 実現。

②がん疼痛や症状悪化時など に対応でき る 体制の整備（ かかり つけ患者と 、 連携協力リ ス ト を 作成し た在宅療養支援診療所など から の

紹介患者を 対象と する 緊急緩和ケア病床の確保）。

③院内合同カンフ ァ レ ンス への緩和ケア医と 精神腫瘍医の定期的参加。

④在宅医療機関と の情報共有・ 診療連携の強化（ 地域における カンファ レ ンス など を 含む）。

氏　 名 役　 割 職　 種 業務／所属 資　 格

小森　 康永
精神症状担当医師
センタ ー長

精神腫瘍医
緩和ケア部／
精神腫瘍診療科

JPOS認定登録精神腫瘍医、 精神科専門
医、 精神保健指定医、 臨床心理士

石原　 　 誠
身体症状担当医師
緊急緩和ケア病床担当医師

緩和ケア医
内視鏡医

緩和ケア部
（ 4 －9 月）

内科専門医、 日本緩和医療学会会員

藤井　 恭子
身体症状担当医師
緊急緩和ケア病床担当医師

緩和ケア医
緩和ケア部

（ 10、 11月）
緩和ケ ア 研修会修了、 厚生労働省支援　
新リ ン パ浮腫研修修了

佐藤　 尚子
身体症状担当医師
緊急緩和ケア病床担当医師

緩和ケア医
緩和ケア部

（ 12、 1 月）
認定内科医、 緩和ケア研修会修了

徳井未奈礼
身体症状担当医師
緊急緩和ケア病床担当医師

緩和ケア医
緩和ケア部

（ 2 、 3 月）
総合内科専門医、 緩和ケア研修会修了

下山　 理史
身体症状担当医師（ 非常勤）
緊急緩和ケ ア病床担当医師緩和ケ
ア外来担当医師

緩和ケア医
緩和ケア部／
緩和ケア科

日本緩和医療学会暫定指導医、 日本がん
治療認定医機構がん治療認定医JPOS認
定CSTファ シリ テータ ー
外科専門医

向井未年子 ジェ ネラ ルマネージャ ー 専門看護師 看護部 がん看護専門看護師

新田　 都子 緩和ケアチーム専従看護師 認定看護師 看護部 がん性疼痛看護認定看護師

美濃屋亜矢子 緩和ケアチーム専従看護師 認定看護師 看護部 緩和ケア認定看護師

船﨑　 初美 社会的・ 経済的問題解決への支援 ソ ーシャ ルワ ーカー
地域医療連携・
相談支援センタ ー

精神保健福祉士

松崎　 雅英 薬剤業務の相談支援 薬剤師 薬剤部  

徳永　 素子 薬剤業務の相談支援 薬剤師 薬剤部  

立松三千子 薬剤業務の相談支援 薬剤師 薬剤部 緩和薬物療法認定薬剤師

　 こ れま で通り 、 緩和ケアチームは、 適切な緩和ケアが迅速に実施でき る よ う に病院全体で取り 組むこ と を 目的に組織さ れており 、 医

師、 看護師、 薬剤師など 多職種のメ ンバーが、 がん治療に関する 専門的な力を発揮し 活動し ている 。 調整ナース を 中心に、 患者情報を

的確に把握し 、 医師と 薬剤部、 MSW、 病棟リ ンク ナース 、 リ ハビ リ 、 口腔ケア、 ま た院内サポート チームと の連携によ り 、 迅速かつ

専門的な緩和ケアの提供が可能になっ ている 。 平成28年度の新規依頼件数は、 642件で、 がんセンタ ー入院患者の除痛率は89.8％と 例

年90% 前後を推移し ている 。

　 尚、 ペイ ンク リ ニッ ク 外来（ 毎週水曜） では、 がん患者の痛みについて木村智政非常勤医師が相談にのっ ている 。 から だの痛みを は

じ めと する あら ゆる 苦痛については、 緩和ケア科、 石原誠医師（ 4 －9 月）、 藤井恭子医師（ 10、 11月）、 佐藤尚子医師（ 12、 1 月）、 徳

井未奈礼医師（ 2 、 3 月）、 下山理史医師（ 非常勤、 毎週木曜日） が緩和ケア外来・ 家族外来にて、 患者・ 家族に対する さ ま ざま なケ

アを 提供し ている 。

　 一方、 こ こ ろの痛みについては、 精神腫瘍診療科、 小森康永医師が入院緩和ケアを 提供する と 共に、 外来でも 介入と フ ォ ロ ーアッ プ

を 続けている 。

　 さ ら に、 チーム看護師によ る 緩和ケア疼痛看護外来が継続さ れており 、 新規依頼件数は171件であっ た。

　 第 8 回がん診療に携わる 医師に対する 緩和ケア研修会はH28年 4 月21,22日に開催し た。

　 その他緩和ケアチーム主催で院内勉強会、 新薬採用に伴う 説明会を企画し 多数の参加を 得ている 。

看護部

　 今年度の診療報酬改定は急性期医療に厳し く なり 、 当院も 7 対 1 の取得を 目指し た活動から ス タ ート し た。 その結果 8 月に、 専門病

院 7 対 1 の届出が受理さ れた。 今、 2025年を前に、 医療を 取り 巻く 環境が大き く 変化し ている 。 私達はその中で生き 残れる 強い組織と

なる ために、 多く の人から 選ばれる 組織づく り をめざし 4 つの目標を掲げ取り 組んでき た。 今年度の看護部の活動を 目標に沿い成果を

述べる 。

1 ． 他職種と協働し医療安全文化を醸成する。

　 今年度も 、 安全な組織文化を 醸成する ためTeam   ST EPPS普及によ る コ ミ ュ ニケーショ ン 強化と 、 Ｉ ｍSA FERでの要因分析に取り

組んだ。 全部署が要因を分析し 、 再発防止策を 検討し 実践する こ と ができ た。 12月に 5 年前に発生し た医療事故の和解が成立し た。 し

かし 、こ れはご遺族が納得さ れた結果ではないこ と を忘れてはなら ない。 事故後から 取り 組んでいる「 容態変化への早期対応態勢（ RRS）

の確立」 は、 高齢化の進行と と も に更に重要と 言える 。 安全な組織づく り には、 看護師が担う 役割は大き く 、 ひと り 一人が看護師と し
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ての責務を 再認識し なければなら ない。 安全な医療の提供にはチーム力が不可欠であり 、 院内の医療安全文化を醸成する ために、 今後

も 職種を 超えた取り 組みを 継続し ていく 。

2 ． 論理的思考ができる看護師を育成し、 質の高い看護を提供する。

　 今年度は、 自ら 考え実践でき る 看護師を育成する ため院内のがん看護教育を 段階的に整備し 体系化をすすめ、 約半数の看護師が受講

でき た。 研修の学びを 実践に活かし てこ そ意味があり 、 それは日々のカンフ ァ レ ン ス や記録に反映さ れる 。 各部署ではSTA S-Jを 活用

し たカンフ ァ レ ンス の開催ができ 、 個々が考える 看護を表現する こ と ができ た。 同時に質評価と し て、 周手術期の褥瘡予防や嚥下訓練

など CN、 CNSを 中心と し た取り 組みによ り 成果を 上げる こ と ができ た。 在院日数の短縮化の中、 患者の意思決定を 支え、 安心し て在

宅で過ごすためには、 情報を 共有し 他者と の協働が不可欠である 。 次年度は当院のラ ダー認証シス テムを 検討し 、 自立し た看護師の育

成を めざす。

3 ． 安定した病院経営をめざした働きやすい環境づく り をする。

　 安定し た病院経営を 目指し た職場環境改善は、 多様な勤務形態導入の取り 組み、 個室リ ニュ ーアル工事期間中に人員を 活用し 、 適切

な人員の確保が時間外短縮に効果がある こ と を 明示でき た。 当院が存続する ためには、 経営の安定化は必須であり 、 職員一人一人がコ

ス ト 意識を も ち、 限ら れた資源で最大限の効果を生み出せる よ う な努力を 重ねなければなら ない。 次年度も 経営的視点に立ち自ら 行動

し 、 働き やすい環境づく り によ り 人が集ま り 、 定着し 選ばれて残れる 病院をめざす。

4 ． PNSが定着する。

　 安全、 安心、 質の高い看護の提供を する 手法と し て、 PNSの定着を めざし てき た。 取り 組む中で、 新人指導や効率性、 先輩看護師の

負担感など 課題も 見えてき ている 。次年度も 継続し た各部署でのPNSによ る 看護提供体制について検討を 重ね、PNSによ る 活発なコ ミ ュ

ニケーショ ンのも と で患者にと って最善な看護提供を めざす。

　 今年度は、 有料個室のリ ニュ ーアルと いう 大き な事業も 各自が他部署を 知る 機会にでき 、 看護部一丸と なっ て取り 組めた。 同時に60

名の新人看護師を迎え、 PNS体制下での育成に混乱も あっ たが、 離職率は全国平均を下回り 、 同時に次年度の採用も 、 募集人数を 上回

る 応募を 得た。 職員ひと り 一人が、 組織の一員と し て最大限の努力を し て取り 組んだ成果である と 考える 。

薬剤部

　 薬剤部は28名の薬剤師（ 短時間勤務者を含む） を 中心と し て、 次のよ う な理念、 目標を 掲げ、 日々の業務に努めている 。

1 　 最良の心ある がん医療の一翼を 担いま す。

2 　 良質で安全な医療の一翼を 担いま す。

薬剤部の理念

1 　 安心でき る お薬を 、 患者さ んにお届けし ま す。

2 　 わかり やすいお薬の説明に努めま す。

3 　 知識・ 技術の向上に努め、 薬剤師と し ての専門性を 発揮し ま す。

4 　 チーム医療の一員と し て他職種と 協力し て、 よ り 良い医療を目指し ま す。

薬剤部の目標

　 がんの薬物治療は、 こ れま で使われてき た『 抗がん薬』 に加え、 近年ではがん細胞に特異的に働き 掛ける こ と でその増殖を 抑制する

『 分子標的薬』 や、 免疫機能の活性化によ り がん細胞を 攻撃する 新し い薬が次々に開発さ れ、 その進歩には目覚ま し いも のがある 。

　 がん専門病院の当院では、 様々ながん治療が行われている が、 薬剤部では、 薬物治療が安全によ り 効果的に行われる よ う 治療のレ シ

ピ 『 レ ジメ ン』 を整備し たり 、 個々の患者さ んへの薬物使用量を チェ ッ ク する など し て安全で質の高い薬物療法の遂行を 支えている 。

　 長年使われてき ている 抗がん薬にも 、 新し い治療薬にも 副作用（ こ こ では、 生活の質（ QOL） を 低下さ せる 有害な事柄を 指す。） が

ある ため、 安全に治療を進める 上で、 副作用を いかにコ ント ロ ールし ていく かも 重要である 。

　 薬物治療を 続けていく ためには、 患者さ ん、 ご家族の治療に対する 理解が大切だと 考えており 、 治療に特有な副作用の発現やその対

処方法について服薬指導など の機会を 通し てわかり やすい説明を 心がけている 。

　 がんそのも のの治療のみなら ず、 緩和ケアに関し ても 適切な鎮痛薬の選択や、 使用量の調整について主治医、 緩和ケアチームなど と

協働し て患者さ んの症状緩和に努めている 。

　 来院さ れる 患者さ んの中には、 日ごろから 色々な薬を使われている 方も あり 、 こ れら の薬が手術や内視鏡的な検査に、 影響を及ぼす

こ と も ある ため、 初診の患者さ んを 対象に、 薬局の外来窓口において『 常用薬調査』 を平成25年から 行っ ている 。

　 患者さ んは、 外来通院時には、 病院以外の医療機関と し て保険薬局も 利用さ れる こ と から 、 保険薬局と の連携も 不可欠と 考え、 平成

24年 1 月から 地域の薬剤師会や近隣の保険薬局と 定期的な研修の場を 持っ てき た。 当院の医師， 看護師も 参加する 「 医看薬薬連携研究

会」 は、 がん治療についての理解を 深める 場と し て、 ま た、 保険薬局が持つ患者さ んの情報を共有さ せていただく 場と し て、 活発に意

見交換を 行っ てき た。 こ の研修によ る 情報共有のシス テムは患者さ んのサポート に役立っ ている 。

　 当院では、 医薬品の開発に必要な治験も 平成28年度は、 医師主導治験 7 件を 含め、 144件を引き 受けている 。
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　 結果の信頼性が大き く 問われる 治験では、 試験の適切な実施が求めら れており 、 薬剤部と し ても 治験薬の管理や調製を含め、 こ れら

の試験に関する 業務も 増し てき ている 。
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第 2節　 研究所

疫学・ 予防部

　 疫学・ 予防部の主要な研究活動は、 第一に、 県のがん対策の策定に不可欠ながんの統計情報を 得る ため、 健康福祉部が健康増進推進

事業の一環と し て実施し ている 「 地域がん登録」 の精度向上を 目指し 、 疫学研究の側面から 技術的支援を 継続実施し ている 。 そし て、

そのデータ ベース や、 全国のがん登録データ を 活用し た記述疫学研究を 推進し ている 。 こ れら を 通し て今年度は、 日本の肝がんの罹患

率の動向が、 Ｃ 型肝炎ウ イ ルス 感染のコ ホート 効果で説明がつく こ と を 報告し 、 ま た、 愛知県における 2012年のがん患者有病者数を が

んの部位別に推計し 、 さ ら に、 愛知県の拠点病院と それ以外で部位別の 5 年相対生存率の比較を し た。。

　 第二に、 効果的ながん予防法の開発と 評価に関する 保健行動科学的研究に取り 組んでいる 、 今年度は乳がんの個別化リ ス ク の説明か

ら 12か月後の時点における 認知およ び保健行動を調べたと こ ろ、 認知レ ベルでは改善が保たれていたも のの、 行動変容レ ベルで完全し

ていた者は少数であり 、 よ り 効果的な介入コ ンテンツ の制作が必要である こ と が分かった。

腫瘍病理学部

　 活動休止

分子腫瘍学部

　 分子腫瘍学部では難治性固形がんに対する 新たな予防、 診断、 治療法への展開を 目的と し た前臨床的研究を 進めている 。 特に、 悪性

中皮腫、 肺がんを主たる 研究対象と し 、 中央病院各科や他大学・ 研究機関と の共同研究を 通じ その原因遺伝子の探索研究や悪性形質獲

得に関する 解析研究を 行っ ている 。

　 平成28年度、 悪性中皮腫を 中心に研究を 進めた 。 悪性中皮腫細胞で高頻度に異常を き たすNF 2 -Hippo細胞内シグナル伝達系に関し

ては、 転写コ アク チベータ ーTA Zの解析、 LA TS 2 の機能解析、 LA TS 2 と 合成致死の表現型を 示す候補遺伝子の機能解析を 進めた。

合成致死表現型に関し てはBA P 1 がん抑制遺伝子に対する 候補遺伝子のス ク リ ーニン グ、 同定さ れた候補遺伝子の機能解析も 推進し

た。 さ ら に、 悪性中皮腫に対する 薬物ス ク リ ーニング（ 微生物ラ イ ブラ リ ー）、 メ バロ ン酸経路の阻害剤である ス タ チン の細胞増殖抑

制効果、 FA K阻害剤に対する 感受性の検討等、 新たな治療薬の開発や薬剤耐性克服を 目指し た研究を 推進し た。 さ ら に、 肺がんの遠

隔転移に関する CLCP 1 分子の解析研究も 行っ た。

　 平成28年度は常勤ス タ ッ フ と し ては関戸好孝部長（ 副所長兼務）、 長田啓隆室長、 村上（ 渡並） 優子主任研究員、 4 月から 新たに着

任し た佐藤龍洋主任研究員、 向井智美研究員、 およ び長谷川郁恵技師の 6 名であっ た。 さ ら に、 嘱託技師 1 名、 実験補助員 1 名、 秘書

1 名が実験やラ ボ運営のサポート を 行っ た。 ま た、 名古屋大学大学院医学系研究科細胞工学講座（ 連携大学院） の教官と し て関戸（ 教

授）、 長田（ 准教授） が担当し た。 リ サーチレ ジデント と し て松下明弘（ 継続 1 年次）、 加藤毅人（ 2 年次）、 山岸良多（ 1 年次） が参

加し た。 連携大学院生と し て田中広祐（ 博士課程 3 年生）、 吉田舞子（ 博士課程 2 年生）、 ま た、 任意研修生と し ては名城大学、 金城大

学から 6 名（ 小木曽、 天野、 戸丸、 山本、 高林、 大岡） が参加し た。 非常に残念なこ と に、 長田室長は 8 月23日に病気のため逝去し た。

遺伝子医療研究部

　 遺伝子医療研究部は「 遺伝子」 を キーワ ード に、「 がん罹患リ ス ク ・ 予後を 決める 遺伝子と 環境要因の組合せの解明、 並びに予防・

医療への応用」 と 「 造血器細胞の分化、増殖に関与する 遺伝子の血清学的、分子生物学的研究」、特に前者を 中心に研究をつづけている 。

　 乳がんは日本人女性で最も 罹患数の多いがんである 。 他の癌腫と 比べる と 予後が良いと さ れている が、 予防が果たす役割は大き い。

こ れま での疫学研究において肥満、 飲酒など の環境要因がそのリ ス ク に大き く 関る 事が知ら れている 。 ま た、 近年の全ゲノ ム関連解析

研究によ り 、 数多く のリ ス ク 関連遺伝子座が特定さ れている 。 こ れら の環境要因と 遺伝的要因を 組み合せ、 個々人の乳がんリ ス ク を 予

測する 仕組を 、 国内の共同研究によ り 確立し た。 予測が実際の予防のための行動変容につながる か否かを 検証する 介入研究を 準備し て

いる 。 ま た家族性乳がんに関連する こ と が知ら れている BRCA 1 / 2 遺伝子等の遺伝子群の一般集団における 頻度を 検討を 次世代シー

ケンサーを 用いて開始し た。

　 喫煙や飲酒等の生活習慣ががん罹患後の予後に影響を 与えている か否かに関し てはま だ十分な研究がなさ れていない。 我々は、 427

名の頭頸部がん患者において飲酒習慣と 予後の関連について検討を行っ たと こ ろ、飲酒量が多いほど 、予後が不良である 事が分かった。

ま た、 治療法別に検討を行っ たと こ ろ、 飲酒によ り 予後が悪く なる のは放射線・ 化学療法を実施し た群のみで、 手術療法群では飲酒の

影響は明ら かで無かっ た。 頭頸部がんに関し て飲酒を 控える 事が、 予後改善につながる 可能性を 示唆する 研究であった。 ま た、 生活習

慣によ っ て治療法の効果が異なる 事に関し ては、 治療選択への環境要因の関与を示唆する も のであり 、 今後さ ら に発展さ せて行く 予定

である 。

　 造血器腫瘍に対する 環境要因の影響を 国立がん研究センタ ーと 共同で検討を 行っ た。 国際的には喫煙は急性骨髄性白血病のリ ス ク 要

因と し てコ ンセンサス が得ら れている が、 本邦における 位置づけははっ き り し ていない。 我々は日本有数の規模である 多目的コ ホート

研究データ を 詳細に解析を 行い、 喫煙が日本人男性において急性骨髄性白血病のリ ス ク を 上昇さ せる 事を 見いだし た。 今後こ の喫煙と

急性骨髄性白血病リ ス ク の間にどのよ う な遺伝的な要因が関る かの解明を 行う 必要性を示し ている 。
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腫瘍免疫学部

　 近年、 がん患者における 免疫抑制状態を 解除する いく つかの抗体が開発さ れ、 悪性黒色腫、 肺がんなどに対する 有効性が臨床試験で

確認さ れ、 我国においても 相次いで認可さ れた。 いわゆる 「 免疫チェ ッ ク ポイ ント 」 を解除する こ れら の治療は、 今後、 がん臨床を 大

き く 変えていく こ と が予測さ れる 。 手術療法、 放射線療法、 化学療法に加えて、 免疫療法はがん治療の主流になり つつある と いっても

過言ではない時代と なっ た。 し かし ながら 、 現行の免疫チェ ッ ク ポイ ント 解除療法は、 有効な症例の割合が 1 －2 割程度である 。 治療

効果を 上げる 何ら かの工夫が、 臨床サイ ド から と 同様研究サイ ド から も 必要である 。

　 がんを免疫の力で治療し よ う と する 試みの難し さ は、がん細胞が自分自身の臓器の一部から 発生し ている 事実に起因する 。 すなわち、

免疫シス テムは本来、 自分の細胞を攻撃し ないよ う な仕組みを 内在し ており 、 がん免疫治療は、 その仕組みを 打ち破る こ と が必要条件

になる 。 がん免疫療法の基礎研究分野の裾野は広く 、 こ れから も がん治療に応用可能な様々な薬品、 細胞製剤等が開発さ れる と 予想さ

れる 。 腫瘍免疫学部では、 よ り 有効な免疫療法を確立する ために、 将来の免疫治療の基盤と なる よ う な研究を 、 国内外の研究者と 情報

を 交換し ながら 実施し ている 。 今年度は、 1 ） がん細胞における 異常なTA P分子を 介在する エピ ト ープ提示機構、 2 ） ヒ ト 培養細胞

を 用いたT 細胞受容体・ 親和性成熟シス テムの樹立、 の 2 課題ついて研究を実施し た。

感染腫瘍学部

　 感染腫瘍学部では、 がんを 細胞の恒常性維持メ カニズム の破綻と し て捉え、 その分子機序について研究し ている 。 細胞内では、 増殖

や生存を厳密に制御する ために様々なシグナルのやり と り が行われている が、 種々の遺伝子変異やウ イ ルス 感染およ び細胞を 取り 囲む

環境の変化はシグナル伝達を 撹乱し 、 細胞のがん化やその悪性化を 招く と 考えら れる 。 様々な原因が発がんに至る 契機についてよ り 深

く 理解する ため、 足場非依存的増殖能など のがん形質（ がん細胞が特徴的に示す性質） と 直接対応し ている シグナル異常の分子メ カニ

ズムにアプロ ーチし 、 新規がん治療標的の発見や、 有効性の高い薬剤選択など 新規治療戦略の創出に向けた研究に取り 組んでいる 。 シ

グナル分子の中でも 、 最初に見つかっ たがん原遺伝子産物である チロ シン キナーゼSrcについては、 重点的にその制御と 破綻の分子機

構及びがん進展における 役割について研究を行っている 。

　 こ れま での研究において、 細胞膜での脂質ラ フ ト によ る シグナル分子の空間的制御、 およ びノ ンコ ーディ ング RNA である マイ ク ロ

RNA （ m iRNA ） を 介し たシグナル分子の遺伝子発現制御の破綻が、 がん形質発現を 誘導する こ と を 明ら かにし てき た。 近年では、 細

胞膜ラ フト 外領域における c-Srcの標的分子が、 非受容体型チロ シンキナーゼFerである こ と を 見出し 、 Srcによ る Ferの自己リ ン酸化部

位のリ ン酸化と Ferのオリ ゴマー形成によ る 効率的な自己活性化が、 がんシグナルを増幅する こ と を 明ら かにし ている 。

　 平成28年度は正常細胞においてFerを制御し ている メ カニズム と 、 その制御破綻によ る がんシグナル増強メ カニズム を 明ら かにする

ため、 Ferに結合する 分子の探索を 行い、 数種の候補分子を 見出し た。 ま た新たにSrcの発現を 制御する m iRNA を 同定し 、 それがSrc自

体だけでなく その下流分子の発現を同時に阻害する こ と によ り 、 がん細胞の増殖や浸潤能獲得など のがん悪性化形質を効果的に抑制し

ている こ と を 見出し た。 つま り Srcシグナルによ り 駆動さ れる 細胞機能はm iRNA によ っ て何重にも 制御さ れており 、 こ れら m iRNA が

担う シグナル分子の遺伝子発現の恒常性破綻が、 がん進展に寄与する メ カニズムを 明ら かにし たと いえる 。 さ ら に現在は、 m iRNA や

シグナル分子を内包し 細胞間コ ミ ュ ニケーショ ン に関わる 細胞外膜小胞エク ソ ソ ーム に着目し 、 Srcなど シグナル分子の制御破綻がエ

ク ソ ソ ームを 介し てど のよ う にがん進展に繋がる かについての研究にも 取り 組んでいる 。

分子病態学部

　 分子病態学部では、 固形がん（ 主に大腸がんと 肺がん） のマウ ス モデルを 用いて、 ⑴がんの発症・ 悪性化における 微小環境の役割の

解明、 ⑵転移の分子メ カニズムの解明と 予防・ 治療標的の探索、 ⑶がん悪液質の病態生理解明と 治療戦略の基盤構築の 3 つのテーマに

ついて研究し 、 それら の成果を がんの新たな治療法の確立につなげる こ と を 目指し ている 。

　 ⑴大腸がんを 自然発症する cis-Apc/Sm ad 4 マウ ス を 用いて、 がん微小環境の役割を 解析し ている。 前年度ま でに、 cis-Apc/Sm ad 4

マウ ス の腸管腺がん浸潤部のm TOR阻害薬抵抗性に、 腫瘍上皮細胞のEGF受容体活性化と 腫瘍間質細胞のMEK/ERK経路活性化が寄

与する こ と を 明ら かにし た。 平成28年度は、 間質のMEK/ERK経路がTIMP-1 など のサイ ト カイ ン・ ケモカイ ンの発現を 誘導する こ と

を 見出し た。 ま た、 前年度ま でにIL-1 βが腸管腫瘍上皮細胞のm TORを 活性化する こ と を 見出し ていたが、 IL-1 βシグナル経路の主

要なアダプタ ー因子MyD88が腸管腫瘍形成に重要な役割を果たすこ と を in vivo、 in vitroの両方の系で明ら かにし た。

　 ⑵マウ ス 生体を用いたス ク リ ーニングによ り 大腸がんの浸潤・ 転移に関与する 遺伝子を 同定し 、 転移の分子機序を 解明し よ う と し て

いる 。 平成28年度は、 shRNA ラ イ ブラ リ ー・ ス ク リ ーニン グで同定し た大腸がん転移抑制因子候補HnrnpllがCd44   のス プラ イ シン グ

を 制御する こ と 、 その発現が上皮間葉転換（ EMT ） によ り 低下する こ と などの成果をま と めた論文を 専門誌「 Gut」 に投稿し 、 採択さ

れた。 ま た、 ト ラ ンス ポゾ ン を 用いた大腸がん転移制御因子のス ク リ ーニン グ系の構築に必要な複雑な交配がほぼ完了し た。 さ ら に、

肺がん細胞のEMTと 一次線毛形成の関連についても 検証を 進めている 。

　 ⑶悪液質は、 骨格筋や脂肪組織の萎縮によ る 進行性の体重減少を 主徴と する 症候群でがん患者の約20％の直接死因と 推定さ れる が、

病態生理は不明で有効な治療法はない。 悪液質を発症する がんマウ ス モデルを用いて網羅的なメ タ ボロ ーム・ ト ラ ンス ク リ プト ーム解

析を 進めており 、 前年度ま でに悪液質を 発症し たcis-Apc/Sm ad 4 変異マウ ス の肝臓に特徴的な代謝プロ フ ァ イ ルが存在する こ と を 示

唆する 結果を 得ていた。 平成28年度は、 ヒ ト メ ラ ノ ーマSEKI細胞を ヌ ード マウ ス に移植する 悪液質モデルでも 同様の特徴的な代謝変

化が起こ る こ と を 確認し た。 加えて、 cis-Apc/Sm ad 4 変異マウ ス と SEKI細胞モデルの血漿の解析から 、 悪液質発症に関連する 可能性
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がある 、 有望な炎症関連物質を 同定し た。

腫瘍医化学部

　 細胞が増殖し ていく ためには、 適切な時期に、 種々のタ ンパク 質リ ン酸化酵素（ キナーゼ） が活性化さ れていく 必要がある 。 がんは

周囲の環境に比較的左右さ れずに自律的に増殖する 能力をも っ ている が、 多く のがんでは、 こ の増殖に必要なキナーゼ（ 細胞周期制御

キナーゼ） 群が異常に活性化さ れる こ と が知ら れている 。 我々の研究グループは、 Chk 1 ,  A urora-A ,  A urora-B,  Plk 1 など の細胞周期

制御キナーゼ群の研究を通し て、 がんの自律性増殖の分子機構を 明ら かにする と と も に、 得ら れた知見を も と に新たな治療戦略を提案

し ていき たいと 考えている 。

　 細胞は、 増殖を停止し ている 時期には、 一次線毛と 呼ばれる センサーを 細胞表面に出し 、 外界の情報を 感知し ている 。 増殖する 前に

は、 細胞はこ の一次線毛を 退縮さ せる こ と が知ら れている 。 つま り 、 一次線毛は細胞増殖と 逆相関の関係にある と いえ、 実際に、 多く

のがんでは、 一次線毛が欠失し ている 。 我々の研究グループは、 増殖中の細胞に強制的に一次線毛を 形成さ せる と 、 細胞増殖が停止す

る こ と を 明ら かにし てき た。 こ の性質を 利用し た新たな抗がん治療を 提言でき ないかと 考え、 日々研究を 行っ ている 。

中央実験室

　 中央実験室では現在、 室長 1 名（ 兼任）、 研究員 1 名、 技師 1 名、 再任用職員 1 名、 非常勤嘱託員 2 名（ 9 か月間は 1 名） のス タ ッ

フ で、 研究所全体の研究活動や臨床研究を円滑に進める のに必要な種々のサービス 業務を 行う と と も に、 研究員が独自の研究も 行っ て

いる 。

　 研究所全体の研究活動における 共通業務では、 1 ． 共同利用機器の整備と 維持管理、 2 ． 研究所設備の整備全般に関わる 業務、 3 ．

RI 実験施設の維持管理、 4 ． 毒物・ 劇物の管理にかかわる 業務、 5 ． セキュ リ ティ ーシス テムの維持管理、 6 ． 研究所見学者等の対応、

7 ． 動物実験施設管理運営委員会によ る 実験動物飼育施設の維持管理の補助業務など 、 広範囲に及ぶ。

　 実験動物飼育施設の維持作業は、 器具の洗浄、 えさ の滅菌など の実務は業者に委託し ている 。 中央実験室では、 その管理及び動物実

験施設管理運営委員会と 協力し て動物飼育室の円滑な利用を 推進し ている 。共同利用機器の中で、DNA シーケンサ及び多型解析装置は、

運転・ メ ンテナンス は中央実験室が行っ ている 。 ま た、自動現像機の定期的な清掃、微調整も 行っ ている 。 機器の不具合への対応も 行っ

ており 、 自分たちで行える メ ンテナンス と 業者によ る 修理が必要な不具合を峻別し 、 適切に対応し ている 。 本館は、 竣工後17年を 経過

し ており 、 一部に老朽化によ る 不具合が見ら れる 。 例えば、 電気錠の摩耗によ り 、 う ま く 扉の鍵がかから ないこ と が頻発し ている 。 運

用部施設と 連携を取り 、 対処し ている 。 ま た、 共同機器の利用を 円滑に行う ためにテク ニカルセミ ナーや、 実際に機器を 使用し ながら

の少人数の講習を随時開催し 、 毎回好評を得ている 。

　 生工棟は、 昨年度、 RI  管理区域の指定を 外し 、 今年度には、 1 階、 2 階の内部を 全面的に改修、 改装し て、 キャ ンサーバイ オバン

ク 愛知を はじ め、 共同機器室、 医局、 学生研修室等が整備さ れた。 中央実験室では、 使用し やすい施設になる 様に、 実験台、 水道、 電

気等の配置やセキュ リ ティ ーシス テムについて、 設計業者と 協議に参加し て、 意見を反映さ せた。

　 中央実験室は「 ミ ト コ ン ド リ アDNA の多型と 食道がん発がんリ ス ク 」 と 言う テーマで研究を 行っ ている 。 ミ ト コ ン ド リ アでは酸化

的リ ン 酸化によ る A TPを 産生の副産物と し て、 活性酸素が発生する 。 m tDNA のD-loop領域の多型の数を 、 活性酸素の量や、 m tDNA

およ び核ゲノ ム への変異の入り 易さ の指標と し て網羅的に調べる こ と を 計画し た。 食道がん患者およ び、 非がん患者由来のDNA の塩

基配列を 決定し 、 m tDNA の基準配列である rCRSと 比較する こ と によ っ て、 D-loop領域の多型を 検出し た。 現在のと こ ろ、 平均で、 食

道がん患者で6.7多型／人、 非がん患者で6.7多型／人の多型が検出さ れている 。 今後、 飲酒・ 喫煙と の関連を 解析する 。


